
広島大学 .,曾イカ�

JICA 
）独立行政法人国際協力機構



 

目次 

 

 

第 1章 本報告書の目的・構成、ザンビア特別教育プログラムの制度概要----------------------------------1 

 

1. 本報告書の目的                                                                  1 

2. ザンビア特別教育プログラムの目的と制度概要                                        1 

3. ザンビア特別教育プログラムの主な実績                                              3 

4. 本報告書の構成                                                                  6 

 

第 2章 ザンビア特別教育プログラムの歩み-----------------------------------------------------------------------7 

 

1. プログラム構想・準備期（1999年～2002年）                                          7 

2. プログラム開始期（2002年～2007年）                                              11 

3. プログラム発展期（2007年頃～現在）                                               14 

 

第 3章 ザンビア特別教育プログラム修了後のキャリアへのプログラムの影響----------------------------25 

 

1. 調査の方法                                                                     26 

2. ザンビア特別教育プログラム修了生のキャリアの動向等                                27 

3. プログラムを通じて培われた視点・能力と、修了生のキャリアへのプログラムの影響         30 

4. 第 3章資料 1 アンケートにおける記載項目---------------------------------------------------- ----------43 

  第 3章資料 2 修了生アンケート集計結果                                 44 

                                                                   

第 4章 ザンビア特別教育プログラム 20周年記念成果報告会・シンポジウム-----------------------------51 

1. 挨拶                                                                           51 

2. 第 1部 ザンビア特別教育プログラム 20年の歩みと成果調査報告                       55 

3. 第2部 基調講演・シンポジウム                                                    65 

4. 第 4章資料 1 成果調査報告スライド------------------------------------------------------------- ----------78 

  第 4章資料 2 基調講演スライド------------------------------------------------------------------- ----------86 

  第 4章資料 3 成果報告会・シンポジウムご挨拶・登壇者等のご紹介---------------------- --------102 

  第 4章資料 4 報告会会場の様子（写真）                 ---------------------- --------103 

 

付属資料1 ザンビア特別教育プログラム年表------------------------------------------------------ -----------104 

付属資料 2 ザンビア特別教育プログラムにかかる各種実績資料--------------------------- -------------1111 

付属資料 3 ザンビア特別教育プログラムにかかるメディア掲載記事----------------------- -------------1118 

 



1 

第 1 章 本報告書の目的・構成、ザンビア特別教育プログラムの制度概要 

１. 本報告書の目的

ザンビア特別教育プログラムは、国際協力事

業団（JICA）（2003 年 10 月より独立行政法人

国際協力機構）と広島大学の連携により、2002
年に開始された修士・博士課程の教育プログラ

ムである。青年海外協力隊派遣を組み入れ、学

位（修士号または博士号）の取得が可能な教育

プログラムとして、ザンビア特別教育プログラム

は、日本で初めてのものである（加藤・馬場

2010）。ザンビア特別教育プログラムは、プログ

ラム開始後、2009 年及び 2015 年にそれぞれ成

果報告会・シンポジウムを開催し、報告書を発刊

しているが、本報告書はプログラム開始から 20
周年の節目にあたる。

ザンビア特別教育プログラムに続き、他大学

においても、青年海外協力隊派遣を組み入れた

教育プログラムが行われてきている中、本プログ

ラムの過去 20 年間の歩みと人材育成面の成果

をまとめることは、他大学における類似のプログ

ラムの取組みにとっての鏑矢となることが期待さ

れる。また、ザンビア特別教育プログラムの開始

時から、プログラムを取り巻く国際環境や日本国

内の環境は大きく変化してきている。2020 年度

には広島大学大学院の改組により、人間社会科

学研究科が設立されており、プログラムの今後

の方向性を検討すべき時期にあると言える。以

上から、本報告書は、成果報告会・シンポジウム

の開催に加え、プログラムの構想から現在に至

る歩みを記録するとともに、プログラム修了生へ

のアンケート・聞き取り調査を通じて人材育成面

の効果をとりまとめる。また、有識者によるシンポ

ジウムにおける、今後のプログラムの方向性に

ついての討議内容を収録する。

２．ザンビア特別教育プログラムの目的と制度

概要

（１）プログラムの目的

ザンビア特別教育プログラムは、ボランティア

活動と大学院教育の融合を通して、前者の実践

性と後者の反省性・科学性を融合して、国際協力

に幅広い理解と見識を育て、合わせて実践的な

能力を形成することを目的とする。開発途上国に

おけるボランティア活動に興味がある者の中に、

青年海外協力隊への参加前後のタイミングで大

学院への進学を考えている者は少なからずいる。

大学院進学後の協力隊参加を考える者は、相手

国への貢献を念頭にまず大学院で十分な能力を

形成することを考えている。他方で、協力隊参加

後に大学院進学を考える者は、協力隊活動を通

じて現地で感じた疑問や課題に関し、研究を通じ

て何らかの解を得るとともに自身の能力を向上さ

せ、その後のキャリア形成につなげることを考え

ている。これらに対し、ザンビア特別教育プログラ

ムは、青年海外協力隊としての活動と大学院進

学を同時に実施する。

ザンビア特別教育プログラムを通じ、大学は、

学生にとっての国際協力の活動の場を得ること

ができ、その活動を題材として研究を行うことが

できる。また、青年海外協力隊事業にとっては、

安定的に質の高い人材を確保できるとともに、そ

の活動の高度化を図ることが可能となる。さらに、

学生はボランティア活動と大学院における研究を

同時に行うことにより、高度専門職業人としての

能力と経験を得る。

（２）プログラムの制度、支援体制

ザンビア特別教育プログラムにおいて、学生

は広島大学大学院に入学した後、協力隊員の一
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般公募のプロセスに準じて応募・選考され、派遣

前訓練に参加するまでの間、広島大学にて講

義・演習科目を履修する。派遣前訓練（3 カ月間）

参加後、学生はザンビアに青年海外協力隊員と

して 2 年間派遣される。学生は現地の配属先に

おける隊員活動と並行してフィールド調査を実施

し、得られたデータをもとに帰国後半年間程度で

修士論文の執筆を行う（図 1 参照）。学生の隊員

活動に対し、大学によりインターンシップやフィー

ルドワークとしての単位認定が行われる。 
 
ザンビア特別教育プログラムにおける学生の

隊員派遣は、JICA 青年海外協力隊事務局、広

島大学、ザンビア教育省及びザンビア大学の協

働により実施されてきている。青年海外協力隊事

務局は、学生の隊員として派遣にかかる選考か

ら派遣中の支援といった一連の業務を担う。広島

大学は、現地で必要な基礎的知識や技能を学生

が修得するための科目として、数学教育開発論

や理科教育開発論等を派遣前に学生に提供す

る。また、広島大学は、協力隊応募時に推薦状を

発行する他、指導教員によるメール等を通じた遠

隔指導や年 1 回の現地巡回指導を行う。ザンビ

ア教育省は、学生の隊員としての派遣先となる

学校を調整する。また、ザンビア大学は、現地チ

ューターとして隊員として派遣中の学生にアドバ

イスを行う。なお、2007 年度以降、ザンビア大学

は広島大学との共催により合同セミナーを実施し

ているが、隊員として派遣中の学生はザンビア大

学の教員とともにその準備を行う。 
 
図 1 に示した標準スケジュールに関し、各段階

での履修科目等の大学院での学習・研究活動を

記述したものが表 1 である（下表は前期入学、同

年 12 月の協力隊派遣を想定）。 
 

 
図 1. ザンビア特別教育プログラムにおける学生の入学から修了までの標準スケジュール 

（加藤・馬場 2010） 
 

表 1. ザンビア特別教育プログラム参加学生の学習・研究活動 
入学後の年次 主な活動 履修科目等 履修単位数 
1 年次 前期 入学前後 協力隊応募 

4 月 入学 
4～8 月 授業履修 

22 単位（大学院共通、研究科共通、専

攻共通、プログラム専門毎の必要単

位）以上の履修。 

22 単位以

上 

後期 9 月 協力隊派遣前訓練 
12 月 ザンビア派遣 

 
演習 

4 単位 

2 年次 前期 ザンビアにおける協力隊

活動、現地調査・研究 
フィールドワーク（2）、インターンシップ

(2)の単位取得、演習。 後期 
3 年次 前期 

後期 12 月 ザンビアから帰国 帰国後、フィールドワークの報告書・イ

ンターンシップの修了証明書/報告書提

出、演習。 
4 年次 前期 4 月 発表 

9 月 修了 
特別研究（1～2 年）※派遣期間含む 
修士論文完成 

4 単位 
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３．ザンビア特別教育プログラムの主な実績

（１）プログラム修了者数、協力隊派遣（プログラ

ムの教育面の実績）

ザンビア特別教育プログラムが開始された

2002 年から 2022 年 7 月時点までで、のべ 46
名 １（新型コロナ感染症により任地をウガンダへ

変更した 2 名を含む）の学生が青年海外協力隊

員（長期 40 名、短期 6 名）として派遣されてきた

（表 2 及び図 2 参照）。青年海外協力隊として派

遣実績のある職種は、理数科教育、理科教育、

小学校教育、プログラムオフオフィサーである。

2022 年 8 月時点で、これまでの長期派遣 40
名中 35 名は博士課程前期を修了し、修士号を

取得した。そのうち 5 名は博士課程後期に進学

し、博士号を取得している。なお、長期派遣の残

る 5 名のうち、1 名は来年 3 月に修了予定であ

り、4 名は派遣中である。また、プログラム開始後、

年 1 回、指導教員による巡回指導を実施してきて

いる（報告書115ページ、付属資料2表3参照）。 

表 2. ザンビア州別の派遣校数（のべ 39 校） 

地域 ルサカ州 中央州 ｺｯﾊﾟｰﾍﾞﾙﾄ州 北西部州 南部州

派遣校 2 校 19 校 2 校 2 校 14 校 

図 2. 青年海外協力隊員として学生が派遣された地域 
注. 地図中の★印は、学生がこれまで協力隊員として派遣された地域を示す（星の数は派遣地域

を示しており人数を示してはいない）。地図出典： 国連。
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（２）プログラム学生による研究テーマ、ザンビア

大学との合同ワークショップ（プログラム学生の

研究面の実績）

プログラム学生による修士及び博士論文にお

ける研究題目は、付属資料 2 表 1 及び表 2（報
告書 111 ページ）に示すとおりである。ザンビア

における理科教育や数学教育に関し、大学院に

おける研究やザンビアにおける協力隊活動を通

じ、プログラムの学生は研究テーマを設定し、そ

れぞれ研究を展開し、論文を完成させてきている。

また、2007 年より例年 8 月にザンビア大学と広

島大学の共催による合同ワークショップを開催し

てきている（2020年及び 2021 年は新型コロナの

影響により中止）。同ワークショップは、協力隊と

して現地に派遣中の学生にとっての研究中間発

表を兼ねており、ワークショップの運営に学生は

積極的に関わってきている。同ワークショップで

は、プログラムの学生の他、ザンビア大学教員、

教育省関係者、広島大学教員等が研究発表を

行ってきており、これまでのワークショップへの参

加者数はのべ 845 名である。研究発表数は 205
件うち広島大学による発表は 53 件（プログラム

の学生による 38 件を含む）である。研究発表者

の実績は表 3 に示すとおりである。 

（３）プログラムに関連した JICA 事業（プログラム

の社会貢献面の実績）

本報告書第2章で示すとおり、ザンビア特別教

育プログラムを通じ、広島大学はザンビア教育省

や JICA 等の関係機関との連携を広げ、ザンビア

に対する JICA の技術協力に積極的に関与して

きている。次頁以降に示す表 4 及び表 5 は、

JICA を通じたザンビアからの研修員受入実績、

表 6 は専門家派遣実績である。 

表 3. 合同ワークショップにおける発表者の実績 

日程

発表者

合計ザンビア

大学教員

教育省関係

者（教員含

む）

広島大学

教員

ザンビアプ

ログラム隊

員（学生）

一般隊員
近隣国

（マラウィ）

2007 年 8 月 1 0 1 5 0 0 7 

2008 年 8 月 3 3 2 2 0 0 10 

2009 年 8 月 2 3 1 6 2 0 14 

2010 年 8 月 4 2 1 5 2 0 14 

2011 年 8 月 5 2 1 2 2 0 12 

2012 年 8 月 4 2 1 2 2 0 11 

2013 年 8 月 6 2 1 2 3 0 14 

2014 年 8 月 5 2 1 3 1 0 12 

2015 年 8 月 5 7 2 3 1 2 19 

2016 年 8 月 11 0 1 3 3 5 20 

2017 年 8 月 5 4 1 3 4 3 20 

2018 年 8 月 21 1 1 2 0 0 25 

2019 年 8 月 10 6 1 3 0 6 26 

出典： 清水（2019）をもとに 2016 年度の実績のみ追記。 
（注） 2020 年及び 2021 年は新型コロナの感染拡大の影響により開催されていない。 
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（４）プログラムにかかるこれまでのレビュー・評

価

ザンビア特別教育プログラムの成果・方向性

については、過去 2 回の成果報告会・シンポジウ

ムでレビュー・議論されてきている。2009 年に開

催された第 1 回成果報告会・シンポジウムではプ

ログラム修了生による報告に続き、プログラム修

了生、広島大学教員、JICA 及び外部有識者の

間で、国際教育協力における実践と研究の関係

や、研究成果の普及と発信等に関し、様々な議

論が行われた。

また、2015 年に開催された第 2 回成果報告

会・シンポジウムに向け、広島大学はプログラム

修了生のキャリア動向にかかる縦断的調査を実

施した。第 2 回成果報告会・シンポジウムでは、

広島大学から縦断的調査の結果を発表し、プロ

グラム修了生のキャリア4類型（国際協力実践者

型、研究者型、学校教員型、民間就職者型）を提

示した。成果報告に続くシンポジウムでは、プロ

グラム修了生、広島大学教員、JICA 及び外部有

識者により、プログラムの成果にかかる討議が

行われ、プログラムにより「研究視点をもった現

場の実践者」や「現場の実践の視点をもった研究

者」の育成が行われてきていること等が確認され

た。

広島大学による 2 回の成果報告会・シンポジ

ウムの他、ザンビア特別教育プログラムは、

2009 年に実施された文部科学省による「グロー

バル人材育成のための大学教育プログラムに関

する実証的研究」において、「国際協力などの分

野においてグローバルに活躍することのできる人

材を育成するために、原則として単位認定を伴う

ような、高質で優れた取り組み」の一つとして取り

上げられた（北村 2010）。また、ザンビア特別教

表 4. JICA 国別研修（ザンビア）受入実績（技術協力プロジェクトとの連携） 

時期 コース名 受入人数

2009 年 12 月 授業研究改善 3 名 

2010 年 11 月～12 月 理数科教育カリキュラム改訂能力向上支援 5 名 

2012 年 11 月～12 月 初等・中等学校における教材研究手法（数学Ⅰ） 6 名 

2013 年 10 月～11 月 初等・中等学校における教材研究手法（理科Ⅰ） 6 名 

2014 年 11 月 初等・中等学校における教材研究手法（数学Ⅱ） 9 名 

2015 年 10 月 初等・中等学校における教材研究手法（理科Ⅱ） 9 名 

2016 年 9 月～10 月 教員養成課程と附属学校の連携による理数科PCK の促進 10 名 

2017 年 10 月 PCK を踏まえた理数科授業実践技能の向上 20 名 

2018 年 10 月～11 月 PCK を踏まえた理数科授業実践技能の向上 12 名 

表 5. JICA 課題別研修受入実績（ザンビア） 

時期 コース名 受入人数

2018 年 11 月～12 月 学校ベースの学習の質改善と教育行政の支援 2 名 

2019 年 5 月～6 月 初等算数カリキュラム開発 2 名 

2019 年 10 月～11 月 学校ベースの学習の質改善と教育行政の支援 2 名 

2020 年 10 月～2021
年 2 月 

初等算数カリキュラム開発（遠隔研修） 4 名 
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育プログラムは、青年海外協力隊への参加と修

士号の取得が組み合わせられることにより、参加

者にとって、将来の就職や進路の道筋が明確で

あり、それらを同時並行で進めることができること

をプログラムの特徴として指摘している。

なお、上記報告書では、国際分野で即戦力と

なりうるグローバル人材を育成する大学院教育

プログラムの特徴として、①高度な英語力の習得、

②明確な専門性の習得、③開発途上国における

現場経験、④国際機関の職員との接点、⑤個々

の学生の関心に応じた展開が挙げられている。

ザンビア特別教育プログラムは、①英語による実

践を交えた教育プログラムであること、②教育分

野の専門性を高めること、③ザンビアにおける協

力隊活動を組み込んでいること、④ザンビアにお

ける活動を通じて JICA 専門家等との接点がある

こと、⑤研究テーマは各自が関心に基づいて設

定し、教員による個別指導の体制が整えられて

いることから、上記 5 点を含むと言えよう。 

４. 本報告書の構成

本報告書は以下の 3 章と付属資料からなる。

第 2 章は、過去 20 年間にわたるザンビア特別

教育プログラムの歩みを「プログラム構想・準備

期（1999 年～2002 年）」、「プログラム開始期 

(2002 年～2007 年）」及び「プログラム発展期

（2007 年～現在）」の 3 期間に区分し、国際協

力研究科及び JICA 関係者へのインタビュー、文

献・資料調査をもとに、その歩みを振り返る。

第 3 章は、修了生へのアンケート調査を通じ、

ザンビア特別教育プログラム修了生のキャリア

動向等を示すとともに、修了生 8 名を対象とした

インタビュー調査を通じ、プログラムが修了生の

キャリアに与えた影響について考察する。

第 4 章は、2022 年 3 月 5 日に JICA との共催

により開催されたザンビア特別教育プログラム成

果報告会・シンポジウムの記録である。成果報告

会・シンポジウムは 2 部構成であり、第 1 部にお

いては、本報告書の第 2 章及び第 3 章の内容に

かかる報告に続き、同報告内容について教育分

野や国際協力分野において活躍するプログラム

修了生及び協力隊員 OB からのコメントがなされ

た。第 2 部においては、東京大学の北村友人教

授による基調講演の後、教育分野及び国際協力

分野の有識者により、ザンビア特別教育プログラ

ムの今後の課題や方向性についての議論が行

われた。

１ 新型コロナ感染症の影響で派遣予定のザンビアか
ら任地国変更となりウガンダに派遣となった 2 名、

および派遣前訓練終了後派遣準備中の 1 名を含む。 

表 6. JICA 短期専門家派遣（ザンビア） 

時期 指導科目/プロジェクト 派遣者

2013 年度 理数科カリキュラム改訂支援 池田･馬場

2013 年度 授業実践能力強化プロジェクト 前田･神原

2014 年度 授業実践能力強化プロジェクト 清水



7 

第 2 章 ザンビア特別教育プログラム 1の歩み 

広島大学大学院国際協力研究科（以下、「国

際協力研究科」という）による JICA 青年海外協

力隊派遣を組み入れた学位プログラム（以下、

「連携教育プログラム」という）の構想・準備作業

は、中山修一国際協力研究科長（当時）を中心と

して 1999 年に本格的に着手された 2。本章では、

過去 20 年間にわたるザンビア特別教育プログラ

ムの歩みを「プログラム構想・準備期（1999 年～

2002 年）」、「プログラム開始期（2002 年～2007
年）」及び「プログラム発展期（2007 年～現在）」

の 3 期間に区分し、国際協力研究科及び JICA
関係者へのインタビュー、文献・資料調査をもと

に、その歩みを振り返る 3。なお、2020 年度には

新型コロナウィルスの感染拡大により学生の海

外派遣の中断等が生じたが、その影響は 2021
年現在も続いており、客観的に新型コロナウィル

スにかかる事態をとりまとめることが現時点では

困難であることから、本章では新型コロナウィル

ス及びその影響については記述の対象外とする。

第 1 節「プログラム構想・準備期（1999 年～

2002 年）」では、連携教育プログラムの構想・準

備の背景を概観する。連携教育プログラムの構

想の背景として、1970 年代から 1980 年代にか

けての政府開発援助（ODA）の拡大をうけた国際

開発分野の人材育成ニーズの高まりがあること

から、同節ではその経緯を振り返り、続いて連携

教育プログラムの構想検討・準備過程を記述す

る。

第 2 節「プログラム開始期（2002 年～2007
年）」では、ザンビア特別教育プログラム開始後

の指導教員による取組みや、隊員として派遣さ

れた学生の目からプログラム開始当初のザンビ

アの状況を振り返る。また、ザンビア特別教育プ

ログラム開始後の制度改善についても記述する。

第 3 節「プログラム発展期（2007 年～現在）」

では、青年海外協力隊派遣をもとに開始された

ザンビア大学と広島大学との合同ワークショップ

の取組みや、指導教員やザンビア特別教育プロ

グラム修了生による JICA 技術協力プロジェクト

を通じたザンビア教育開発への貢献等について

述べる。

本章でふれる人物の役職名のうち、現職名に

ついては 2022 年 2月現在のものであり、過去の

役職名については初出のみ（当時）と記載した。

1. プログラム構想・準備期（1999年～2002年）

（１）連携教育プログラムの構想・準備時の背景

日本政府は、開発途上国の経済・社会開発支

援のため、1970 年代後半から 1980 年代にかけ

て、ODA 予算を急速に拡大した（外務省 1986）。
ODA の量的拡大をうけ、外務省は 1985 年、

ODA の効果的・効率的実施にかかる検討のた

め、「ODA 実施効率化研究会」を設置した（外務

省 1986）。同研究会は、日本政府として、開発

援助における調査・実施・フォローアップの各段

階できめ細かい配慮を行う「心のこもった援助」を

目指すべきとし、開発援助の中で技術協力を重

視した。ODA における技術協力の拡充のため、

開発援助に従事する優秀な人材の養成・確保の

方策として国際開発大学の設置が同研究会によ

り提唱された（外務省 1986）。 
国際開発分野の人材育成ニーズの高まりをう

け、1991 年には名古屋大学に国際開発研究科、

1992 年には神戸大学に国際協力研究科が設立

された。広島大学には国際協力研究科が 1994
年に設立され、同研究科のもと教育文化専攻が

1995 年に開設された。なお、それら大学の他、

国際開発にかかる教育・研究を行う研究科として、
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大阪大学大学院国際公共政策研究科（1994 年

設置）、横浜大学大学院国際社会科学研究科

（1994 年設置）、早稲田大学大学院アジア太平

洋研究科（1997 年設置）等が設けられた（黒田 
2005）。 

国際協力研究科は、広島大学の総合大学とし

ての特性を活かしながら、国際協力分野で活躍

できる人材を全学体制で養成することを目的とし

て設立された。国際協力研究科の設置目的のも

と、教育文化専攻は国際教育開発分野の人材育

成を目的の一つとして開設された（広島大学大学

院国際協力研究科 2005 年）4。教育文化専攻設

置において意識された、開発途上国における教

育をミクロに調査・研究し、それをマクロな学問分

野と統合する人材や、教育開発にかかる理論と

実践を究め、幅広い視野で開発途上国の発展に

貢献できる人材の育成という観点は、後の JICA
青年海外協力隊事業を組み込んだ連携教育プ

ログラムの構想に通ずる。

国際協力研究科の設置に前後し、1990 年に

はタイ国で万人のための世界教育会議が開催、

2000年には国連ミレニアム開発目標（MDGs）及
びダカール行動枠組みが合意され、1990年代以

降、基礎教育分野は国際開発の主要な課題とな

り、日本政府の ODA 重点分野となっていった。

2002 年、日本政府は基礎教育分野の開発援助

政策として「成長のための基礎教育イニシアティ

ブ （ Basic Education for Growth Initiative: 
BEGIN）」を発表し、同イニシアティブのもとで

2000 年代に基礎教育分野の開発援助は大幅に

拡充された（萱島・黒田 2019）。 
また、基礎教育分野が国際開発の主要な課題

となったことをうけ、文部省は国際教育協力懇談

会を設置し、同懇談会は2000年に発表された最

終報告において、教育協力に関するコンサルタン

ト業務への大学の参画や、開発大学院における

実践的人材の育成体制の充実を提言した（国際

教育協力懇談会 2000）。続いて 2002 年にとり

まとめられた第二回国際教育協力懇談会の最終

報告では、大学における国際開発協力の促進の

ため、大学教員個人による協力から、大学組織

による協力への転換に向けた提言がなされた

（国際教育協力懇談会 2002）。 
国際開発に携わる人材育成のニーズや、大学

としての国際協力活動参画への期待の高まり、

開発援助における基礎教育分野重視の流れの

中で、JICA 青年海外協力隊派遣を組み込んだ

連携教育プログラムの構想・準備が進められて

いった。

（２）青年海外協力隊派遣を組み入れた連携教育

プログラムの検討の開始

中山修一教授（当時）は 1998年 4月に国際協

力研究科長に就任し、連携教育プログラムにか

かる検討依頼を JICA 中国に対して行った 56。中

山研究科長は、国際協力研究科が国際開発分

野の専門人材育成を目指す一方、開発援助の

現場を学生が直接経験する機会が限られていた

ことを同研究科の課題として認識していた（中山

ほか 2003）。かかる課題認識のもと、国際開発

分野の理論と実践を究めた人材育成のため、開

発援助の現場を学生が経験する機会を大学院

のカリキュラムに導入することが構想された（中

山ほか 2003 資料編 5）。また、開発途上国に学

生を派遣する上では、学生の安全確保が最優先

課題であったことから、派遣者への支援体制の

充実していた JICA 青年海外協力隊事業との連

携が模索された 7。 
1999 年 2 月、中山研究科長は JICA 中国に

対し、青年海外協力隊派遣を組み入れた連携教

育プログラムにかかる検討を再度打診した。連

携教育プログラムにかかるJICAと国際協力研究

科との検討は、1999 年 7 月の木谷隆 JICA 理事

（当時）と広島大学の原田学長（当時）の面談を

契機として開始された。木谷 JICA 理事と原田学
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長との面談に同席した中山研究科長は、木谷

JICA 理事から青年海外協力隊事業と広島大学

との連携教育プログラムにかかる提案を受けた 8。

木谷 JICA理事からの提案をうけ、1999年 8月、

国際協力研究科の岩崎秀樹助教授（当時）及び

駒澤彰夫 JICA 中国所長（当時）が、連携教育プ

ログラムにかかる検討を開始し、同年 12 月には

連携教育プログラムの原案がとりまとめられた。

2000 年 2 月、国際協力研究科長、研究科教

員 4名及び事務長からなる準備委員会が広島大

学に組織され、同年 4月からは JICA 中国も参加

する形で、上記原案をもとに、連携教育プログラ

ムにかかる検討が進められた。また、連携教育

プログラムにかかる JICA との協議の進展をうけ、

2000 年 1 月、中山研究科長は文部省を訪問し、

連携教育プログラム原案にかかる説明を行った

（中山ほか（2003）資料編 5）。 

（３）連携教育プログラムの検討

連携教育プログラムは、青年海外協力隊員と

しての学生派遣を組み入れたものであったことか

ら、学生の派遣国にかかる検討が JICA により行

われた。協力隊員の派遣要請が日本での教員

実務経験を資格要件とする場合、経験の浅い多

くの学生にとっては応募が難しい。連携教育プロ

グラムとして継続的に学生を協力隊員として派遣

する上では、日本での教員実務経験を資格要件

としない要請の開拓が可能な国を派遣先として

選ぶ必要があった 9。JICA による検討の結果、

学生の派遣候補国として、ガーナ、ケニア、ザン

ビア及びジンバブエがあげられたが（国際協力事

業団青年海外協力隊事務局 2001）、2000 年 6
月の国際協力研究科と青年海外協力隊事務局

との協議において、協力隊員に求められる資格

要件や派遣国の環境等を総合的に勘案し、ザン

ビアが派遣国として選定された。また、あわせて、

ザンビアにおける協力隊員の要請開拓のための

現地調査を実施することが決定された（中山ほか

2003 資料編 5）10。 
連携教育プログラムの検討時、青年海外協力

隊員の短期派遣は制度として設けられておらず、

連携教育プログラムの学生は協力隊員としてザ

ンビアで 2 年間活動することが想定された 11。青

年海外協力隊の派遣前訓練から日本への帰国

までに約 2年半の期間を要すると考えられ、修士

課程の従来の標準年数である 2 年間とあわせる

と、学生にとってのプログラムの全体期間は計 4
年半にも及ぶ。修学期間があまりに長い期間と

なっては学生にとっての負担が大きくなると考え

られたことから、修学期間を短縮化するための方

策が検討された 12。協力隊員としてザンビアに派

遣されている間、指導教員の現地出張による集

中講義や遠隔指導を通じて修士課程における単

位取得を可能とすることにより、修士課程では入

学から修了までの標準年数を 3 年半とする形で

連携教育プログラムの制度設計が行われた（中

山ほか（2003）資料編 5）13。制度設計において

は、「カリキュラム開発論演習（II）」、「カリキュラ

ム開発論演習（III）」の新設の他、インターンシッ

プやフィールドワーク科目の活用が検討された

（中山ほか（2003）資料編 5）。 
ザンビアにおける協力隊員の要請開拓のため、

2001 年 2 月から 3 月にかけ、岩崎助教授及び

栄永唯利氏（国際協力研究科学生（当時）、ザン

ビア協力隊員 OB）が調査団員として参画した、

「ザンビア国理数科教育分野における広島大学

大学院と青年海外協力隊との連携プログラムに

かかる調査」（以下、「連携教育プログラム調査」、

という）が JICA 青年海外協力隊事務局により実

施された。ザンビア教育省との協議を含む現地

調査の結果、連携教育プログラムのもとで協力

隊員として派遣される学生の配属先や活動内容

等が以下のとおり定められた（国際協力事業団

青年海外協力隊事務局 2001、中山ほか（2003）
資料編 5）。 
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・ 協力隊員の配属先は、ディストリクト（郡）レ

ベルのリソースセンター（現職教員の研修施

設）を併設しているベーシック・スクール（初

中等学校）とする。

・ 協力隊員の主な活動内容は、8 年生及び 9
年生に対する理数科の教授及び、リソースセ

ンターにおける現職教員研修プログラムの実

施支援とする。派遣職種は、当面、理数科教

師とする。

・ 派遣地域は、首都に近いザンビア国南部州

とするが、中央州へ順次拡大する。

ザンビア政府は、1996 年の基礎教育政策

（Educating Our Future）において、2015 年まで

に計 9 年間の基礎教育の完全普及させることを

目標として掲げ、従来の初等教育 7 年間及び中

等教育 5 年間であった教育制度を、基礎教育 9
年間及び中等教育 3 年間に変更していた

（Ministry of Education in Zambia 1996）。同教

育制度改革のもと、連携教育プログラム調査が

実施された当時、従来 7 年制であった初等学校

は 9 年制からなるベーシック・スクールに順次移

行しつつあった（国際協力事業団青年海外協力

隊事務局 2001）。 

学生の派遣先であるベーシック・スクールに併

設されたリソースセンターは、ベーシック・スクー

ルの現職教員に対する英語、数学、理科等にか

かる研修を実施する役割を担っていた（国際協力

事業団青年海外協力隊事務局 2001）。また、ザ

ンビアでは、各学校における現職教員研修が導

入されており、リソースセンターは同研修を支援

する役割も担っていた（国際協力事業団青年海

外協力隊事務局 2001）。ザンビアにおける従来

の協力隊活動は、現地における教育事情から学

校現場における人材の不足を補う側面の役割が

大きかったが、リソースセンターによる現職教員

研修活動に協力隊員が関与することにより、配

属先のベーシック・スクールにとどまらない協力

隊活動の展開が期待された（国際協力事業団青

年海外協力隊事務局 2001）。また、連携教育プ

ログラム調査において、岩崎助教授及び栄永氏

はザンビア大学教育学部を訪問し、ザンビア特

別教育プログラムの学生による同学部資料の閲

覧や、学生の研究活動への助言等にかかる協力

依頼を行った（中山ほか（2003）資料 5）。 
2000 年 5 月から 2001 年 3 月にかけ、JICA

及び学内での連携教育プログラムの検討・策定

の進捗にあわせ、中山研究科長は文部省を訪問

し、開設科目等を含む同プログラム設置計画に

かかる説明・協議を行っていたが（中山ほか

（2003）資料 5）、2001 年 3 月には連携教育プロ

グラムの設置が承認された 14。 
2001 年度から 2002 年度にかけ、中山研究科

長を中心として日本国内及び欧米の大学院や援

助機関等の制度にかかる調査研究「国際開発関

係大学院と国際援助機関との連携による特別プ

ログラム制度開発に関する研究」（基盤研究（B））
が行われた（中山ほか、2003）。同研究では、米

国平和部隊が米国の大学院と実施する平和部

隊修士国際プログラム（Master’s International 
Program）や、英国及びオランダにおける国際開

発系大学院の教育にかかる調査が実施された。

英国では、国際開発系大学院に加え、英国国際

開発庁や VSO（Voluntary Service Organization）
に対する聞き取り調査も実施された。開発途上

国への学生派遣の教育プログラムにおける位置

づけや期間等は、各大学で異なり、連携教育プ

ログラム検討における参考とされた。

（４）ザンビア特別教育プログラムの開始

2001年 5月には、「広島大学大学院国際協力

研究科と国際協力事業団青年海外協力隊事務

局との連携プログラムに関する協定書」が両機

関間で取り交わされ（中山ほか（2003）資料 5）15、
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同年度には国際協力研究科によりザンビア特別

教育プログラムの学生募集広報が開始された。

新たな教育プログラムであったことから、広島大

学内外で広報・募集説明会が行われた。募集広

報の結果、2002 年 4 月、ザンビア特別教育プロ

グラムの学生 3 名が国際協力研究科に入学し、

同プログラムが正式に開始された。

国際協力研究科におけるザンビア特別教育プ

ログラムの実施体制として、2001 年 4 月の教授

会において IDEC-JICA 連携事業委員会の設置

が決定され、2002 年 9 月には同委員会の下に

ザンビアプログラム専門部会が設置された（国際

協力研究科教授会 2001、IDEC-JICA連携事業

委員会 2002）。 
また、学生のザンビア派遣を念頭において、

2002 年 1 月には中山研究科長がザンビア大学

を訪問してザンビア大学の副学長と面談し、覚書

の締結に向けた協議が開始され、協議の結果、

2002 年 12 月には広島大学とザンビア大学との

間で覚書が交わされた。同覚書では、ザンビア大

学教育学部リソースセンターの有する資料をザン

ビア特別教育プログラムに参加する学生が閲覧

し、また同センター内のコンピュータを活用するこ

とを許可することや、同学部の教員による研究指

導を学生が必要に応じて受けられることが合意さ

れた（中山ほか（2003）資料 5）。 

2. プログラム開始期（2002 年～2007 年）

（１）プログラム開始期における学生指導・支援体

制の整備

2002年 4月のザンビア特別教育プログラム開

始時にはプログラムの指導教員は岩崎助教授の

みであったが、2003 年度には数学教育を専門と

する馬場卓也助教授（当時）が国際協力研究科

での教育・研究活動を始め、2004 年度には理科

教育を専門とする池田秀雄教授（当時）が教育学

研究科から国際協力研究科に所属を移し、ザン

ビア特別教育プログラム学生への教育・研究指

導にあたることで、数学・理科の両分野で学生指

導を行う体制が整備された。馬場助教授（当時）

はケニアで JICA 専門家として活動した経験を有

し、また池田教授（当時）はフィリピン等で JICA
専門家としての活動経験を有しており、ザンビア

特別教育プログラムの学生に対し、国際教育協

力の現場経験をもとにした教育・研究指導が展

開された。

（２）協力隊派遣前・派遣中の学生への教育・研

究指導

ザンビア特別教育プログラムにおいて、学生

は国際協力研究科に入学した後、協力隊員の一

般公募のプロセスに準じて応募・選考され、派遣

前訓練に参加するまでの間、広島大学にて講

義・演習科目を履修する。例えば、協力隊員とし

ての派遣後に現地で必要な基礎的知識や技能

を修得するための科目として、数学教育開発論

や理科教育開発論等の科目を学生は受講した。

派遣前訓練（3 カ月間）参加後、学生はザンビア

に青年海外協力隊員として 2 年間派遣され、帰

国後半年間程度で修士論文の執筆を行う（第 1
章図 1・表 1 参照、報告書 2 ページ）。 

ザンビア派遣中の学生に対する研究指導の方

法が指導教員により検討され、ザンビアにおける

通信環境の制約により、メーリングリストを作り、

メール形式でのゼミが実施された 16。広島大学で

行われるゼミを参考にして、学生からの発表とコ

メントが順に行われる形がとられた。馬場研究室

における取組みを例として示すと、学生 1 名あた

り、メール形式でのゼミは次の 3 ステップで進め

られた。第一に、報告を行う学生は、研究報告の

要旨を書面で作成し、指導教員及びゼミに所属

する学生向けにメールで送付する。続いて、2 週
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間を取って指導教員及びゼミに所属する学生は、

研究報告の要旨に対するコメントを作成し、メー

ルにて返信する。そして、次の 2 週間で報告を行

った学生は、指導教員及びゼミに所属する学生

からのコメントに対し、メールにて回答するという

ものであった。なお、ザンビアにおける通信事情

に鑑み、メールの添付ファイルの容量には上限

が定められた。また、指導教員から学生に参考

資料を送付する際に分量が多い際等には DHL
が用いられた。

メール形式でのゼミに加え、ザンビア特別教育

プログラムの指導教員は、2003 年度以降、年 1
回 8 月にザンビアに出張し、派遣中の学生に対

する集中講義及び研究指導を行った。ザンビア

に出張した教員は、学生への講義・指導に加え、

現地で活動する教育分野の協力隊員に対するセ

ミナーを開催し、活動への各種助言を行った。

上記に加え、ザンビアにおける学生の研究活

動支援のため、指導教員により、PC 及び付属機

器、プリンタ、デジタルカメラ等の機材調達が行

われた。

（３）学生の派遣当初のザンビアの現地状況

2002 年 12 月に、ザンビア特別教育プログラ

ム学生が協力隊員として初めて派遣された後、

学生の報告を通じ、ザンビアの現地事情が徐々

に明らかとなっていった。2002 年当時、ザンビア

では HIV/AIDS の蔓延が社会的に深刻な状況で

あった。HIV/AIDS の影響により、1982 年に 53
歳であった平均寿命は 2002 年には 45 歳まで引

き下がっていた（World Bank 2021）17。協力隊員

として派遣された学生は、活動報告書の中で以

下のとおり述べている。

「ザンビアの教育界には多くの課題が山積みと

なっている。その中でも、最も大きな問題の一

つが Resource の不足である。（中略）人的資

源が不足している理由は次の二つである。一

つは、教員養成校の不足。もう一つは、

HIV/AIDS による教員の死亡である。現在、ザ

ンビアでは千人強の教師が毎年新たに新人教

師として各学校に配属されている。そして、そ

れとほぼ同数の数の教師が AIDS で死んでい

る。」（国際協力機構青年海外協力隊 内田隊

員報告書 2 号（2003 年）より引用。）18 

また、2003 年頃、ザンビアでは、教員給与の

低さや遅配、劣悪な勤務環境等を理由とした教

員のストライキが生じていたが（Mulcahy-Dunn 
et al. 2003）、ザンビア特別教育プログラム学生

の配属先における教員のストライキも深刻な状

況であった。

「2 学期は、初日から最終日まで、1 日もとぎれ

ることなく、教師のストライキが続き、そのため

時間割すら決まっていない状態であった。学校

に来る教師は少数で、授業をしているのは私

をふくめて 3、4 人であった。多くの学生は学校

にきてもやることがないことが分かると、学校

にこなくなった。そのため、1 クラスでも多く授

業をしようと、G8 と G9 の理科と数学の授業す

べてを受け持ち、時間があるときは、G7 の教

室にもいった。」（国際協力機構青年海外協力

隊 内田隊員報告書2号（2003年）より引用。） 

「今年度、ザンビアでは教員のストライキが頻

繁に起こった。このため、教育がかなり停滞し

たことは言うまでもない。本年度の場合、1 学

期の 3 月 17 日から 4 月 20 日まで校長と教頭

を除くすべての教員が給料の値上げを求めて

ストライキを行った。（中略） 2002 年度 3 学期

にもストライキが行われており、ベーシック・ス

クールでは高校よりもストライキの頻度が高い

印象を受けた。」（国際協力機構青年海外協力
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隊 谷口隊員報告書2号（2003年）より引用。） 

ザンビア特別教育プログラム学生の隊員活動

は、配属先の教員不足をうけて数学や理科の授

業実施が主であったが、授業における教育実践

を通じ、現地の生徒の数学や理科の学習の実態

が学生自身により把握されていった。

「最初の授業で、1/3+1/2はいくらですか？とい

う質問を復習のつもりでしたところ、ほとんどの

生徒が自信をもって 2/5 と答えた。計算のやり

方を教えたところ、2/5 は間違いで、5/6 が正し

いということはほとんどの生徒が理解したよう

であるが、このことを通じて私は一つの疑問を

持った。それは、彼ら（生徒）は分数の計算を

知っているだけで、分数の意味は理解していな

いのではないだろうか、ということである。」（国

際協力機構青年海外協力隊 石田隊員報告

書 1 号（2004 年）より引用。） 

「赴任している学校において、いくつかの授業

を見学させてもらった。ある程度の状況は聞い

ていたものの、科学事実を知識として教え込む

だけの授業には大きなショックを覚えた。理科

教員自身は優秀とまわりの教員から認められ

ており、修了試験等で結果も出している。しか

しながら、生徒が能動的に科学事象を考える

授業はほとんど行われておらず、科学的思考

を育てる場が提供されているとは言いがたい。

実験をすることによって、結果の推量、実験の

観察、考察、そして結論を導くといった科学に

おいて最も大切な思考体系が、生徒の中に構

築される機会が非常に少ない。」（国際協力機

構青年海外協力隊 松原隊員報告書 1 号

（2003 年）より引用。） 

協力隊員として派遣された学生達は、ザンビア

における活動や研究を通じて得られた教育制度

等の情報をとりまとめ、2007 年頃に『ザンビアの

教育』（第 1 版）が発行された。同書は、植民地期

以前から現代に至るザンビアにおける教育制度

の変遷、教育行政の仕組みや援助の動向、数

学・理科のカリキュラムや授業の現状等を解説し

たものである。ザンビア特別教育プログラムの後

輩の学生達により、『ザンビアの教育』は現地事

情の把握や活動準備等のために参照された。ま

た、隊員活動を終えて帰国した学生から、ザンビ

ア特別教育プログラムの後輩に対して現地事情

にかかる情報共有が行われた。

（４）プログラム開始期におけるザンビア特別教

育プログラム学生の協力隊活動の成果

2002 年 4 月から 2007 年 4 月までの間に計

12 名の学生が協力隊員としてザンビアに派遣さ

れ、2007 年 4 月時点で、上記 12 名のうち 7 名

が隊員活動を終えて帰国、残る 5 名がザンビア

で活動中であった。

ザンビア特別教育プログラムの学生の活動に

関し、当時の隊員活動報告書をもとにいくつかの

事例を挙げて説明する。プログラムの多くの学生

が数学や理科の授業実施のため、リソースセン

ターでの活動に十分な時間のとれない中、リソー

スセンターでの活動に積極的に携わった学生も

いた。南部州チョマでは、現職教員研修として理

科の授業研究が学生により行われた（国際協力

機構青年海外協力隊 松原隊員報告書 5 号

（2004 年））。同研修は 2 日間のプログラムで、1
日目は実験を通じて生徒が仮説を立てる場面を

つくる生徒中心型の授業が学生自身により実践

され、同授業を参観したザンビア人の教員間で

議論が行われた。研修 2 日目には、ザンビア人

の教員が 2 グループに分かれ、それぞれの代表

者が授業を実践し、授業を参観した教員間での

議論が行われた。研修会の運営にかかる費用は

研修に参加した学校により賄われた。
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また、ザンビアに派遣されている教育分野の

隊員により 1996 年頃に始められた数学コンテス

トの活動にザンビア特別教育プログラム学生は

参画した（国際協力機構青年海外協力隊 佐々

木隊員報告書 5 号（2007 年））。数学コンテスト

は、青年海外協力隊員により実施されていた 9
年生及び 12 年生の国家試験に対応した模擬試

験である（『ザンビアの教育』）。普段テストを受け

る経験の少ないザンビアの生徒に試験の機会を

提供し、生徒が自らの学力を把握して自身で向

上する力を身に着けること、教員が生徒の学力

を把握して指導に活かすことであった（『ザンビア

の教育』）。

2005 年 10 月には、中等教育段階（8～12 年

生）を対象として JICA 技術協力プロジェクト「理

科研究授業支援プロジェクト」がザンビア国中央

州で開始され、JICA 専門家とザンビア特別教育

プログラム学生の隊員活動との接点が徐々に生

じ始めた。理科研究授業支援プロジェクトは、学

校における授業研究活動を通じて教室での授

業・学習活動の向上を目的としたものであり、当

初は理科を対象科目としたが、プロジェクト活動

の進展に応じ、授業研究は数学を含む他教科に

広がっていった（国際協力機構人間開発部

2007）。2006 年 12 月には、中央州カブエにて、

ザンビア特別教育プログラム学生を含む教育分

野の協力隊員により、ファシリテーター（地区毎に

選出された授業研究のファシリテーター役の教員）

に対し、数学・理科の教授法にかかるワークショ

ップが行われた（国際協力機構青年海外協力隊

有馬隊員報告書 5 号（2007 年）、池谷隊員報告

書 5 号（2007 年））。 

（５）ザンビア特別教育プログラムにおける制度

整備

ザンビアに派遣された学生は 2004 年 12 月以

降に帰国したが、帰国した学生から指導教員に

対して学費減免措置の要望が挙げられた 19。ザ

ンビア特別教育プログラムは、協力隊員としての

派遣期間を含め、計 3年半のプログラムであった

が、同期間全体にわたっての学費の支払いは、

通常の修士課程に比べて学生にとっての経済的

負担が大きかった。学生からの要望をうけ、学費

減免措置の要望にかかる検討が国際協力研究

科にて行われた。当初は長期履修制度の適用が

検討されたが、ザンビア特別教育プログラムでは

学生の入学時に協力隊員としての合否が出てお

らず、かつ隊員派遣を雇用とみなすことも難しか

ったことから、長期履修制度の適用は見送られ

た 20。検討の結果、隊員派遣期間中の休学措置

が 2005 年 4 月入学者から導入された 21。休学

申請可能期間は当初 1 年間までであったが、そ

の後の検討により 2007 年 7 月には当時派遣中

の学生を含め、休学申請可能期間が 1 年半に延

長された。それにより、ザンビア特別教育プログ

ラムの学生は、標準スケジュールの 3 年半で修

士課程を修了する場合、1 年半の休学措置によ

り授業料の支払期間が 2 年間となった。

3. プログラム発展期（2007 年頃～現在）

（１）プログラム発展期における国際協力研究科

の状況や国際協力への取組み

ザンビア特別教育プログラムは、2002 年の開

始から実績を重ねる中で、徐々に日本国内にお

ける認知や評価が定着していった。2009 年に文

部科学省の委託調査として実施された「グローバ

ル人材育成のための大学教育プログラムに関す

る実証的研究」では、「国際協力などの分野にお

いてグローバルに活躍することのできる人材を育

成するために、原則として単位認定を伴うような、

高質で優れた取り組み」の一つとしてザンビア特

別教育プログラムが取り上げられた（北村

2010）。また、国際協力研究科においては、国際
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協力の現場での実践活動に貢献できる専門家や

研究者等の人材を養成するための実践教育を重

視した特別教育プログラムの代表例として位置

づけられた。

国際協力研究科は、2004 年 4 月の広島大学

の国立大学法人化を契機とし、同年 10月には技

術協力プロジェクト「バングラデシュ小学校理数

科教育強化計画プロジェクト」の実施を受託する

等、大学としての基礎教育分野における開発援

助への取組みを強化していった。その背景として、

JICA による 2000年代の技術協力プロジェクトの

業務実施契約化や、前述の第2回国際教育協力

懇談会の提言（2002 年）があげられる。 
また、2009 年には馬場准教授（当時）をセンタ

ー長として、国際理数科技術教育実践協力研究

センター（Center for International Cooperation
in Science Mathematics and Technology
Education: SMATEC）が設立された。1997 年に

は広島大学に教育開発国際協力研究センター

（ Center for the Study of International 
Cooperation in Education: CICE）、2002年には

筑波大学が教育開発国際協力研究センター

（ Center for Research on International 
Cooperation in Educational Development: 
CRICED）、2005 年には鳴門教育大学が教員教

育国際協力センター（International Cooperation 
Center for the Teacher Education and Training: 
INCET）が設立されており、SMATEC は、それら

センターと連携しながら、理数科教育協力を対象

とした研究等を展開すること等が目的とされた 22。

ザンビア特別教育プログラムの運営においては、

SMATEC は JICA 青年海外協力隊事務局等と

連絡を取りつつ、学生のザンビア派遣にかかる

調整・支援の役割を担った（加藤・馬場 2010）23。 
他方で在学生の構成に目を向けると、日本に

おける若年層の減少、アジア地域等における高

等教育ニーズの高まり等の日本国内外の環境の

変化をうけ、国際協力研究科・教育文化講座の

在学生に占める留学生の割合は増加していった。

1998 年時点での教育文化講座在学生 100 名の

うち留学生数は 35 名であったが、2008 年時点

では在学生 99 名のうち留学生数は 54 名となっ

た。また、2008 年には日本政府が「留学生 30 万

人計画」を発表した後、日本への留学生数が拡

大する中、2018 年には教育文化講座の在学生

149 名のうち 102 名を留学生が占めるようにな

る。

（２）ザンビアにおける教育開発関係者との連携

強化

ザンビア特別教育プログラムの開始から 5 年

が経過した 2007 年には、同年以降の学生の協

力隊員派遣にかかる構想の検討のため、馬場准

教授はプログラムの修了生である内田豊海氏と

ともにザンビアに出張し、以下の提言を行った

（馬場・内田 2007）。ザンビアに派遣される学生

の隊員活動と、ザンビア大学や、ザンビア教育省、

JICA 専門家及び他の教育分野の協力隊員の活

動との連携を図ることにより、ザンビアにおける

教育開発の取組みの進展を図ることが意図され

た（次ページ図 3）。 

① ザンビア特別教育プログラムの隊員とザンビ

ア大学との連携強化

ザンビア特別教育プログラム開始当初、広島

大学とザンビア大学との間で学生の隊員活動支

援等にかかる覚書が交わされた。同協定に基づ

き、2005 年度にはザンビア大学の Nkhata 
Bentry 講師を広島大学に招聘、2006 年度には

同大学の Christopher Haambokoma 講師を外

国人研究員（客員教授）として招聘していた 24。さ

らにザンビア大学との連携を強化することにより、

ザンビア教育界への広範な情報発信や働きかけ

を行う。
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② ザンビア特別教育プログラムの隊員と JICA
技術協力プロジェクトとの連携強化

JICA は、ザンビア中央州において技術協力プ

ロジェクト「理科研究授業支援プロジェクト」

（2005 年 10 月～2007 年 10 月）を実施していた

が、プロジェクト活動の進展をうけ、2007 年 9 月

当時、授業研究活動の他州への展開を支援する

次フェーズの検討がなされていた 25。同プロジェ

クト次フェーズにおいては、ザンビア特別教育プ

ログラムのもとで派遣される協力隊員（学生）とプ

ロジェクトの活動との連携を図る。両者の連携に

より、プロジェクトにとってはプロジェクト活動の質

の向上や面的展開、学生にとっては国際協力の

実践の学習という形で、双方にメリットが得られる。

③ ザンビア特別教育プログラムの隊員と教育

分野の他の協力隊員との連携強化

ザンビア特別教育プログラムの学生（協力隊

員）と、教育分野の他の協力隊員との情報共有

や連携の強化を図る。両者の連携により、相互

に学習の機会が得られる。

④ 合同ワークショップの開催

上記①～③の連携の強化を図るとともに、ザ

ンビア教育省関係者への働きかけの場として、

ザンビア大学と広島大学との合同ワークショップ

を定期的に開催することが、馬場・内田（2007）
により提言された。ザンビア教育省は、カリキュラ

ム 開 発 セン ター （ Curriculum Development
Center: CDC ） 、試験委員会 （ Examination
Council of Zambia: ECZ）、州や県等、様々なア

クターからなっていたが、2007 年当時、それら関

係者間の関係が希薄であった（馬場・内田

2007）。合同ワークショップを通じ、教育省関係

者間の連携を強化することにより、ザンビアにお

ける教育開発の取組みの進展を図る。

図 3. ザンビア特別教育プログラムの展開イメージ（加藤・馬場 2010） 
図注： 図中の SMASTE は、Strengthening of Mathematics, Science and Technology Education の

略称。ザンビア理数科の教科別教師会の名称（国際協力機構人間開発部 2010）。図中のSMASTEは

JICA が実施中であった技術協力プロジェクトの略称。 
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（２）合同ワークショップの開始と継続

2007 年 8 月の馬場准教授及び内田豊海氏の

ザンビア出張期間中、試行的にザンビア大学と

広島大学による合同ワークショップが現地で開催

された。合同ワークショップでは、ザンビア特別教

育プログラムの学生 4 名による研究発表、広島

大学とザンビア大学教育学部との共同研究の発

表の他、特別講義が実施された。合同ワークショ

ップは 100 名を越える教育省関係者の参加があ

り、盛況のうちに幕を閉じた（馬場・内田 2007）。
合同ワークショップ後の広島大学、ザンビア大学

教育学部及び JICA ザンビア事務所間の協議の

結果、次年度以降の合同ワークショップ実施継

続が確認された（馬場・内田 2007）。
2008 年 4 月には、理科教育を専門とする清水

欽也准教授（当時）が教育学研究科から国際協

力研究科に所属を移し、ザンビア特別教育プロ

グラムの学生の指導にあたった。ザンビア特別

教育プログラムの指導教員は例年 8 月、派遣中

の学生を含む協力隊員の指導のためザンビアに

出張していたが、2008 年以降、主に池田教授、

馬場教授、清水准教授が交代する形で現地に出

張し、合同ワークショップが継続的に開催された。

例年、指導教員の出張に先立ち、合同ワークショ

ップの準備が現地でなされたが、日本側はザン

ビア特別教育プログラムの学生が中心となって、

他の協力隊員とともに準備にあたった。合同ワー

クショップにおける発表者数及びの属性の実績を

まとめた第 1 章の表 3（報告書 4 ページ）の示す

とおりであり、ザンビア特別教育プログラムの学

生は同ワークショップで例年研究発表を行ってき

ている。また、2015 年以降は、近隣国（マラウィ）

からの参加も見られる。持続性の観点から合同

ワークショップの開催にかかる現地経費はザンビ

ア大学が対応し、2015 年度以降は参加者も食

事代等の費用を負担の形式が取られてきている。

上記の合同ワークショップの取組みに並行し、

プログラム修了生及び JICA 技術協力プロジェク

トがイニシアティブを取り、2014 年頃にザンビア

教育省により Zambia Journal of Teacher

Professional Growth の発行が始められた。ザン

ビア大学の教員等の執筆した論文の他、ザンビ

ア特別教育プログラムの指導教員や学生、修了

生が研究成果をとりまとめた論文も同ジャーナル

に掲載されてきている。

（３）プログラム発展期における学生の派遣実績

及び隊員活動

ザンビアは、2000 年代に入って国際銅価格の

上昇等を背景として安定した経済成長を遂げ、

2011 年には世界銀行の所得分類における低所

得国から低中所得国に引き上げられた（外務省

2012）。また、2000 年代半ばには、HIV/AIDS に

対する抗レトロウィルス薬治療の世界的拡大をう

け、ザンビアにおいても同治療が導入されたこと

等を背景とし、HIV/AIDS による死者が減少して

いった。ザンビアにおける HIV/AIDS による年間

死亡者数は、2003 年の年間約 76,000 名から、

2013年には年間28,000名となった（UNAIDSウ

ェブサイト）。

1996 年の教育制度改革において従来の初等

教育 7 年間及び中等教育 5 年間であった教育制

度が基礎教育 9 年間及び中等教育 3 年間に変

更され、従来 7 年制であった初等学校は 9 年制

からなるベーシック・スクールに順次移行された

が、2011 年には新政権（愛国戦線党）の政策の

もと当初の初等教育 7 年間及び中等教育 5年間

に再度改訂された。教育制度の改革に伴い、ベ

ーシック・スクールは中等学校に移行されていっ

た。中等学校への移行に伴い、学生の派遣先の

中では教員や教室数の不足の問題が見られた。

「配属先のルコンバ中等学校は昨年までは基

礎学校であったが、今年から中等学校に変わ
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り新たに grade10 から grade12（高校 1 年生

から高校 3 年生）の生徒が加わり生徒数がと

ても多い。教師と教室の数が不足しており、午

前に中等の授業、午後に初等の授業と授業を

分けて実施している。」（国際協力機構青年海

外協力隊 益子隊員報告書 1号（2013年）より

引用。）

また、学生の派遣先の中には高校から中等学

校に移行するケースや（国際協力機構青年海外

協力隊 竹内隊員報告書 1 号（2012 年））、ベー

シック・スクールの初等の学生を他校に移す措置

がとられた場合もあった（国際協力機構青年海外

協力隊 樺島隊員報告書 1 号（2013 年））。2011
年の教育制度改革の後、学生は中等学校に派

遣され、主に配属先の教員として数学・理科の授

業を担当した。学生は配属先からの要請及び配

属先との協議により担当する学年・科目を決定し

たが、配属先の位置づけがベーシック・スクール

から中等学校に移行したことに伴って、担当しう

る学年が従来の第 8 学年及び第 9 学年から、第

8 学年から第 12 学年に広がった。 
ザンビアでは、第 9 学年から第 10学年への進

級において国家試験の合格が必要とされること

から、その合格率の向上、そのための学力向上

が配属先から学生への期待・要望として挙げら

れた。

「ザンビアでは教育省により中間試験および期

末試験に化学、物理、生物の実技試験を行う

ことが推奨されている。また 12 年生の最終国

家試験においても化学、物理専門クラスでは

教育省が作成する実技試験を受けなければな

らない。しかし生徒のこれまでの実技試験の結

果はよくない。そこで配属先の教科主任から実

技試験対策の指導と、対策、中間、期末試験

の実技試験作成を要請されている。」（国際協

力機構青年海外協力隊 渡辺隊員報告書 1 号

（2014 年）より引用。） 

「国家試験の合格率が総合して 46%、数学が

62%、理科が 31%という結果からもわかるよう

に、本校の学習到達度の低さが課題となって

いる。そこで、ボランティアに対しては、その学

力の底上げが求められている。」（国際協力機

構青年海外協力隊 高木隊員報告書 1 号

（2016 年）より引用。） 

学生は、JICA により実施されていた技術協力

プロジェクトのもとでの授業研究の普及を背景と

し、配属先のベーシック・スクールまたは中等学

校における授業研究活動に参画するようになっ

ていった。

「授業研究に関する課題として、ザンビアで指

導されている授業研究サイクルの一つである

「取り組むべき課題を設定する」という項目を、

教えるのが難しい単元を選ぶことのみを意味

するものであるとの誤解がある。2 年間の授業

研究の実践においてすべての単元で授業研

究を行ったのでもう問題はないとの考えである。

（中略）郡の教育事務所及びリソースセンター

長とこの問題について話し合ったが、彼らはこ

の事態を重く見ており、授業研究の再活性化

に向け、リソースセンター長とカウンターパート

を中心に課題認識のため定期的に話し合った

ところ、彼らから「質の向上」という次の目標が

出てきた。具体的には授業に活動を取り入れ

ることをゴールとするのではなく、生徒に考えさ

せる授業ができるかを問おうとするものであ

る。」（国際協力機構青年海外協力隊 山田隊

員報告書 3 号（2009 年））26 

「私の配属先では SMASTE プロジェクトの関

係で、ワークショップや授業研究が定期的に行

われている。しかし、そのプロジェクトに対する
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教師の理解が十分ではなく、その有効性が十

分に伝わってこない。そこで、配属先としては

私がそのファシリテータ―的な存在で、積極的

に関わってほしいと考えている。それに対して、

私も期待に答えていけたらよいと思っている。」

（国際協力機構青年海外協力隊 中里隊員報

告書 2 号（2010 年）） 

学生は、配属先における担当学年の数学や理

科の授業を担当し、例年の合同ワークショップの

開催準備にあたりながら、配属先の学校におけ

る授業研究活動の実施やその質の向上に尽力

した（国際協力機構青年海外協力隊 山中隊員

報告書5号（2013年）、東隊員報告書4号（2015
年）、髙木隊員報告書 5号（2017年）等の隊員報

告書）。JICA は、技術協力プロジェクトを通じ、専

門家の教育省への派遣等により授業研究の普

及を支援したが、学生は学校レベルに派遣され

ることにより、配属先における授業研究の課題を

特定し、その充実に取り組んだ。教育省に派遣さ

れる JICA 専門家と、学校レベルに派遣される青

年海外協力隊の活動は相互補完的なものであっ

たと言えよう。

2022 年 2 月現在までに計 39 名の学生が青

年海外協力隊員として派遣され（派遣中含む。た

だしプログラム修了後の短期派遣を除く。）、配属

先及びザンビアにおける教育の質向上のため

様々な活動を実践してきている。

（４）ザンビア特別教育プログラムを起点としたザ

ンビアの教育開発への貢献

（ア）JICA 技術協力プロジェクトとの連携を通じた

相乗効果

ザンビア大学との合同ワークショップは、ザン

ビアに派遣される学生と、ザンビア教育省やザン

ビア大学、JICA 専門家を含む技術協力プロジェ

クト、教育分野の他の隊員の活動との連携強化

を意図して開始されたが、合同ワークショップの

開催を通じ、学生を指導する教員と、それらアク

ターとの関係が構築・強化されていった。2008 年

2 月には技術協力プロジェクト「SMASTE 授業研

究支援プロジェクト・フェーズ 2」（2008 年～2010
年）が開始されていたが、同プロジェクトの本邦

研修が JICA からの委託を受けて国際協力研究

科により 2009 年 12 月に実施された。ザンビア

教育省特別支援・教師教育局長等が同研修に参

加し、本邦滞在中にザンビア教育省、ザンビア大

学、広島大学間の連携についての協議が行われ

た（国際協力研究科「JICA ザンビア教育支援に

おける広島大学 IDEC の役割と貢献」）。 
2010 年には上記プロジェクトの本邦研修「理

数科カリキュラム改訂支援」が、国際協力研究科

により実施されたが、同研修に参加した帰国研

修員（教育省カリキュラム局カリキュラム・スペシ

ャリスト）等が中心となって 2012 年 11 月までに

ザンビアで第 1 学年から第 12 学年の算数・数学

及び理科シラバス改訂案が作成された（齋藤

2013）。ザンビア教育省による理数科カリキュラ

ム改訂の進展をうけ、2013 年 4 月、池田教授及

び馬場教授は JICA専門家としてザンビアに出張

してカリキュラム作成支援にあたり、同年カリキュ

ラムはザンビア教育省により正式に採択された

27。 
2011 年には、授業研究の全国展開を目的とし

た技術協力プロジェクト「授業実践能力強化プロ

ジェクト」（2011年～2015年）が開始されていた。

同プロジェクトにおいて授業研究を支えるコアテ

クニカルチームの養成（教材研究の実践強化等）

のため、JICA からの委託を受けて国際協力研究

科は、2012 年から 2015 年にかけて本邦研修を

実施した（国際協力機構人間開発部 2016）。ザ
ンビア特別教育プログラムの修了生は、同研修

における講師を務めた。また、ザンビア特別教育

プログラムの修了生は、上記プロジェクトの専門



20 

家としてザンビアに派遣され、プログラムにおけ

る人材育成が技術協力プロジェクトを介して、ザ

ンビアの教育開発に寄与した事例が見られ始め

る 28。 
数次にわたる技術協力プロジェクトのもと、ザ

ンビア教育省のイニシアティブにより授業研究活

動は、ザンビア全国に普及され、同事例は 2014
年及び 2015 年の世界授業研究大会（World
Association for Lesson Study）において取り上

げられて国際的な注目度を高め、2015 年には経

済開発協力機構（OECD）の開発援助委員会

（DAC）賞ファイナリストとして入賞し、2016 年に

は米国ブルッキングス研究所により世界の教育

開発の優良事例として取り上げられた（Jung et 
al. 2016）29。2007 年に始められた合同ワークシ

ョップを契機とし、ザンビア特別教育プログラムの

もとで協力隊員として派遣される学生を指導する

教員と、ザンビア教育開発を担う様々なアクター

との関係が構築され、さらに技術協力プロジェク

トの活動の進展との相乗効果を通じ、ザンビアの

教育開発に大きく貢献するに至った。

（イ）ザンビアからの留学生受入

ザンビア特別教育プログラムの実施と並行し、

ザンビアから留学生（修士課程）の受入を行い、

修士号取得者のうち、ザンビア大学若手研究者

であった Nachiyunde Kabunga 氏（2010 年修士

号取得）は国際協力研究科の博士課程に進学し、

博士号を取得した。Benson Banda 氏は、技術

協力プロジェクト「授業研究支援プロジェクト・フェ

ーズ 2」の活動に中央州の指導主事として携わっ

た後、2008年への教育本省に異動を経て、JICA
長期研修制度により日本に留学し、国際協力研

究科で 2011 年修士号を取得した。ザンビアに帰

国後、Banda 氏は、理数科の教材研究に特化し

た作業を行うため教材研究チーム（KK チーム）を

形成し、授業研究の普及に取り組んだ 30。また、

Banda 氏は、現在ザンビア教育省国立科学セン

ター長を務めており、長年にわたるザンビアでの

教育開発の功績により、2020 年に JICA 理事長

表彰を受賞した。

（ウ）JICA プロジェクト研究「初等算数課題分析」

2017 年から 2021 年にかけ、馬場教授が中心

となり、JICA プロジェクト研究「初等算数課題分

析」が実施された。同プロジェクト研究では、ザン

ビアの子ども（初等 1 年生～4 年生）の基礎的算

数能力を同定する評価ツールの開発のための調

査研究が行われた（馬場ほか 2021）。馬場教授

は、ザンビアをフィールドとして様々な研究を行う

中で、ザンビアの子ども達の算数の低学力の状

況を目の当たりにしており、その課題認識が上記

のプロジェクト研究に携わることの背景としてあっ

た。

ザンビアにおける現地調査は、ザンビア大学

の協力により実施されたが、ザンビア側で同調査

の中核を担ったのは、2016年度に広島大学で外

国人研究員（客員教授）を務めた Nkhata Bentry
氏とその指導学生であった。日本側では、ザンビ

ア特別教育プログラムの修了後、研究者となって

いる者が同プロジェクト研究に参画した。

2020 年以降の新型コロナの感染拡大の影響

はあったものの、ザンビア側関係者の協力のもと、

ザンビアにおける実践を通じてデータが収集され、

データ分析結果をもとに評価ツールが開発され

た。評価ツールは、基礎的算数能力（コンピテン

ス）を 6 つの副コンピテンスに分け、各副コンピテ

ンスに応じたタスクを設定しており、評価者は子

どもと 1 対 1 の形式で評価を行うものである（馬

場ほか 2021）。評価者は、子どもにタスクを実

行させる過程を観察し、その結果をもとに子ども

の各副コンピテンスの評価を行う。プロジェクト研

究では、各副コンピテンスの評価結果に対応した

学習教材（ワークショップ）が開発された。
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ザンビア特別教育プログラムを通じ、教科教育

を専門とする研究者が養成されるとともに、広

島大学とザンビア大学の教員間との関係が構築

され、JICA 事業を通じてザンビアの教育開発へ

の貢献が重ねられてきた。上記プロジェクト研究

は、①プログラムを修了して研究者となった人材、

②広島大学とザンビア大学の教員間の協力関係、

③JICA 事業を通じて得られたザンビアの教育開

発の知見という、3 つのアセットが有機的に組み

合わさる形で実施され、ザンビアの教育開発へ

の知的貢献が図られた事例と言える。ザンビアと

日本の本プロジェクト研究の中心となって調査研

究にあたった馬場教授は、長年のJICA事業を通

じた教育開発への貢献により、2020 年に JICA
理事長表彰を受賞した。

（５）新研究科におけるザンビア特別教育プログ

ラムの運営

2020 年 4 月、広島大学の大学院改組に伴い、

国際教育開発プログラムが旧国際協力研究科・

教育文化講座の教育開発コースをもとに、人間

社会科学研究科に新たに設けられた。ザンビア

特別教育プログラムは、国際教育開発プログラ

ムにより運営されている。ザンビア特別教育プロ

グラムが 2002 年に開始され、20 年が経過する

中で、日本社会や国際社会は大きく変容してきて

いる。また、2020 年に生じた新型コロナウィルス

の感染拡大は、国際協力のあり方に大きな影響

を与えてきている。かかる環境の変化のもと、青

年海外協力隊派遣を組み入れた教育プログラム

の価値や可能性を常に問い直し、時代にあった

取り組みを進めていくことが求められよう。
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1  ザンビア特別教育プログラムは、開始時のプログラ

ム名称は「広島大学大学院国際協力研究科（IDEC）と

国際協力事業団（JICA）青年海外協力隊派遣事業

（JOCV）とによる連携プログラム」（中山ほか 2003）で
あったが、後にザンビア特別教育プログラムと一般的

に呼ばれるようになったことから、本章では「ザンビア特

別教育プログラム」をプログラム名称として用いる。
2 JICAとの連携教育プログラムの検討開始段階では、

学生の派遣国等のプログラムの詳細や名称は定まっ

ていなかったことから、2002 年 4 月のプログラム開始

までの構想・準備期においては、「連携教育プログラム」

と呼ぶ。

中山名誉教授の回想記録及び中山ほか（2003）によ

れば、中山研究科長の前任である山下研究科長から

JICA に対し、連携教育プログラムについての検討の打

診が行われ、1998 年 2 月に中山研究科長が山下研究

科長の意思を引き継いで同様に JICAへの打診が行わ

れた。本章では、連携教育プログラムにかかる検討が

JICA と広島大学間で本格的に開始された 1999 年以

降を取り上げる。
3  インタビュー対象者は、池田秀雄名誉教授（2021 年

7 月 30 日、8 月 23 日）、岩崎秀樹名誉教授（2021 年

9 月 4 日）、大田孝治氏（2021 年 9 月 9 日）、馬場卓也

教授（2021 年 9 月 13 日）、駒澤彰夫氏（2021 年 9 月

13日）。中山修一名誉教授からは、「ザンビア・プログラ

ム誕生の道のり」と題した回顧記録をお寄せいただい

た。また、ザンビア特別教育プログラムの構想準備過

程にかかる主要な資料として、中山ほか（2003）がある。

中山ほか（2003）には、資料 5 として広島大学大学院・

国際協力研究科・JICA 連携特別教育プログラム設置

計画書及び同各種添付資料が収録されている。本章で

は、同資料を、中山ほか（2003）資料 5 として参照する。 
4 教育文化講座設置の背景として、UNESCO アジア・

太平洋地域中央事務所の推進する、アジア・太平洋地

域教育開発計画（APEID）の一環として、日本国内の

協力機関として万人のための教育にかかるセミナーを

継続して開催してきたことがある。
5  中山ほか（2003）及び中山名誉教授の回想記録によ

れば、中山教授（当時）は、国際協力研究科長としての

着任に先立って 1998 年 2 月、JICA 青年海外協力隊

事業との連携の可能性について JICA 中国に対する検

討依頼を行った。中山名誉教授の回想記録によれば、

中山名誉教授による構想当初から教育文化講座教育

開発コースにおいて、連携教育プログラムを開設するこ

とが意図された。

https://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/zambia
https://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/zambia
https://data.worldbank.org/indicator/
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6 JICA 中国は、中国地方における JICA 事業の拠点

として東広島市に 1997 年に開設されていた。 
7 中山名誉教授の回想記録に基づく。 
8 中山名誉教授の回想記録に基づく。 
9 駒沢氏への聞き取り調査に基づく。 
10  大田孝治氏への聞き取り調査によれば、派遣候補

国の選定において青年海外協力隊事務局から各 JICA
在外事務所に対し、要望調査が行われた。
11 駒沢氏及び大田氏への聞き取り調査に基づく。
12 岩崎名誉教授への聞き取り調査に基づく。
13 ザンビア特別教育プログラムは、博士課程も開設当

初から対象としていた（中山ほか 2003）。 
14 中山名誉教授の回想記録に基づく。
15 2001 年の協定書はその期間を 5 年間とし、更新さ

れてきており、直近では 2019 年に更新されてきている。

なお、2010 年には、JICA と広島大学との間で包括的

な連携協定が交わされている。
16 池田名誉教授及び馬場教授への聞き取り調査に基

づく。
17  当時の HIV/AIDS の状況について、JICA により

2000 年にまとめられた『南部アフリカ援助研究会報告

書』において以下のとおり述べられている。「現在、ザン

ビアにおける 15-49 才人口の HIV 感染率は 20%と推

計されている。一般のザンビア国民にアクセス可能な

化学療法が実質的に存在しない現状において、これは

成人人口の 5 人に 1 人が今後 10 年の間に確実に死

亡することを意味している。」（内田・瀧澤 2000） 
18  HIV/AIDS の教育セクターへの影響について、『南

部アフリカ援助研究会報告書』では以下のとおり述べら

れている。「HIV/AIDS の問題は、適切な教育計画を策

定する上で避けて通れない。需要の減少、孤児への対

応、カリキュラムの修正など、AIDS の流行している地

域での学校教育には、そうでない地域のそれとは異な

った役割が付加される。年間の新規教員養成数の

2000 人に相当する 1,500 人の現職教員が死亡してお

り、教員養成計画にも少なくない影響を与えている。」

（澤村 2000） 
19 岩崎名誉教授への聞き取り調査、池田名誉教授及

び馬場教授への聞き取り調査に基づく。
20  長期履修制度は、職業を有し、かつ就業している者

で学修時間の確保が著しく困難である者等に対し、修

士課程 4 年、博士課程 6 年を最長年限とし、標準修業

年限分の授業料の総額を分割して支払うことが認めら

れる制度。
21  実際の導入時期は不明であるが、ザンビア特別教

育プログラムの修了生の休学期間の記録から、2005
年 4 月入学者から導入されたと考えられる。 
22 広島大学ウェブサイト https://www.hiroshima-
u.ac.jp/prc/procen_kokusairisu 
23 SMATEC の設立に先立ち、加藤雅春氏が 2007 年
から研究員としてザンビア特別教育プログラムの運営

を支援。同氏は、SMATEC の設立後、同センターの国

際協力コーディネーターとして引き続きプログラムの運

営を支援した。
24 2007 年度に Nkhata Bentry 講師を広島大学に再度
招聘し、2016 年には外国人研究員（客員教授）として

招聘した。
25  理科研究授業支援プロジェクトの次フェーズは、

「SMASTE 授業研究支援プロジェクト・フェーズ 2」とい

う名称で 2008 年 2 月に開始された。 
26  ザンビアにおける授業研究は、1. 課題の選出
（Defining problem or challenge）、2. 共同で授業案を

作成（Collaboratively planning the lesson）、3. 研究

授業を実施（Implementing demo-lesson）、4. 反省会

の実施（Discuss lesson and reflect on its effect）、5. 
改善した指導案を作成（Revise the lesson）、6. 研究

授業を再度実施（Teach the revised lesson）、7. 反省

会の実施（Discuss the lesson and reflect again）、8. 
まとめと記録（Reflections complied and shared）、と
いうサイクル（Ministry of Education in Zambia 2007）
（各ステップの和訳は JICA 2010 による）。 
27  採択されたカリキュラムには、広島大学の協力をも
とにカリキュラムが策定されたことについて、次のとおり

記載されている。 “We pay special tribute to co-
operating partners especially JICA in conjunction 
with Hiroshima University and UNICEF for rendering 
financial and technical support in the production of 
the syllabus.” (Ministry of Education, Science, 
Vocational Training and Early Education 2013) 
28  例えば、松原憲治研究員（国立教育政策研究所）

（ザンビア特別教育プログラムを 2005 年 3 月に修了）
は、2013 年の国別研修の講師を務めた。 
29 OECD の DAC 賞は、開発課題への対処のため、体
系的かつ戦略的にイノベーションの支援・活用・スケー
ルアップを図った事例に対して授与された。
30  教材研究チームは、教材研究のローマ字表記

Kyozai-Kenkyu の頭文字をとって KK チームと呼ばれ

る（国際協力機構人間開発部 2010）。

https://www.hiroshima-u.ac.jp/prc/procen_kokusairisu
https://www.hiroshima-u.ac.jp/prc/procen_kokusairisu
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第 3章 ザンビア特別教育プログラム修了後のキャリアへのプログラムの影響 

ザンビア特別教育プログラムの開始から 20年

が経過したが、各修了生のキャリアにおいて、プ

ログラムはどのような影響を与えているのであろ

うか。馬場・下田（2015）は、ザンビア特別教育プ

ログラム修了生に対するアンケート調査を通じ、

プログラム修了生のキャリア 4類型（国際協力実

践者型、研究者型、学校教員型、民間就職者型）

を提示した1。本章では、修了生へのアンケート調

査を通じ、ザンビア特別教育プログラム修了生の

キャリア動向等を示すとともに、修了生 8 名を対

象としたインタビュー調査を通じ、プログラムが修

了生のキャリアに与えた影響について考察する2。 

キャリアとは、「人が、生涯の中で様々な役割

を果たす過程で、自らの役割の価値や自分と役

割との関係を見出していく連なりや積み重ね」と

広く定義されるが（中央教育審議会 2011 年）、

本章では職業・仕事の側面に焦点をあてる。上

記のキャリアの定義における、「連なりや積み重

ね」という表現の示すとおり、キャリアは特定の時

点における、ある仕事を指すのではなく、「関連し

た職務の連鎖」（厚生労働省 2002 年）という意

味合いを有する。また、人々の職業の選択や

日々の仕事においては、各個人の価値観が作用

すると考えられる（中央教育審議会 2011 年）。

本章では、プログラム修了生の職業・仕事、価値

観や考え方に対する、プログラムの影響を考察

する。 

本章の第 1 節では、修了生に対するアンケー

ト及びインタビュー調査の実施方法について述べ

る。第 2節では、アンケート調査結果をもとに、修

了生のキャリア動向、プログラムを通じて得られ

た専門的知識・技能、プログラムのキャリアへの

影響について概観する。第 3 節では、インタビュ

ー対象者からの聞き取り結果をもとに、プログラ

ムを通じて学生に培われ、その後のキャリアに影

響を与えたと考えられる能力として、幅広い視野

や、比較を通じて実践・研究の対象を相対化して

とらえる視点、研究と実践の往還を通じて考察を

深める力を提示する。続いて、プログラム修了後

のキャリアへの短期的、長期的影響について考

察する。短期的影響として、修了生のキャリア選

択、修了生のキャリアスタートへの影響が挙げら

れる。また、長期的影響として、修了生の職業・

仕事における価値観、考え方や、キャリアの発展

への影響が挙げられる。 

本章第 3 節では、修了生のキャリアへのプロ

グラムの影響についてインタビュー記録をもとに

考察するが、インタビューで語られた修了生の認

識は主観的なものであり、修了生の職業選択や

日々の仕事、価値観等へのプログラムの影響を

客観的に示すものではない。また、修了生の教

育から職業・仕事の連なりや積み重ねにおいて、

ザンビア特別教育プログラムは一つの段階であ

り、プログラムの影響のみを抽出することは容易

ではない。他方で、キャリアは、前述の中央教育

審議会の定義の示唆するとおり主観的なもので

もあり、個人が自身のキャリアにおける過去の歩

みがどのような意味を現在のキャリアに対して持

つと考えるかは、キャリア形成において重要であ

る（金井 2002）。また、プログラム修了後のキャ

リア選択やキャリアのスタートにおける第一歩、

プログラムにおいて培われた価値観は、修了生

のその後のキャリアに大きな影響を与える。本章

第 3 節は、修了生のキャリアにおけるプログラム

の影響について修了生の内省を通じて得られた

回答をもとに、プログラムのキャリアへの影響を

読み解くものである。 
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1. 調査の方法3

（1）アンケート調査

修了生に対するアンケート調査は匿名性を担

保するためウェブサイトへの記入形式（回答者の

意向によりメールによる返信可）にて実施するこ

ととし、修了生 34 名中、連絡可能な 33 名に

2021年 9月に送付し、同月末までに 26名（回答

率 78.8%）から回答が得られた。アンケートにお

ける質問項目は本章末の資料 1のとおりであり、

またアンケート回答者の属性は表 7に示すとおり

である。 

（2）インタビュー調査 

インタビュー対象者は、馬場・下田（2015）の

提示した修了生のキャリア 4 類型（研究者型、国

際協力実践者型、学校教員型、民間就職者型）

をもとに、各キャリア類型から 2 名計 8 名を選定

表 7. アンケート回答者の属性 

項目 回答結果 

性別 女性：9名、男性：16名、無回答：1名 

年齢 ～29歳：4名、30～39歳：14名、40～49歳：7名 

IDEC修了年 ～2009年：5名、2010～2015年：13名、2016～2021年：8名 

プログラム参加前の学歴 教育系学部：10名、理工系学部：9名、人文系学部：2名、教育学研究科修士

課程：1名、商学部：1名、教養学部：1名、国際系学部：1名、総合科学部 1名 

プログラム参加前の経歴 学部卒：19名、教員：2名、教員・協力隊：2名、教員・協力隊・社会人：1名、社

会人・協力隊：1名、協力隊：1名 

表 8. インタビュー対象者一覧 

キャリア類型 性別 プロフィール 

A氏 研究者型 男性 日本の中学校、高校で教員として勤務後、広島大学大学院国際協力

研究科（IDEC）に入学。博士号取得後、教育研究機関にて研究者とし

て勤務。 

B氏 研究者型 女性 他大学の修士課程在学中にイギリスに留学。修士課程修了後、日本

の高校で教員として勤務した後、IDECに入学。博士号取得後、大学に

て教員として勤務。 

C氏 国際協力実践者

型 

女性 日本の高校で教員として勤めた後、民間企業での勤務を経て IDEC に

入学し、ザンビア特別教育プログラムに参加。プログラム修了後、JICA

ジュニア専門員等を経て、教育分野の開発コンサルタントとして活動。 

D氏 国際協力実践者

型 

男性 文学部卒業後、IDEC に入学。ザンビア特別教育プログラム修了後、

JICA人間開発部等における業務や JICA専門家として活動。 

E氏 学校教員型 男性 理工学部卒業後、広島大学大学院国際協力研究科（IDEC）に入学。

ザンビア特別教育プログラム修了後、特別支援学校や高校での勤務を

経て中等教育学校の国際バカロレアディプロマコースで数学を指導。 

F氏 学校教員型 男性 総合科学部卒業後、広島大学大学院国際協力研究科（IDEC）に入

学。ザンビア特別教育プログラム修了後、高等学校、中等教育学校で

勤務。国際バカロレア・プログラムのコーディネーターを務める。 

G氏 民間就職者型 女性 教育人間科学部卒業後、IDEC に入学。ザンビア特別教育プログラム

修了後、日本の民間企業（製造業）に勤務。 

H氏 民間就職者型 男性 史学部在学中にドイツに留学し、学部卒業後、IDEC 入学。ザンビア特

別教育プログラム修了後、日本の民間企業（製造業）に勤務。 
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した。インタビュー対象者のプロフィールは表 8に

示すとおりである。 

インタビューは、対象者毎にオンラインにて

2021 年 10 月に実施した。インタビューにおける

主な質問項目は下記のとおりであり、インタビュ

ー実施前日までに質問項目を予め対象者に送付

し、可能な範囲で書面による事前回答を求めた。

インタビューは、対象者からの事前回答や提出さ

れたアンケート結果をもとにしつつ、対象者の回

答に応じて追加質問や質問の順序を変更する半

構造化インタビューにより、聞き手を株式会社

WAVEに委託して実施した。 

インタビューにおける質問項目4

① ザンビア特別教育プログラムに参加することで

得られたものを、次にあげるカテゴリーの観点

からお教えください。［専門的知識（数学教育の

知識等）、技能（英語能力、プレゼン能力等）、

価値観（開発途上国の人と共同する等）、その

他］

② プログラム修了後の現在までのキャリアを時系

列でお教えください。もしも転職、異動されてい

る場合は、会社・機関・職場ごと（以下、「段階」

と呼ぶ）に区切ってご説明ください。

③ 各段階における活動や転職・異動において、上

記の①であげられた点を含め、ザンビア特別教

育プログラムへの参加が影響を与えたと思わ

れる事例等があればお教えください。

2. ザンビア特別教育プログラム修了生のキャ

リアの動向等

本節では、修了生に対するアンケート結果をも

とに、修了後のキャリアの動向、プログラムにより

得られた専門的知識・技能、プログラムのキャリ

アへの影響について概観する。なお、本節でとり

あげる項目以外のアンケート結果については、

本章末の資料 2を参照のこと。 

（１）修了後のキャリアの動向

馬場・下田（2015）のキャリア類型をもとに、ア

ンケートに回答したプログラム修了生 26 名を分

類し、各類型における職業・所属をまとめると表 9

に示すとおりである。各類型における回答者数は、

4 類型の中では学校教員型が最も多く、続いて

民間就職型、研究者型、国際協力実践者型の順

である。 

（２）プログラムにより得られた専門的知識・技能

アンケート回答者 26 名のうち 24 名（92.3%）

が、プログラム参加を通じ、専門的知識や技能を

得られたと回答した。アンケート回答者により挙

げられた専門的知識・技能を、回答者のキャリア

類型にそって整理すると次頁の表 10 のとおりで

ある。民間就職者型を含めてキャリア類型に共

通して国際協力や理数科教育にかかる知識やス

表 9. プログラム修了生のキャリアの動向 

キャリア類型 該当者数 アンケートに記入された職業・所属先

国際協力実践者

型 

4 名（うち

女性 2名） 

コンサルタント（2名）、JICA（1名）、個人事業(1名)

研究者型 5 名（うち

女性 1名） 

大学教員（4名）、国立研究所（1名） 

学校教員型 10 名（うち

女性 3名） 

小学校教員（1名）、中学校教員（2名）、高等学校教員（5名）、教員（2名、

アンケートにおいて教育段階の区別の記載無し）

民間就職者型 7 名（うち

女性 3名） 

教育系民間企業（3 名）、製造業（2 名）、商社（1 名）、ソフトウェア企業（1

名） 
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キルがあげられている一方、類型別では国際協

力実践者型において、人脈やネットワークといっ

た人間関係の側面、現地の状況をもとに活動を

組み立てて展開する対処能力、学校教員型にお

いて、開発途上国における教育実践の経験等が

挙げられている。また、研究者型では、開発途上

国の教育課題にかかる理解や、研究の方法や研

究者としての姿勢が挙げられている。 

表 10. 修了生のあげるプログラムを通じて得られた知識・技能 

キャリア類型 アンケートで回答者からあげられた知識・技能（順不同）

国際協力実践者型 ・ 教育分野の国際協力の実務者として持つべき最低限の知識

・ 教育開発の専門知識及び社会調査力

・ 政府機関や多様な関係者と連携した研修会/ワークショップなどの企画、運営能力

・ C/P との関係性の構築の仕方

・ 国際協力に携わる方々との人脈

・ ネットワーク

・ 多様性の尊重、現地の状況把握力

・ 現地の人々のニーズに合わせながら物事を進めていく力

・ 現地の生活に適応していく柔軟性

・ 生活環境の厳しい現場で任務を行う体力

・ 途上国で生活する基礎的なスキル

・ なんとかする力

・ 具体化と抽象化する力

・ 現場の実際の課題に対して当事者として携わった経験

・ 現場の課題を研究的な観点からみる視点

・ 理論的な背景をもとに、現地での授業を繰り返し行うことで、専門分野における実践

の経歴を加えることができた。

・ 語学力

学校教員型 ・ 途上国での教員経験

・ 途上国の実際の教育現場での経験、英語で数学を教える力。

・ 第二言語による授業や文化的な背景から、学習の理解が難しくなっていること。

・ 教育に関する事、学びを深める方法全般。

・ 数学教育に関する事

・ 数学教育の変遷と展望への知識

・ 日本の数学教育に関する専門的知識。

・ 研究活動に関する事

・ 研究方法や研修方法など。

・ 理数教育分野での国際協力

・ 国際協力の世界における数学教育の理論と実践に関する知識。

・ 国際協力に関する事、国際協力に関する知識

・ 国際協力とは何かということから、算数教育協力の現状と課題等、専門的な知識や

技能が得られました。

・ 途上国の教育政策についての知識

・ 教材開発

・ 教員研修

・ ザンビア大学でのセミナー運営経験

・ ザンビア大学での研究発表経験

・ 途上国での長期フィールドワーク"

・ 課題発見力、分析力

・ コミュニケーション能力

・ 英語を使った論文の書き方。

・ 大学や JICA と調整してワークショップや学会を運営する方法。

・ 英語で授業を受けて、学生同士でやりとりしながら各国の教育政策を考えるための

コミュニケーション力。
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（３ 

キャリア類型 アンケートで回答者からあげられた知識・技能（順不同）

研究者型 ・ 開発途上国の課題の理解

・ 開発途上国における教育分野の課題の理解

・ ザンビアの理数教育の概要

・ 国際協力

・ 国際教育協力

・ 数学教育

・ 教師教育

・ ザンビアの学校教育

・ 調査の設計方法

・ 研究の視点を踏まえて実践を行うこと。パプアニューギニアでの青年海外協力隊で

抱いていた疑問の背景には、理科と数学における文脈依存性が関係していることが

分かった。またこれまでの先行研究を踏まえ、課題を明確化し、調査を行い、解決策

を導くためのスキルを学んだ。

・ それまで理学部で物理を学んできただけであり、教育学への専門性の芽生え、文化

相対主義への意識の芽生えがあった。

・ 人生で長年に渡る、非認知的能力（諦めない力、悩みすぎない力、前にすすめる

力、交渉する力など）、アフリカや海外の人々とどのように関わるのが適切なのか、

どのように人間関係を構築して、仕事を協力的に行い、人生における友人になれる

のかを体験的に学べ、専門的な仕事にもそれらが国内外において生きていると感じ

ます。

民間就職者型 ・ ザンビアと日本のカリキュラム、授業形態、学校の制度の違いを学ぶ事ができまし

た。

・ ザンビアでは積極的に授業研究が導入されており、現地教員と一緒に授業研究をす

ることができたと思います。

・ ザンビアプログラムの OG が日本の現職教員と共にザンビアで授業研究を実施した

際、私も参加することができました。国際支援プログラムを生で見る事ができたの

は、大変有意義な経験でした。

・ 国際教育協力の理論と実践

・ 数学教育協力理論

・ STEM教育理論と実践

・ 途上国の教育開発

・ 日本と途上国の数学教育の相違

・ 教育のカリキュラムの原理

・ 途上国の数学教育の問題

・ 理数科教育の支援方法

・ 大学連携を通した国際協力

・ 英語での研究発表方法

・ 現場での経験や疑問を指導教員に共有し、研究に活かす手法

・ 現場での研究方法（例えば、どういうポイントでインタビューすればいいのか、など）

・ ザンビア大学の教授陣との繋がりが持てる

・ ザンビア教育省とも話が出来るため、非常に研究しやすい。

・ 国際協力という視点から日本と海外の教育を俯瞰してみること

・ 各国の教育政策の良さや課題についての分析

・ 授業を行った際のフィードバックの仕方

・ ザンビアの数学教育の現場について

・ 途上国の教育事情について文献だけでなく実体験とともに理解を深めることができ

た
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（３）プログラムのキャリアへの影響

アンケート回答者 26 名のうち 25 名（96.2%）

が、プログラムは修了後のキャリアに影響を与え

ている、と回答している。アンケート回答者により

挙げられたキャリアへの影響を、回答者のキャリ

ア類型にそって整理すると本章末資料 2 回答⑰

の表のとおりである。キャリア類型別に回答の傾

向を概観すると、国際協力実践者型ではキャリア

における入口となったこと、研究者型では研究に

おける視点の重要性や修了生間のネットワーク

を得られたことが挙げられている。また、学校教

員型では、日本の教育現場における生徒達への

還元ができること、国際交流や国際教育との関

係がもてたことや国際協力の視点を教育現場に

携わることができること、民間就職者型ではザン

ビアにおける体験をもとにしたキャリア選択への

影響等が挙げられている。 

他の質問項目にかかるアンケートの集計結果

については本章末資料 2を参照。 

3. ザンビア特別教育プログラムを通じて培わ

れた視点・能力と、修了生のキャリアへのプロ

グラムの影響 

 前節ではアンケート結果をもとに、プログラムに

より得られた専門的知識・技能、プログラムのキ

ャリアへの影響等を概観した。プログラムにより

得られた専門的知識・技能については、キャリア

類型に共通して国際協力や理数科教育にかかる

知識やスキルが挙げられた。また、キャリアへの

影響として、国際協力実践者型ではキャリアにお

ける入口となったこと等が挙げられた。アンケート

調査結果は全体の傾向把握の面で有用である

一方、修了生の認識を深く把握するには不十分

である。本節では、馬場・下田のキャリア 4 類型

をもとに選定した 8 名の修了生に対するインタビ

ュー結果をもとに、プログラムを通じ、どのような

視点・能力が培われたのか、また修了後のキャリ

アにどのような影響をプログラムは与えているの

かについて考察する。 

（１）プログラムでの実体験を通じて培われる視点

と、研究と実践を往還しながら考察を深める力 

（ア）ザンビアの教育現場を見る際の幅広い視野

（政策・制度・文化等の背景要因を含め、ザンビ

アの教育を全体的にとらえる視点）

インタビューにおいて、ザンビア特別教育プロ

グラムに参加することで得られたものに関連し、

A氏（研究者型）は、以下のとおり述べた。 

A 氏（研究者型）：「日本では比較的に教育の

環境が整っていますので、教育のある分野に

ついて課題があれば、その課題に注目して取

り組むことで課題を解決する、という方向で考

えることができます。他方、開発途上国では、

教育の問題だけを解決しようとしても、全体の

課題の方が大きい、またはその課題の影響に

より教育の問題を解決できないことがよくあり

ます。例えば、開発途上国の学校に行くと、先

生が学校に来なくて授業をしない場合があり、

子ども達の学力に影響がでてしまうということ

があります。ここで、教育の側面だけを見ると

先生の意欲に課題があるということになるので

すが、国際協力のより広い視点でみると、先生

達は収入が非常に少なく、午後は学校ではな

く自分の畑を耕して自分たちの糧を得ていか

ないと生活できないという背景があります。単

に先生たちにやる気を出してください、といって

も伝わりません。先生達の生活環境を考えた

り、支援したりしつつ、授業改善について一緒

に考えていくようなスタンスが必要になってきま

す。そのような考え方ができるようになったこと
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が、このプログラムで学んだことかと思います。 

（中略） 

ザンビア特別教育プログラムでの国際協力

の研究は幅広いですね。授業レベルでは、先

生の発問から指導の仕方や子どもの記述から

学び方を見たりします。また、学級経営、学校

運営、地域と学校との関係、中央政府で教育

予算がどれ位どこについているか、そういった

ことを全部含めて国際協力の分野では教育の

改善を考えていきます。」（下線筆者） 

A 氏（研究者型）は、例としてザンビアにおける

教員の遅刻・欠勤という事象を取り上げ、その背

景にある教員の低収入という背景を考慮に入れ

て状況を理解し、対応策を検討する必要があるこ

とを指摘している。また、国際協力において教員

の授業実践を見る際には、教員の発問や子ども

の反応に加え、学級経営や学校運営、中央政府

の教育分野への予算配分等、様々なレベルで考

えることが求められることをA氏は指摘している。

それらの指摘は、ザンビアの教育現場における

事象をより広いコンテクストのもとで捉える幅広

い視野を意味すると言える。同様の指摘は他の

キャリア類型のインタビュー対象者の回答にもみ

られる。 

E 氏（学校教員型）：「ザンビアでは、午前 7 時

に授業が始まり、午後 1 時に授業が終わって

午後 3 時頃に町を歩いていますと、男の子は

サッカーをして遊んでおり、時々「補習をやるよ」

というと男の子は来ます。他方で、女の子は家

で家事や、自分の兄弟だけではなく自分の親

戚の子までお母さん代わりで育児をしているん

ですよね。日本のように核家族ではなく拡大家

族ですので。女の子は、家に帰っても家事や

育児のため勉強する時間や遊ぶ時間はありま

せん。学校では教室に男の子も女の子もいて

一緒に授業を受けているのですが、家に帰っ

たら男女で環境が違っていることをすごく感じ

ました。」（下線筆者） 

D氏（国際協力実践者型）： 「大学院修士課程

で研究を続けながら青年海外協力隊の活動を

行うのは、精神的負荷が大きかったです。協力

隊員として何がしかの変化を生み出したくて現

場に入る。現場の人達が目の前で抱えている

課題があり、その課題に100%の力で関わりた

い、その課題にすぐ取り組みたいという気持ち

が当時強かった。他方で、自分が支援をしたい

と思っている人達を、同時に研究の対象にす

るというのは、一時期精神的につらくて研究の

ことを考えたくない時もありました。でも、悩み

ながらも修士課程での研究ができたことは大

きかったかなと思います。現場の課題に取り組

みながら、それを客観的にみる目線を持つこと

ができたというのは、研究面がなく協力隊員と

しての活動のみでしたら 100%現場の課題に

取り組んで燃え尽きて終わっていたかなと思い

ます。」（下線筆者） 

G 氏（民間就職者型）： 「ザンビアへ出発する

前に任期を終えた先輩から現地のお話を聞く

ことができ、更に自分の模擬授業に対してアド

バイスを頂けたのは、本プログラムに参加して

良かった点だと思います。現地では、ザンビア

教育省やザンビア大学と関わりながら合同ワ

ークショップ（研究発表会）の企画運営や研究

発表を行いました。これらの経験から、現地の

子ども達の教育状況や、国レベルでの教育方

針を理解することができました。このような点

は、中々隊員活動だけでは把握できない点だ

と思いますので、知ることができ大変良かった

です。」（下線筆者） 

E 氏（学校教員型）の語った、子ども達の家庭

における男女の役割の相違や、D 氏（国際協力
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実践者型）の指摘した「現場の課題に取り組みな

がら、それを客観的にみる目線」、G 氏（民間就

職者型）の述べたザンビアの国レベルでの教育

方針の把握は、A 氏の指摘したザンビアの教育

現場を見る際の幅広い視野に重なるものである。 

E 氏（学校教員型）は、ザンビアにおける配属

先の学校に通う子どもについて、学校外の時間

の過ごし方に目を向けることで家庭環境の側面

を理解した。D 氏（国際協力研究者型）は、心情

的になりがちな開発援助の現場において、実践

と研究を通じ、現場の課題を客観的にとらえる姿

勢を得たと述べている。また、ザンビア特別教育

プログラムでは、年一回開催されるザンビア大学

と広島大学の合同ワークショップの運営や研究

発表に学生が関わるが、G氏（民間就職者型）は

合同ワークショップを通じ、ザンビアの国レベルで

の教育課題や方針に目を向けている。 

ザンビアの教育現場における実践と研究の過

程は、学生にとって、目の前の事象の背景にあ

る、組織、政策・制度や文化等の要因についての

考察を促していると考えられる（図 4）。背景要因

の影響を含めた考察を通じ、学生にとって、目の

前の事象にかかる、より深い理解につながる。仮

に開発援助の現場における課題を理解する上で

幅広く背景に目を向けることの重要性を頭で理

解していても、それを現場で実践できるとは限ら

ないであろう。ザンビアにおいて、学生が学校現

場で目にする事象の背景要因は予め明らかでは

なく、学生は自らの頭で考える必要がある。ザン

ビア特別教育プログラムは、ザンビアにおける実

践と研究の過程を通じ、学生が幅広い視野を習

得する、実体験の機会を提供していると考えられ

る。 

（イ）ザンビアの教育を他国との比較のもとで考

察する視点 

ザンビア特別教育プログラムに参加することで

得られたものについての聞き取りの中で、複数の

インタビュー対象者が、ザンビアの教育を理解す

る上で他国の状況を調べ、ザンビアと他国との比

較を行ったことについて触れた。 

G 氏（民間就職型）： 「私は、日本の教育のみ

受けて育ったので、海外と日本のカリキュラム

がどのように違うかを知りませんでした。ザン

ビアでの 2年間の経験を通じ、自分にとって当

たり前であったことが当たり前でなかった、遅

ればせながら各国でカリキュラムが異なること

に気づきました。ザンビアのカリキュラムは、旧

図 4. ザンビアを研究と実践のフィールドとした、学生の視野の広がり 

（政策・制度・文化等の背景要因を含め、ザンビアの教育を全体的にとらえる視点） 
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宗主国のイギリスに基づいており、自分でザン

ビアの教科書を手に取ってみて、そうしたこと

に気づきました。」（下線筆者） 

E 氏（学校教員型）： 「ザンビア特別教育プロ

グラムでは一方で、大学院生として研究をして

いましたので、ザンビアのシラバス（日本の学

習指導要領にあたるもの）と日本やイギリス等

を比較する中で、日本の教育のよい面（体系

的なところ）や、ザンビアの教育へのイギリス

の影響、ザンビアの教育で独立後変わってい

ない面等が分かりました。ザンビア特別教育プ

ログラムでは、様々な視点から、ザンビアと、

日本やイギリス等とを比較することを通じ、自

身の専門性が高まったように思います。」 （下

線筆者） 

A 氏（研究者型）は、日本の教員経験を一つの

基準としながら、ザンビアの教育における課題把

握を行った。 

A 氏（研究者型）： 「日本での教員経験を経て

ザンビア特別教育プログラムに参加したのは、

私にはよかったです。理科の指導における基

本的な教え方を理解していると、現地で何が課

題かということが見えやすいと思います。日本

での教員経験のおかげで、理科の授業で期待

されていることがある程度分かっていましたの

で、それを基準にして現地の授業を比較する、

その時に日本の経験は一つの基準として役立

ちました。ただ、日本での教員経験に引っ張ら

れすぎることもあり、注意が必要でした。」（下

線筆者） 

G 氏（民間就職者型）は、自らザンビアの教科

書を手にとる等してザンビアと他国のカリキュラ

ムを比べることを通じ、教育現場において教員に

とっての所与であるカリキュラムが、国によって

大きく異なることについての気づきが得られた。

また、E 氏（学校教員型）は、ザンビアのシラバス

を日本や英国のものと比較することを通じ、ザン

ビアのみならず、日本の教育の特徴の気づきを

得ている。A氏（研究者型）は、ザンビア特別教育

プログラム前に教員としての実務経験を日本で

積んでいたことから、日本を一つの基準としてザ

ンビアを見ることでザンビアの教育現場における

課題把握が行われた。ザンビアに身を置きなが

ら、日本を含む他国の観点からザンビアの教育

を眺める、またザンビアの観点から比較対象の

日本を含む他国の教育の特徴を理解する、とい

う考察の視点は、図 5のとおり表される。 

（ウ）ザンビアの教育について実践と研究を往還

しながら考察を深める力 

本節の前述（ア）及び（イ）において、ザンビア

における教育現場を見る際の幅広い視野（政策・

制度・文化等の背景要因を含め、国の教育の全

体的にとらえる視点）及び、他国との比較のもと

で考察する視点を提示したが、それらの視点は

実践とともに研究に取り組む過程で培われると

考えられる。協力隊員としての実践は主に配属

先の学校で行われるが、研究という観点からは

研究対象を、政策・制度・文化等の様々な背景要

因のもとで客観的にとらえることが求められる。

また、他国との比較のもとでザンビアの教育を相

対化して捉えることが必要とされる。研究の観点

から実践の場における課題をとらえる、またザン

ビアにおける実践をもとに研究設問を定めて研

究に取り組む、という関係は図 6 のとおり表され

る。研究と実践は、研究が実践の課題を明らか

にする一方で、実践が研究の課題を提示すると

いう、緊張関係にあるとも言える。 

他方で学生にとっては、青年海外協力隊として

の活動に並行し、研究活動を行うことの負荷は

大きい。配属先における活動は日々ある一方、
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実践をもとに自ら研究テーマを深めていくには手

間と時間を要する。ザンビア特別教育プログラム

では、青年海外協力隊としての派遣期間内に研

究活動の進展を促す工夫として、メールを用いた

ゼミ形式の指導（メールゼミ）や、ザンビア大学と

広島大学による合同ワークショップがザンビア派

遣中の活動として組み込まれ、活用されてきてい

る。C 氏（国際協力実践者型）は研究と実践に取

り組むことの苦労について以下のとおり述べてい

る。 

「ザンビア特別教育プログラムにおける隊員活

動で、隊員活動と両立させながら、研究と向き

合うことは簡単なことではありませんでした。学

期に一回くらいメールゼミの順番がまわってく

るのですが、それがとてもプレッシャーでした。

メールゼミは、研究の進捗をまとめて研究室の

方々にメールで送信し、研究室の方々からの

返信内容を検討して回答するというものでした。

隊員活動として授業を教えるときは、目の前の

生徒がいまして、この生徒の現状を踏まえつ

つ次の対応や手段はどうしようかと悩みながら

授業を組み立て、次の声掛けを考えるというよ

うに、何をすればよいかの答えを出すこと自体

は難しくありませんでした。しかし、研究はまず

自分が何を考えているのかをはっきりさせない

といけないのにもかかわらず、自分との対話を

重ねても考えがまとまらなく、何をすれば先に

進むのかがわからないという違いがあり、先が

見えないのに締め切りは近づいてくるというこ

とで、悶々と日々を過ごしました。」（C 氏（国際

協力実践者型）、下線筆者） 

合同ワークショップはザンビア大学と広島大学

の共催により年 1回、首都ルサカで開催されるが、

学生は同ワークショップの開催準備に携わるとと

もに、自らの研究発表を行う。合同ワークショップ

における発表は、学生にとってザンビアで研究活

図 5. 他国からザンビア、ザンビアから他国を見る視点（国を相対的にとらえる視点） 

図 6. ザンビアの教育にかかる実践と研究の往還 
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動を進める上での目標となってきている（H 氏イ

ンタビュー記録）。また、合同ワークショップ開催

時には、指導教員がザンビアに出張して学生指

導にあたるが、指導教員から対面での指導が行

われてきている。 

（２）プログラム修了後のキャリアへの短期的影

響 

（ア）修了生のキャリア選択への影響

ザンビア特別教育プログラム修了生のキャリ

アは、馬場・下田（2015）のまとめたキャリア 4 類

型のとおり多様であるが、ザンビア特別教育プロ

グラムがキャリアに与えた影響に関し、各キャリ

ア類型のインタビュー対象者は以下のとおり述べ

ている。 

A 氏（研究者型）： 「ザンビア特別教育プログ

ラムでザンビアに赴任する前は、研究よりも実

践の方を中心に考えていました。研究の視点

は持ちたいと思っていましたが、実践家に魅力

を感じていました。ザンビア特別教育プログラ

ムで研究をする中で、私の中では修士論文研

究で不十分と感じたところが大きかったので、

研究をしっかりやりたい、深めたいという気持

ちが強かったですね。博士課程に進んだ最も

大きな理由は修士での研究を深めたかったか

らです。ザンビアの理科授業に対する授業分

析を深めたい、役に立つものを作りたいという

ところはありました。」（下線筆者） 

E 氏（学校教員型）： 「ザンビアで授業を 2 年

間行う中で、授業がうまくいかないことがほと

んどでしたが、うまくいった時の喜びを味わい、

隊員として最後の授業が終わった時にもっと

授業をしたいなと思いました。日本に帰ったら

教師になろうと思い、帰国後、教員採用試験を

受けました。」（下線筆者） 

H 氏（民間就職者型）： 「ザンビアに行って実

感したことは貧困でした。配属先は公立学校で

したので、貧困世帯の子が通ってくるのですが、

大体、毎学期誰かがなくなりました。生徒だっ

たり、職員だったり、用務員だったり。なぜ、そ

んなに人がなくなるのだろうと思いました。自

分の生徒も一人なくなりました。身近な人が簡

単になくなるというのは衝撃でした。そうした状

況を目の当たりにして、何かしなければいけな

いと感じました。医療にアクセスできない、貧

困でお金がないという環境において、教育のア

プローチのみでは、そうしたところに直接結び

つかないと感じたことが今の仕事につながって

います。現地で貧困をなくしていくため、雇用

やビジネスを生み出す形で途上国と関わるの

は一つのアプローチかと思いました。そうした

ことから、途上国との関わり方は、もともと考え

ていた教育という関わり方だけでないというこ

とを現地で感じました。」（下線筆者） 

C 氏（国際協力実践者型）： 「IDEC では、主

指導の先生から、これから国際協力にどのよ

うに関わるかという自分のアイデンティティは

決めた方がいいという話をされながらの 3年半

でした。私は社会に出ており、教員の経験もあ

り、教育分野の国際協力の専門家になること

を目指すことを真剣に考えてもいいのではない

かと、ザンビアプログラムで派遣された初期の

段階で主指導の先生はおっしゃいました。また、

JICA のプロジェクトと連携して仕事をしていた

とき、JICA 専門家になることを具体的に考え

ていった方がよいのではというアドバイスもプ

ロジェクト専門家の方からいただきました。そ

れで、ザンビア特別教育プログラム修了後に

将来専門家になるということを意識しながら、

研究や JICA プロジェクトとの連携しながらの
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隊員活動を通じ、専門家になる上での実績を

つくれるよう活動し、その後、JICA のジュニア

専門員というポジションに応募させていただい

たという経緯があります。」（下線筆者） 

A 氏（研究者型）は当初、国際協力実践者を志

向して広島大学大学院国際協力研究科に入学し

たが、ザンビア特別教育プログラムでの研究・実

践活動を通じて研究への関わりを強めていった。

E 氏（学校教員型）はザンビアにおける青年海外

協力隊としての配属先での教育活動を通じ、教

職の魅力を実感し、帰国後に教員のキャリアに

進んだ。H氏（民間就職者型）は当初教育分野の

国際機関を将来のキャリアとして考えて国際協

力研究科に入学してザンビア特別教育プログラ

ムに参加したが、ザンビアにおける2年間の生活

を通じ、身近な人々がなくなることに衝撃を感じ、

貧困対策のアプローチとしての雇用やビジネス

創出への関心を強め、プログラム修了後に民間

企業に就職している。また、C 氏（国際協力実践

者型）は、国際協力経験を有する主指導教員や

JICA 専門家の勧めを受け、国際協力実践者の

キャリア形成に資する研究・実践をプログラム在

籍時に行っている。 

ザンビア特別教育プログラムにおいて、学生

は青年海外協力隊として派遣され、配属先の学

校で国際協力の実践活動を行いながら、ザンビ

アの教育課題にかかる研究活動を行う。また、配

属先の学校における活動は、国際協力の実践活

動でありながら、担当科目・クラスの授業を行うこ

とからザンビアにおける教員としての活動でもあ

る。さらに、学生は活動に取り組みながら、2年間

にわたりザンビアで一人の住民として生活する。

ザンビアにおいて学生は、国際協力の実践、教

育分野の研究、教員という仕事の経験を通じ、得

られた実感をもとに自らの将来のキャリア選択を

行っている。また、ザンビアで住民として暮らす中

で、将来の自らの仕事で取り組むべき課題に気

づくこともある。 

国際協力の実践者、教育分野の研究者、教員、

住民という 4 つの属性における実体験は、インタ

ビュー対象者のキャリア選択に影響したと考えら

れるが、いずれの属性のもとでの実体験が特に

キャリア選択に作用したかは対象者によって異な

る。A 氏（研究者型）は、教育分野の研究者の属

性のもとでの実体験から、「修士課程における研

究が私の中では煮え切らなかったところが大き

かったので、研究をしっかりやりたい、深めたいと

いう気持ち」が高まり、研究者としてのキャリアに

発展していった。E 氏（学校教員型）は、ザンビア

での教員としての活動を通じ、「ザンビアで授業

を 2 年間行う中で、授業がうまくいかないことが

ほとんどでしたが、うまくいった時の喜びを味わ

い、隊員として最後の授業が終わった時にもっと

授業をしたい」という思いから、教員としてのキャ

リア選択につながった。ザンビア特別教育プログ

ラムは、ザンビアにおける長期滞在の中で、4 つ

の属性による経験の機会を学生に与えることに

より、幅広く、学生自らによる実体験・実感に即し

たキャリア選択を促していると考えられる。 

（イ）修了生のキャリアスタートへの影響 

プログラム修了生のキャリア 4類型の中で、国

際協力実践者型や研究者型については、プログ

ラム開始後しばらくの間、実例が少なかったこと

もあり、学生はプログラムで得られた知識や経験、

技術等をもとにしながらキャリアの第一歩を模索

した。C 氏（国際協力実践者型）は、そのキャリア

の第一歩として JICAジュニア専門員というポスト

を得たことについて以下のとおり述べている。 

「IDEC 修了後、ジュニア専門員になれたこと

は国際協力におけるキャリア構築の上で大き

かったと思います。ジュニア専門員になる上で

は、ザンビア特別教育プログラムで研究しなが



37 

ら実践も行っているという点を評価していただ

いたことが、専門家としての一歩につながった

ように思います。ジュニア専門員の後について

は、案件の出るタイミングや個人の生活上のタ

イミングと合わせながらも、可能な限り自身の

専門分野である数学教育と関連が深いところ

での経験を積んで、少しずつ教育開発のキャ

リアを重ねているところです。」（C 氏（国際協

力実践者型）、下線筆者） 

C 氏は、ザンビア特別教育プログラム参加前、

学校で教員として、また民間企業で営業職として

勤務したが、国際協力や教育開発への関心から

国際協力研究科に入学し、プログラム修了後に

国際協力実践者へとキャリアを転換したと言える。

ザンビア特別教育プログラムにおける研究と実

践の経験は、C 氏にとって国際協力実践者型の

キャリアへの転換を後押ししたと言えよう。

B氏（研究者型）は博士課程 1年次に、日本学

術振興会の特別研究員に合格し、研究活動に専

念することが可能となった（B 氏インタビュー記

録）。B 氏は、他大学での修士課程を修了して学

校教員として勤務した後、開発途上国やアフリカ、

国際協力への関心からザンビア特別教育プログ

ラムに参加して修士課程を修了後、博士課程に

進学した。博士課程では、ザンビアにおける教育

を題材とした研究を深め、研究実績を積み重ね

ることで研究者としてのキャリアを切り拓いている。

ザンビア特別教育プログラムにおける研究と実

践の経験は、B 氏にとっての研究者型のキャリア

の一歩を後押ししたと言えよう。 

（2）プログラム修了後のキャリアへの長期的影響 

（ア）修了生の職業・仕事における価値観や考え

方への影響 

ザンビア特別教育プログラムに参加することで

得られたもの（価値観）に関連し、中等教育学校

に勤務する E氏（学校教員型）、及び大学で学生

への指導にあたる B 氏（研究者型）はインタビュ

ーで以下のとおり述べている。 

E 氏（学校教員型）： 「ザンビアにいた時には

自分が少数派でしたが、自分の肌の色が違っ

ても、それでも受け入れてくれた、というのは嬉

しかったです。現在の職場で、困難を抱えてい

る生徒や少数派の生徒達を自分が受けいれら

れているのは、ザンビアで少数派としての思い

をしたからこそできるのかなと、とても感じます。

様々な立場の子ども達のことを受け入れること

ができているのは、ザンビア特別教育プログラ

ムを通じ、成長させてもらった点かなと思いま

す。例えば、様々な事情を抱える生徒がいる

中で、ルールを守らない子がいた場合に、それ

はルールを守らないのではなくて、ルールを守

りたくない何がしかの理由があるのではないか。

一様にルールだからとしばるのではなくて、ち

ゃんと、その子の声を聴いてあげる。うまくいか

ないことには理由があって、しっかりと話を聞

いていくと、彼、彼女なりの意見があります。そ

の意見を聞いてあげることでうまく折衷案を見

つけて着地する、ということが、とても多くある

ように思います。障がいを抱えている子や、経

済的なことや家族のこと等の様々な問題を抱

えている子達がいますが、そういった子に耳を

傾けて同じ目線で話ができるようになったのは、

ザンビアで、そうしてもらえた経験が大きいの

かなと思います。人と違うことは決して悪いこと

ではない、という気持ちで接していれるかな、と

思います。」（下線筆者） 

B 氏（研究者型）： 「今は大学で教えています

ので、毎日ザンビア人に会っている訳ではない

のですが、特に学生指導や人間関係をうまく
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動かすことにおいて、ザンビア人がこんな風に

していたな、といったことが、じわじわとボディ

ーブローのように効いてきますね。一般的な日

本社会の観点とは異なる視点を得たことが、

今の自分の考え方に影響を与えているかなと

思います。（中略） 

なんか腹が立つことがあると「すぐ人間関係

をきる」とか、「この人は自分よりも使える、使

えない」のような、友達だけど敵対しているとい

うようなこと、また「常に自分のランク付けにい

そがしい」ということを、学生からよく聞きます。

ザンビアは、学歴社会ではあるので首都やエ

リートとなると違うのかもしれないですが、私の

いた地方部では、教育、教育といっている割に

は、雰囲気も実際ものんびりしていました。ま

た、周りでお金の貸し借りでケンカになることも

ありましたが、ケンカしていた人々が次の日に

は仲良く一緒にいるというような、良い意味で

も悪い意味でも、おおらかなところは、日本人

としてザンビア人から学ぶところがあると思い

ます。（中略） 

私の学生はほぼ日本で育ち海外に出たこと

がない人ばかりなので、「日本人であれば空気

を読む」、「集団で活動する」といった、限られ

たマインド、空間、開かれていない中で生活を

されています。他方で、日本を取り巻く世界は

そのような環境ではなくなってきていますので、

広い世界をみて自分自身のマインドを考え直

したり、構築し直したりすることが、彼らの将来

を考えると大切だと思います。また、学生には

日頃から、できる子はできない子を助けなさい、

私たちはチームでやっているからチームで助

け合いなさい、ということは結構言っています

ね。そうしたら先日、学生が私の研究室に来て、

「周りの目をそんなに気にしてあれこれ悩まな

くていいんだっていうのを学びました」、といっ

たことを言っていましたので、少しは伝わった

のかなと思いましたね。」（下線筆者） 

E 氏にとって、ザンビアでの実体験（自らが少

数派となることの体験）は日本の学校教育現場

における少数派の子どもへの共感や理解につな

がっている。また、B氏は、ザンビアにおける人々

のおおらかさを念頭において日本社会の価値観

や文化を相対化しながら、日本の大学で日々の

学生指導にあたっている。E氏及びB氏は、中等

教育学校や大学という教育機関で教員としての

キャリアを歩んでいるが、生徒理解や指導におけ

る価値観や考え方にプログラムが影響を与えた

と回答している。 

次に、D 氏（国際協力実践者型）は、ザンビア

特別教育プログラムに参加することで得られた価

値観に関連し、E氏や B氏とは異なる観点から、

以下のとおり述べている。 

「現場の課題に対して協力隊員は大きな予算

もなく、自らの身体一つで向かっていくのに対

し、国際協力の実務では予算を用いて規模の

大きな活動を進めていきますので、その点に

最初は戸惑いがありましたが、物事を動かす

ためには、そうした活動を進めていかなければ

なりません。その一方で、自分の中でぶれて

はいけない価値観というか、ODA ですので当

然日本の国益のような話もでてくるのですが、

日本の国益だけで途上国のためにならない事

業は ODA と呼べないと思うんですね。開発途

上国の開発に資する事業とすることが必要だ

と思っています。この価値観の原体験は、協力

隊員として現場で活動したこと、ザンビア特別

教育プログラムで様々なことを学びながら活動

したことが、大きな軸としてあると思います。開

発を考える時に途上国の人々の顔が浮かぶこ

とは、現場の経験を持っている強みかなと思っ

ています。現場にいる人達が少しでも良い環

境になること、ザンビア特別教育プログラムの

事例で言えば学校の先生や生徒達。生徒達に
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ついては彼らの将来の選択肢が増えること、

学校の先生たちについては彼らが困っている

ようなことに対し、現地の人々の顔を思い浮か

べながら、彼らのために具体的な方策を考え

られるという点で、協力隊員として、ザンビア特

別教育プログラムとしての経験が大きいかなと

思っています。」（D 氏（国際協力実践者型）、

下線筆者） 

D 氏は、プログラム修了後、JICA での勤務や

JICA専門家としての活動を行ってきているが、キ

ャリアを通じて開発途上国の人々に寄与する事

業を求める姿勢が中核にあり、その姿勢は、ザン

ビア特別教育プログラムにおけるザンビアでの体

験がもととなっていると述べている。国際協力の

実践には、様々なステークホルダーが関与し、そ

れらの意向は様々であるが、D 氏にとってザンビ

アでの体験は実践を進める上で軸となる価値観

を形成している。また、国際協力実践者に限らず、

開発途上国を対象とした職業や仕事における価

値観に対し、ザンビアにおける経験は少なからず

影響を与えていると考えられる。同様の事例とし

て、H 氏（民間就職者型）は、ザンビア滞在中に

貧困を背景として身近な人がなくなる様子に衝撃

を受け、雇用・ビジネスからのアプローチを志向

し、現在の所属先でもアフリカにおける事業形成

に引き続き関心を有している（H氏インタビュー記

録）。 

また、日本の民間企業に務めるG氏及びH氏

は、自身のキャリアへのプログラムの影響につい

て、以下のとおり語っている。 

H 氏（民間就職型）： 「ザンビアで研究のため

の調査を行いましたが、当時 20 代半ばで、ザ

ンビアの方にとっての外国人が調査したいと言

ってもスムーズにはいきません。ザンビア特別

教育プログラムでしたので、教育事務所の方

を通じての紹介や、教育省やザンビア大学の

コネクションも活用させていただきました。様々

なコネクションを活用しながら、自分の意図す

ることを実現するために外堀をうめるというか、

そういったところはザンビア特別教育プログラ

ムにおける経験から活かせているところはある

ように思います。（中略） 

中国の工場に新たなシステムを入れる仕事

の関連で、中国に出向することとなりました。

新しいシステムや業務について説明すること

が私の役割でしたが、そのためには、どのよう

に説明・説得すれば相手が納得してもらえるか

をよく考える必要があります。開発途上国の

人々にとっての外国人が説明する際の考え方、

例えば自分が意図したことを相手にしてもらう

ためにはどのように説明するか、相手が納得

しない場合の対応については、ザンビア特別

教育プログラムにおける経験が活かせている

部分はあるかなと思います。」（下線筆者） 

G 氏（民間就職型）： 「ザンビアで身の回りの

方が交通事故で亡くなったり、停電や断水など

の辛い事もありましたが、2年間の生活や活動

を通じ、メンタルはとても強くなりました。仕事

上、海外出張先のサプライヤーにはりついて

部品の出荷まで一週間位かけて見届けるとい

ったこと等もありましたが、ザンビアでの経験

があったので乗り切ることができました。（中略） 

会社から与えられたタスクを達成するために

何が必要かを論理的に考え、筋道を立てて実

行することは、ザンビア特別教育プログラムで

経験してきたことなので、所属先には就職前に

海外留学した方もおられますが、自分で考えて

実行に移す能力は、私の方が高いと感じます。

これまで、もがきながら仕事をやってきました

が、プログラムで得られたベースがあったから

こそ、今があると思います。（中略） 

論文を書くことによって論理的な起承転結の

思考を養うことができたので、どのような仕事
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が舞い込んだとしても、自分の中でしっかりと

考え、PDCA サイクルに乗せて業務を行うこと

ができるようになりました。」（下線筆者） 

H 氏は、ザンビア特別教育プログラムにおける

研究での調査活動において、異なる文化の人々

に自身の意図を伝達して理解を図る取り組みを

行ったが、その取り組み方のスタイルは現在の

仕事の中でも活かされている。また、G 氏は、ザ

ンビア特別教育プログラムを通じて論理的に物

事を考えて論文を執筆する取組みを行ったが、

その取り組み方のスタイルは、現在の所属先の

業務においても活かされている。それらの仕事に

おける取り組み方のスタイルも、プログラムによ

り影響を受けた考え方の一つと言えよう。 

ザンビア特別教育プログラムにおける 2 年間

の研究・実践の実体験は、修了生の仕事におけ

る価値観や考え方に作用してきている。仕事に

おける価値観や考え方への作用は、各修了生の

キャリア類型や仕事内容によって異なっているが、

ザンビアにおける個々の修了生の実体験がもと

となっている点では共通している。 

（イ）修了生のキャリアの発展への影響 

① キャリア発展の素地としてのプログラムで培

われた視点や能力 

ザンビア特別教育プログラムの修了生は、プ

ログラム修了後、それぞれの職業を選択して仕

事を積み重ねてきている。仕事の積み重ねを通

じた各修了生のキャリアの発展に対するプログラ

ムの影響を特定することは困難であるが、プログ

ラムを通じて培われた、幅広い背景のもとで対象

をとらえる視点や、他との比較のもとで対象を相

対化してとらえる視点、研究と実践の往還を通じ

て考察を深める力は各修了生のキャリアの発展

の素地となっていると思われる。 

例えば、F 氏は、ザンビアにおける英語での授

業実践経験等を活かしながら、日本における国

際バカロレアの実践に携わる機会を得て、現在、

国際バカロレア・プログラムのコーディネーターを

務める一方、大学に所属して国際バカロレアに

関する研究を行っている。国際バカロレアは、ジ

ュネーブに本部を置く国際バカロレア機構の実施

する国際的な教育プログラムであり、課題論文や

批判的思考等の探求等の特色的なカリキュラム、

双方向・協働型授業により、グローバル化に対応

した素養・能力の育成を目指している（文部科学

省 IB教育推進コンソーシアムウェブサイト）。F氏

は国際バカロレアへの自身の関わりについて以

下のとおりインタビューで語っている。 

「国際バカロレアは、日本の教育と違っており、

その実践が日本の教育に与える影響というか、

日本の教育で考えていかなければならないこ

とがとても詰まっているプログラムです。例え

ば電卓を使って数学をする、英語で数学を教

える等、そういった国際バカロレアの要素は今

後日本が数学教育で考えていかなければなら

ない課題になると思っていますので、国際協力

と数学教育の両方について、やりがいをもって

仕事をできていると思います。」（F 氏（学校教

員型）、下線筆者） 

F 氏は、国際バカロレアの実践と研究を通じて

自らのキャリアを発展させながら、国際バカロレ

アの観点から日本の数学教育のあり方を考察し、

国際バカロレアへの関わりに自身の価値を見出

している。 

また、A 氏（研究者型）は、日本の教育にかか

る研究を行う一方、自ら希望して開発途上国の

教育開発協力の実践に携わってきている。博士

課程修了後、A 氏は JICA の実施する課題別研

修の講師として携わり始め、JICA からの依頼に

よる国際協力業務（技術協力にかかる調査団員
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や各種研修講師等）の実績を重ねてきている。A

氏は、日本の教育にかかる研究に加えて、開発

途上国の教育開発協力に携わることを通じ、自

身のキャリアを発展させている。A 氏は、実践と

研究の双方に取り組むことの価値についてインタ

ビューで以下のとおり語っている。 

「教育の分野では理論と実践の片方だけ取り

組むと、もう片方の質が落ちていくと思います。

また理論的研究に触れていないと実践も深ま

りません。逆もそうだと思います。理論と実践、

どちらも理解していることで、深まるということ

は IDEC にいた時から続けて考えています。」

（A氏（研究者型）） 

 対象を幅広い背景のもとでとらえる視点や、他

との比較のもとで相対化してとらえる視点、研究

と実践の往還を通じて考察を深める力を素地とし

て修了生のキャリアの発展を図式化するには、さ

らなる調査や検討が必要であるが、研究と実践

の往還の観点を取り上げて仮に行うとすれば、

図 7のようになろう。  

研究者としてのキャリアを積みながら、国際協

力の実践にも関わる場合、研究者としてのキャリ

アを積むことで国際協力の実践における課題が

見えてくる（図 3-4①）。国際協力の実践における

課題への対処を通じ、国際協力の実践者として

の経験が得られ、知識やスキル等が向上する。

その上で、国際協力の実践の観点から研究の仕

事をながめることで研究の課題が見えてくる（図

3-4②）。

続いて、研究の課題に取り組むことで新たな研

究成果が得られ、研究者としての知識やスキル

等が向上する。その上で、改めて研究者の視点

から国際協力の実践のながめることで、国際協

力の実践における課題が見えてくる（図 3-4③）。

修了生は、研究と実践の往還を通じ、自ら課題を

とらえ、継続的にキャリアを発展させうる。 

② 修了生のネットワークを通じたキャリアの発展

ザンビア特別教育プログラムを通じて培われ

た、視点や能力に加え、プログラムにおける修了

生間のネットワークは、修了生のキャリアの発展

の素地となってきている。ザンビア特別教育プロ

グラムでは、ザンビアから帰国した先輩学生が、

図 7. キャリアの発展における、研究と実践の往還 
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ザンビアに派遣される後輩学生に対し、英語によ

る理数科の模擬授業を通じて助言を行う等の取

り組みがプログラムに在籍する学生間で行われ

てきている（G 氏インタビュー記録）。ザンビア派

遣中には、ザンビア大学と広島大学による合同

ワークショップの企画・準備や研究活動等を通じ

て学生間の関係が強化される。B 氏（研究者型）

は、プログラム修了後の修了生間のネットワーク

のキャリアへの影響について以下のとおり述べ

ている。 

「ザンビア特別教育プログラムの学生やプログ

ラム修了生との関係は、プログラムのベネフィッ

トとしてあげたいです。私はアフリカが好きなの

でザンビアに戻ることが多いのですが、ザンビ

アにいるプログラムの学生にお世話になったり、

最新情報をもらったりしています。また、プログ

ラムの修了生の中には、子育てをしながらデー

タ分析を調査補助として手伝ってくださる方もお

られて助かっています。修了生の方々に、日本

に住む外国籍児童のプロジェクトを担当されて

いる方がおられて、その方とお話したら、それを

きっかけに足掛け2年以上一緒に仕事していま

す。修了生で教員や研究者の方と研究に取り

組んでもいます。ザンビアからどんどん人脈や

ネットワークが広がっていく感じで、財産かなと

思います。」（B氏（研究者型）、下線筆者） 

プログラムにおける先輩・後輩学生間、同期の

学生間の交流を通じ、学生間のネットワークが形

成され、プログラム修了後も修了生間のネットワ

ークは持続する。ザンビア特別教育プログラム修

了生は、馬場・下田（2015）のキャリア 4 類型の

示すとおり様々なキャリアを歩んでいるが、異な

るキャリアに進んでいる修了生間の交流を通じ、

さらなるキャリアの広がりや発展につながってい

る。 

ザンビア特別教育プログラムにおける実体験

を通じて培われた、対象を幅広い背景のもとでと

らえる視点や、他との比較のもとで対象を相対化

してとらえる視点、研究と実践の往還を通じて考

察を深める力、価値観や考え方、修了生間のネ

ットワークは、今後も個々の修了生のキャリアの

発展を促し、その過程を通じて各修了生にとって

プログラムの価値は増していくものと思われる。 
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第 3章 資料 1 

アンケートにおける記載項目

【属性関連情報】 

①氏名、②性別、③年齢、④IDEC 修了年、⑤プログラム参加前の学歴、⑥プログラム参加前の経歴、⑦

現在の職業・所属 

【質問項目】 

⑧ザンビア特別教育プログラムへの参加の動機をお教えください（複数回答可）。

・ 修士課程の研究に取り組みながら協力隊に参加できるから。

・ 大学院修了後のキャリアのため、修士号と国際協力の現場経験が同時に得られるから。

・ 協力隊を希望していたが、国際協力の知識や経験が乏しいため、本プログラムで勉強しながら参加し

たいと考えたから。

・ 日本で教員になる前に従来の教員養成課程では得られない様々な経験を積んでおきたかったから。

・ その他。

⑨プロクラム参加を通じ、専門的な知識や技能は得られましたか（はい、または、いいえ、から選択）。

⑩「はい」と答えられた方にお伺いします。どのような専門的な知識や技能が得られましたか。箇条書きで

構いませんので、できるだけ多く思いつかれることをご記載ください。 

⑪プログラム参加前に比べて参加後、ご自身の、考え方・性格・価値観に何らかの変化はありましたか（と

てもあった、少しあった、あまりなかった、全くなかった、から選択）。 

⑫「とてもあった」または「少しあった」、と答えられた方にお伺いします。どのような変化が、考え方・性格・

価値観にありましたか。箇条書きで構いませんので、できるだけ多く思いつかれることをご記載ください。 

⑬プログラム参加前に比べて参加後、日本の政治や宗教、文化、またザンビアを含む海外の政治や宗

教、文化等について、より関心を持つようになったことはありますか。 

⑭「はい」と答えられた方にお伺いします。どのようなことに関心を持つようになられましたか。箇条書きで

構いませんので、できるだけ多く思いつかれることをご記載ください。 

⑮プログラム修了後、現在に至るまでのご経歴を大まかな形で構いませんので順を追ってお教えくださ

い。 

⑯プロクラムへの参加は、プログラム修了後のご自身のキャリアに影響を与えていますか（とても影響を

与えている、まあまあ影響を与えている、あまり与えていない、全く与えていない、から選択）。 

⑰「とても影響を与えている」、「まあまあ影響を与えている」と答えた方にお伺いします。どのような影響を

与えていますか。できる限り具体的にお教えください。 

⑱お答えいただいた経歴のうち、現在の職業・所属を含め、主要なご経歴に関し、取り組まれた（ている）

主な仕事の内容や、その仕事を通して考えたこと・感じたこと（もしもあれば）をお教えください。（ご経歴を

通じ、何らか変化がありましたら、各段階で簡単にご説明ください。） 

⑲仕事の他、プログラム参加を通してえられた知識・技能・経験等を活かして行われている活動がありまし

たら、お教えください。 （地域社会や国際交流・異文化理解、国際協力、自己研鑽等）。 

⑳プログラム修了後、指導教員やプログラムの先輩・同期・後輩との繋がりが今もありますか（はい、また

は、いいえ、から選択）。 
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㉑はいと答えられた方にお伺いします。プログラム修了後の仕事や活動等で、指導教員やプログラムの先

輩・同期・後輩とのつながりが役立ったと感じることはありますか。あるとすれば、どのような場面ですか。 

㉒プログラムに関し、改善点等のご意見やアイテアがあれば自由に記載下さい。 

第 3章 資料 2 

修了生アンケート集計結果 

以下は、本章の本文中に含めなかったアンケート集計結果を示す。 

⑧ザンビア特別教育プログラムへの参加の動機をお教えください（複数回答可）。

選択肢 回答数 

修士課程の研究に取り組みながら協力隊に参加できるから。 16件 

大学院修了後のキャリアのため、修士号と国際協力の現場経験が同時に得られる

から。 

21件 

協力隊を希望していたが、国際協力の知識や経験が乏しいため、本プログラムで勉

強しながら参加したいと考えたから。 

6件 

日本で教員になる前に、従来の教員養成課程では得られない、いろいろな経験を積

んでおきたかったから。 

3件 

⑨プロクラム参加を通じ、専門的な知識や技能は得られましたか。

選択肢 回答数 

はい 24名 

いいえ 2名 

⑩プログラム参加前に比べて参加後、ご自身の、考え方・性格・価値観に何らかの変化はありましたか。

選択肢 回答数 

とてもあった 22名 

少しあった 2名 

あまりなかった 2名 

全くなかった 0名 

⑪「とてもあった」または「少しあった」、と答えられた方にお伺いします。どのような変化が、考え方・性

格・価値観にありましたか。箇条書きで構いませんので、できるだけ多く思いつくことをご記載ください。 

回答者のキャリア類型 アンケートであげられた知識・技能（順不同）

国際協力実践者型 ・ 日本社会に染みついている排他性が特に気になり、居心地が悪いと感じる

ようになった。

・ 開発の目的について再考させられた。

・ 仕事や活動をする上で、まず同僚や関係者の方々との信頼関係を築くこと

を大切にするようになりました。

・ 相手の立場に立って物事を見て考えること、また相手に寄り添った活動を心

がけるようになりました。

・ 相手や国の状況に合わせたアプローチができるようになりました。

・ 長期的な視座で捉えること
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研究者型 ・ 研究の視点を持って実践に取り組む重要性を認識した。

・ 時間や約束を守れない性格になった その分、様々なことを肯定的に受け

入れられるようになった

・ 自分の捉え方が、自分のままでいいんだという感覚を持てるようになった

・ 価値観が広がった"

・ 考え方：人生は一度きりなので、やりたいことをやろうと思った

・ 性格：くよくよしない、失敗を失敗だと思わない

・ 価値観：人を大切にする、一人ではなにもできないが仲間がいれば乗り越

えられる。アフリカのことわざ、If you want to go fast, go alone. If you want

to go further, go together.がそのまま当てはまると思いました。またそのよ

うな価値観は、アフリカから戻ったあとにすぐ変わったのではなく、日本で働

く期間に自分の考えを対象化させたりメタ的に眺めたりして醸成されてきた

のかなと思います。

・ あとはいい意味でも悪い意味でも、アフリカナイズされてしまい、少しばかり

ミーティングに遅れるようになってしまいましたが、日本の開始時間はピッタ

リ、あるいは少し早めに集まるが、終わりの時間がエンドレスなのは、アフリ

カ的価値観からは未だに受け入れられず、これが文化性かと考えさせられ

ます。"

・ 学校教育や数学教育に対する見方（日本・開発途上国ともに）

学校教員型 ・ 日本で高校教員になることしか考えてなかったが、国際協力の世界を知り、

自分も携わってみたいと考えるようになった。英語で授業を受けることや自

分が授業をすること、海外で 2 年間暮らすこと、論文を書くこと等多くの不安

があったが、今は、どこでも暮らせる、誰とでもうまくやっていける、他の人の

手を借りながら工夫をすれば何でもできると思えるようなった。

・ 派遣前は現地教員で意欲に欠けている人に対して否定的な気持ちだった

が、給料未払い等の背景もあり、致し方ない部分もあると感じた。

・ やればなんとかなる感

・ 広い視野を身につけることができた

・ 多様性

・ 多様な価値観を受け入れられるようになった"

・ 目の前にある事実の裏にある、その人を作るバックグラウンドなどを少しは

考えられるようになったと思います。

・ 留学生と席を並べて研究に取り組めたことで、それぞれの国の文化や考え

方の特徴を感じれたことが、とても良い経験になりました。

・ より知識や経験を得たいと考えるようになった

・ 物事を前向きに様々な角度から、長期的な視点で考えるようになった

・ より多くの人と関わりたいと考えるようになった

・ 世界の事が大切に思えるようになった"

・ 日本という国の素晴らしさを知った

・ 途上国が発展は、途上国の人々の手によって行われるべきだと思うように

なった

・ 少しのことでイライラしなくなった

・ 参加する前は自分の中で人生はこのように生きていかないといけないという

考えがあったが、参加後は考えが柔軟になり、様々な生き方があると考えら

れるようになった。

民間就職者型 ・ ザンビアプログラムに参加する前までは、日本という価値観の中でしか生き

て来ませんでしたが、世界には沢山の文化があり、様々な人がいることを改

めて実感しました。そして、ザンビア及び日本の文化をより一層好きになりま

した。ザンビアの生活を経たことにより、多少の困難があっても乗り越えられ

る精神力を得られた気がします。

・ 一つの正しい教育のあり方を推し進めるのではなく、国・文化・生徒たちと言

った文脈における最適な教育のあり方を探し求めることができる、と感じな

がら研究を行うことができました。
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・ 研究という観点では、現場に深く入り込んだ研究が出来たので、自身になっ

た

・ 国際協力への関与の仕方という観点では、色々な途上国との関わり方道が

あることを気づけた。それまでは専門家ぐらいしかないと考えていたので。

・ 性格は、良くも悪くも''てきとう''になった気がします。自分がこうしたいから、

こうしたほうが良いからと押しつけたり無理に理想にたどり着こうとあくせくし

てたのが、気付いたら現地の人々と同じペースで歩んでいてもストレスじゃ

なくなりました。

・ また、自分の存在や活動が、彼らの背景や価値観を単純に否定することに

繋がるかもしれないと一度立ち止まることが大事だなと学びました。

・ 伝えたい方を精査して、あれもこれもと詰め込まずに、柱となるメッセージは

何かを考えている間に思考が収まっていった気がします。"

・ 多少のことであれば我慢待てる強くなった（諦めるようになった？）

・ 考え方の衝突があっても、「このような考えた方もあるんだ」と協力隊参加以

前よりも受け入れやすくなった。

・ 突然のトラブルに動じることが少なくなった。

・ 何かに取り組むときに、そのことだけに集中するのではなく家族との時間や

自身の時間を大切にしようとするようになった。

・ 想像していた現場と実際のギャップ

・ 教育を変えるということの難しさ

・ 国際協力的観点による価値観と現場の価値観とのギャップ

・ 途上国に教育協力する際には、自国の教育を押し付けない。

・ 相手国の生徒の文化と学力に合った教育協力する。

・ 日本で毎日供給されている水道、ガス、電気に感謝できるようになれた。

・ 大学に行けることが当たり前ではない。

・ 自分のことを好きになることができた。

・ 自分に自信を持つようになることができた。

・ 自分の長所を見いだせた。

⑯プロクラムへの参加は、プログラム修了後のご自身のキャリアに影響を与えていますか。

選択肢 回答数 

とても影響を与えている 19名 

まあまあ影響を与えている 6名 

あまり与えていない 1名 

全く与えていない 0名 

⑰「とても影響を与えている」、「まあまあ影響を与えている」と答えた方にお伺いします。どのような影響

を与えていますか。できる限り具体的にお教えください。 

キャリア類型 修了生からアンケートであげられた影響（順不同） 

国際協力実践者型 ・ プログラムへの参加が、その後のキャリアの入り口になったと考えます。

・ フィールドの実務経験や学術の専門性を得られたことは、国際協力分野でのキャ

リア構築の強みとなりました。

・ 教育分野で人々のエンパワメント支援に強く携わりたいと思えるようになりまし

た。

・ ODA よりもビジネスを通じて社会課題を解決することに関心が向いたこと、逆に

ODAは向かないと感じた

・ 専門分野のコンサルタントになった。

研究者型 ・ 研究の重要性を認識したことで、博士課程後期の進学し、大学教員を志した。

・ 教育の改善について、政策、カリキュラム、教員、授業、教材、学習者の認知とい

った様々な個々の観点とそれらを総体としてみることの重要性に関して。

・ そもそも宇宙研究者になりたかったのに、気づけば全然違う道に進んでしまっ



47 

た。。。 

・ 人的ネットワーク。元々アフリカの人々の生活や文化を長期間滞在することで知

りたかった。プログラムに参加してザンビアの研究を続けてきたので、プログラム

参加時に知り合った人々と今でも交流が有り、情報交換ができる。

・ また国内でも、プログラムに参加していた方々とのネットワークは強固で、助けら

れている面が多い。またプログラムに参加していた時期が重なっていなくても、参

加していたというだけでわかりあえ、日本国内で仲良くさせて頂いている。公私

共々お世話になっている仲間が得られたのは無形の財産。

・ 学校教育や数学教育に対する考えを広げてくれた。

学校教員型 ・ 日本の教育現場で経験を積み、今後は国際協力の世界に戻りたいと思うように

なった。

・ 国際交流系の授業，活動で活かされている

・ 国際教育に携わるようになった

・ ザンプロでの経験を評価され、国際バカロレアの指導に携わることになった。

・ 毎年 10月に、ザンビアでの体験を生徒に話す授業を担当している。

・ 参加していなければ教員にはなっていなかったと思うので。

・ 現在、受け持っている小学校 6 年生に国際協力やザンビアの話をすることが

度々あるので、とても影響があると感じています。

・ 日本における数学教育の目的や課題を意識したり、国際協力の視点をもちなが

ら教育現場に携わるようになった。

・ プログラムで得た経験を学校の生徒たちに還元することができている。

・ 理数科教師として協力隊に参加し、教師という職業を経験したため、帰国後も教

師として働いている。

民間就職者型 ・ 教育系の進路からは外れてしまいましたが、ザンビアでの生活で、日本の技術の

素晴らしさに気づかされました。日本のメーカーに就職してみたいという気持ちか

ら、帰国後に就職活動を実施し、現在に至ります。

・ プログラム参加と帰国後の TA 業務を通し、将来の教育基盤における IT の重要

さを実感しました。現職では当社製品の利用者の支援およびシステム障害等のト

ラブルシューティングを行なっています。将来的には当社の教育機関向けのソフ

トウェアの普及に携わりたいと考えています。

・ ザンビアに行く前と滞在中に自分の研究テーマである「生徒の数学的知識への

応用」に関する先行研究とそのテーマに関連する理論を読み、自分の観点を構

築していった。その観点を用いて実際のザンビアの数学の授業や生徒の数学を

使用している日常生活場面を見た際に、自身が想定したこととの乖離を感じた。

その際に、なんでこのような数学の授業をしていくのかとなんでこのような場面で

数学を使用していくのかを考え調査していた結果、ザンビアの民族や文化、生活

から根付いた数学や教育カリキュラムと教育現場との乖離であることがわかっ

た。その経験から得た理論と実践の乖離をなんでと考え見つけ出していく作業

が、自身が仕事をする上で上司が考えていること(理論)と自分の目の前の仕事

(実践)との乖離を考えることにとても影響しており、役立っている。

・ 教育と並んで大事なのが、現地での雇用を生むことだと考え、その信念に基づい

て仕事ができ、ようやく入社した会社でアフリカビジネスが出来そうな部署への異

動が叶うところまで来ている。

・ 同じ場所で同じものを同じ値段で多くのひとが売って(買って)いるザンビアの光景

が焼き付いていて、教育を受けた後の人々が働き手として社会に出たときの雇

用の少なさや価値創造の未熟さがもどかしいな、と思いまずは日本のビジネスで

はどうなっているのかを学ぼうと企業就職を選びました。

・ 仕事のパートナー（現在の私の仕事でいうと地域の指導者）との信頼関係を短時

間で結んでいく際に、現地での活動での関わり方がとても参考になっておりま

す。

・ 将来的に教育分野に携わりたいと思うようになった
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⑳プログラム修了後、指導教員やプログラムの先輩・同期・後輩との繋がりが今もありますか。

選択肢 回答数 

はい 23名 

いいえ 3名 

㉑はいと答えられた方にお伺いします。プログラム修了後の仕事や活動等で、指導教員やプログラムの

先輩・同期・後輩とのつながりが役立ったと感しることはありますか。あるとすれば、どのような場面です

か。 

キャリア類型 修了生からアンケートであげられた影響（順不同） 

国際協力実践者型 ・ 指導教員とのつながりがやはり大きいと感じます。特にルワンダ事務所時代、

日本への留学先を探していた時に、IDEC で受け入れて頂いたことは大変あり

がたかったです。

また、同じ任地の修了生とは今も親しくしており、様々な場面で意見交換をする

ことがとても刺激になっています。"

・ 自身の専門性や国際協力分野でのキャリア形成で悩んでいた時、先輩方が親

身に相談に乗ってくれ、客観的なアドバイスや意見、また様々な情報を共有し

て下さいました。先輩方の温かい支援のお陰で自分の強みや大切にしたいこと

を再確認することができ、先輩方との繋がりに感謝をしております。

・ 同期とお互いの仕事など近況報告をしあうことで、刺激や勇気を頂いておりま

す。

・ 役立ったかどうかで関係を見てませんが、色々とアドバイスをもらったり、お仕

事をいただいたりということはあります。

・ 仕事で必要になったときに、その分野や国の研究をしている修了生に質問をし

たりすることがある。

研究者型 ・ 日々の大学の業務、研究においてつながりの有用性を感じている。

・ 研究者としての研究協力やしきたりについての相談等

・ 共同研究や意見交換等、常に刺激をもらっている

・ いつもあります。例えば研究を一緒に行っている方々は、ザンプロ出身者が多

いです。あとはインフォーマルに意見を聞いたり、相談したりする先輩・後輩もい

ます。役立つというよりも、心を許せる信頼できる仲間が多いので、役に立っ

た、立たないの視点ではなく、彼らと知り合えたことが財産です。指導教官の先

生には、たくさんのお仕事をご紹介頂きましたし、多くのご指導も頂きまして、心

から感謝しています。

・ 研究活動

・ 国際教育協力

学校教員型 ・ 先生や先輩から進路のアドバイスがいただけること。大学で働く先輩が高校に

来てくれて、研究授業を行ってくれた。高校生、大学生双方にとって勉強になっ

たと思う。

・ 自身の活動として国際協力や教育分野に関わることはなくなったが、同期の仕

事を手伝うことで、その分野に関わりを持つことができる。

・ ザンプロの後輩隊員に協力してもらい，日本とザンビアでオンライン交流を行っ

た。

・ 指導教員に協力してもらい，留学生とオンライン交流を行った。

・ 研究活動の連携

・ 教員になった同期と情報交流をしている。

・ 指導教員の馬場先生とは、論文をザンビアジャーナルに投稿する過程で、今で

もご指導いただいております。

・ 上記に記載しましたが、同期とはオンラインで現地と繋いでもらいました。後輩

にも、またオンラインで現地と繋いでもらいたいと考えています。"

・ 様々な情報や知識について学ぶことが出来る
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・ 頻繁に連絡を取り合ってはいませんが、ザンビアに関する内容を学校の授業で

扱う際に写真を共有してもらう、ということはありました。

民間就職者型 ・ 歩んでいる道は違えど、同じザンビアプログラム、そして同じ経験を経ていると

いうことが、強い繋がりを生んでいると思います。自分とは違う場所で励んでい

る同期や先輩の状況を Facebook 等で見て、国際協力に関心を抱くことができ

ますし、自分の今後の可能性も広がると思います。

・ 指導教員およびゼミの先輩方には学会や論文作成を通して引き続き指導して

いただいております。

・ 指導教員だった平川先生とは、定期的にアフリカ新規事業のアイデアの意見交

換はしており、アイデアの整理が出来たり、先生の知見を聞くことができ、有意

義だった。

・ 就活時に相談にのっていただきました。

・ また、修了後も学会への参加を勧めて頂きました。"

・ "先生方にはいろいろな機会を提供していただいたり、紹介していただき感謝し

ています。先輩、同期、後輩とは連絡を取り合って情報交換や交流をしていま

す。

・ 現在国際協力活動をしている NPO 法人はこのプログラムの同期がメンバーに

います。

㉒プログラムに関し、改善点等のご意見やアイテアがあれば自由に記載下さい。 

回答（順不同） 

・ IDEC は JOCV 帰国後の進路支援で知った。JOCV 応募前の人たちに宣伝することでザンプロ参加

者が増えると思う。

・ 残念ながら連絡の取れなくなったプログラム参加者もいたりもするので、同窓会のネットワークが活発

化するとよいなと思います。ただ、それぞれの職業がバラバラのため、どういう活動をするのか、という

点が少し難しいとは思いますが・・・

・ 研究のテーマは実際にザンビアへ行った後に変わることもあると思うので、ザンビアの学校の長期休

み期間等を利用して、指導教員や先輩方とじっくり相談できる機会をオンラインで取れると良いなと思

いました。

・ プログラムを希望するも青年海外協力隊の試験に合格することができず参加できない院生がいるた

め、そういった院生にも対応できるスキームがあると良いと思う。

・ 在外期間を 1年に。

・ JOCVの職種の拡大（指導教員の確保のため他大学とコンソーシアム形成の必要？）

・ 宣伝広報の普及。

・ コロナ禍において現在どのような形でプログラムが推進されているか把握しかねますが、理数科教育

の要請がザンビア全体を見て減少傾向であることから、理数科教育以外の教育職種(青少年活動、小

学校教育、情操教育)も含めてプログラム参加者を募ることができれば、参加者の増加および幅広い

研究の蓄積が実現すると思います。幅広い分野の研究者・協力隊員はザンビアでの需要も非常に高

いかと思います。

・ 私が参加したころより、待遇面の改善もされているということを聞いており、現状がよく分からないの

で、コメントは控えますが、教育文化だけでなく色々な分野でも研究できるようになるとより良いのかな

と思う。

・ UNZA の学生との意見交換の機会があると面白いなと思いました。隊員の気付きと現地の学生での

気付きは違うと思うので、俯瞰して見直しフィードバックを受けたり議論したりすることができれば、研

究としてはより実りあるのかなと思います。

・ 現地では、子どもたちを指導すること以上に現地の先生方と協働する難しさに頭を悩ませることもある

ので、特に教員経験のない学部卒の学生にはほんの少しでも教師教育にアンテナを張っておくことを

お勧めしたいです。

・ 私が在学中、学生が所属する研究室間で研究フォローに大きく差があったように感じておりました。

・ 協力隊活動に従事していると研究のことから意識が離れてしまう時もあるかと思います。全ての学生

が研究指導を定期的に受けることができる環境（メールでの研究発表、もしくは Zoom などのオンライ

ンゼミなど）を整えることでより学生の研究室も活動の質も上がるのではないかと在学中感じました。"
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・ 他のアフリカのプロジェクトを設け、多くのアフリカの大学との国際学会を開催する。

→広島大学人間社会科学研究科では、アフリカからの留学生を受け入れてきた結果、多くの人脈が

ある。

→その人脈を用いてザンビアではなく、JICAと他のアフリカの国の大学と連携し、ザンビア特別教育

プログラムのようなプログラムを設ける。

→そのプログラムを設けることによるザンビア大学との合同研究会のような学会を開催し、その国の

大学と広島大学の研究を通した知見を共有できる。

→その個々の国の大学を集め学会の規模を大きくし、国際学会にすれば、もっと大学連携を通した

国際協力が浸透していく。

1 馬場・下田（2015）において、開発コンサルタント企業への就職は、国際協力実践者型に区分される。 
2 インタビュー対象者は、馬場・下田（2015）で示されたキャリア 4類型をもとに各類型にて修了生 2名を選

定。 
3 本調査の実施については、広島大学大学院国際協力研究科研究倫理審査委員会の承認を 2021 年 8 月

31 日付で得ている。個人情報の保護の観点から、アンケート回答者やインタビュー対象者の氏名は本報告

書に記載しない。また、アンケートにおいては回答者の氏名の記入についても、回答者の任意とした。 
4 インタビューでは、①～③の問いに加え、以下の 2つも問いに含めている。「お仕事以外で、日本の地域社

会に関連した活動、国際交流・異文化理解や国際協力に関連した活動をされた、または現在もされておりま

したら、お教えください。」、「上記でお答えになられた活動に関し、ザンビア特別教育プログラムへの参加が

影響を与えたと思われる事例等があれば教えてください。」 
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第 4 章 広島大学大学院人間社会科学研究科設立記念セミナー 
ザンビア特別教育プログラム 20 周年記念成果報告会・シンポジウム 

「ザンビア特別教育プログラムの成果と今後の方向性」

１．挨拶 

（１）広島大学大学院人間社会科学研究科

馬場卓也 副研究科長・教授

広島大学大学院人間社会科学研究科で副研

究科長を務めております馬場と申します。本日は

主催者を代表してご挨拶をさせていただきます。

文部科学省高等教育局主任視学官・高等教育

国際戦略プロジェクトチームリーダー、岸本織江

様。国際協力機構青年海外協力隊事務局長、小

林広幸様。東京大学大学院教育学研究科教授、

北村友人様。本日は、ご参加またご挨拶、ご講

演をいただき、ありがとうございます。ご多用のと

ころにも関わらず、またコロナが完全に収束して

いない中で感染対策をとりながらでありますが、

対面またはオンラインにて多数のご参加ありがと

うございます。本日の成果報告会およびシンポジ

ウムの趣旨をご説明させていただきます。本日

のザンビア特別教育プログラム20周年記念成果

報告会シンポジウムは、広島大学大学院人間社

会科学研究科の記念設立セミナーを兼ねており

ます。

さて、広島大学に国際協力を専門とする人材

を育成するため、大学院国際協力研究科が設立

されたのは 1994 年のことです。そして、ザンビア

特別教育プログラムの第 1 期生が入学したのは

2002 年のことです。プログラムが開始されたの

は、国際協力研究科から博士が輩出されるよう

になって間もない頃、また専門職大学院の議論

が始まろうという時期でした。ザンビア特別教育

プログラムの設立目的は、国際協力における実

践と研究とを融合し、研究マインドを持った実践

者および実践力のある研究者の養成にありまし

た。後ほどご説明いたしますが、本成果報告会・

シンポジウムに先立ち、20 年前にプログラムを

立ち上げた時の功労者の方々にヒアリングを行

い、その設立経緯を改めて確認いたしました。

大学院における人材育成は、小学校から大学

の学部教育までの教育の集大成であり、その後

に活躍の期待される社会への入り口とも言えま

す。従って、大学院教育は、融合的、発展的であ

ること、そして、実践的であることが求められます。

融合的、実践的であることは、単に活動を行うの

ではなく、活動と研究を同時に行うということであ

り、常に活動の意味を問うことを求めます。特に、

国際協力という国境を越えた活動では、未知の

環境の中で活動を行うことになります。活動と研

究を同時に行いますので負荷がかかりますが、

プログラムを通じて若者は大きく育っていきます。

そして、プログラムの人材育成面の効果は、プロ

グラムに在籍した期間だけで完結せず、修了後

も様々な要素が響き合い、継続していくものと考

えています。本日、調査報告にてお示しする内容

は、継続する人材育成の姿であります。もちろん、

その人材育成の全てが、ザンビア特別教育プロ

グラムのみの成果、ということではありません。し

かし、探っていくと、確かに修了生のキャリアに影

響を与えている、そのようなピースが見えてきそ

うです。本日は、ザンビア特別教育プログラムに

参加した学生、会場のフロアの方々、オンライン

でご参加の皆様とこのプログラムの 20 年間を振

り返りつつ、議論していきたいと思います。

教育はその担い手、そして教育を具現化する
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制度も重要です。ザンビア特別教育プログラムに

おける教育とは、開発途上国における活動を融

合した教育プログラムを意味し、それを具現化す

る制度とは、カリキュラム、活動内容、指導体制

等の制度・体制を指します。その点でザンビア特

別教育プログラムは国際協力機構（JICA）の多

大なるご協力を賜っています。活動と研究のフィ

ールドをご提供いただくのみならず、開発途上国

における活動では健康上、安全上の不安が伴い

ますが、JICA 青年海外協力隊事務局から、派遣

中の健康管理や安全管理面できめ細やかなサ

ポートをいただいております。

ザンビア特別教育プログラムは、2年間の長期

にわたる海外滞在を通じた取り組みであること、

青年海外協力隊のボランティア活動を単位認定

することが評価され、文部科学省による報告書

「グローバル人材育成のための大学教育プログ

ラムに関する実証研究」において優良プログラム

として取り上げられました。本日、基調講演を行

っていただく北村先生は、その報告書の研究代

表者です。

本日の成果報告会・シンポジウムは、2020 年

4 月に設立された大学院人間社会科学研究科の

設立記念セミナーを兼ねております。奇しくもコロ

ナ禍とともに始まった本研究科ですが、文系の研

究科が統合されて設立されました。本研究科に

は、文学、法学、経済学、政治学、そして教育学

や特に国際教育学といった様々な分野の教員計

400 名以上が所属しています。様々な学問分野

がある中、分野間の研究を融合させていく議論を

現在少しずつ進めているところです。そのような

新しい環境のもと、ザンビア特別教育プログラム

が 20 周年を迎え、本日のシンポジウムを通じて

プログラムの再出発について議論していきたいと

思います。

ザンビア特別教育プログラムの開始された

2002 年に比べ、グローバル化が進み、なおかつ

コロナ感染症の渦中にある2022年では、文脈が

かなり変わってきています。国際協力の意味、国

際環境、利用できる ICT 技術が随分変化しまし

た。本日のシンポジウムでは、これまでの成果を

踏まえ、新しい国際協力、新しい人材育成、新し

いザンビア特別教育プログラムを夢見ていきたい

と存じます。本日ご参集の皆様におかれましては、

積極的に様々なご意見をいただければ幸いです。

以上をもちまして主催者の挨拶とさせていただき

ます。

（２）文部科学省高等教育局

岸本織江 主任視学官・高等教育国際戦略プ

ロジェクトチームリーダー

文部科学省高等教育局主任視学官・高等教

育国際戦略プロジェクトチームの岸本です。広島

大学 20 周年記念成果報告会・シンポジウム「ザ

ンビア特別教育プログラムの成果と今後の可能

性」の開催にあたり、文部科学省を代表して一言

ご挨拶を申し上げます。

発展途上国の諸課題の解決に取り組むことが

できる高度専門職業人の育成という目的の一環

として、広島大学と JICA による連携により実施さ

れている本プログラムが 20 周年を迎えたことに

心よりお祝い申し上げますとともに、長年にわた

って本プログラムの実施にご尽力された多くの関

係者に感謝申し上げます。

文部科学省では、これまで関係省庁と連携し

ながら、開発途上国に対する支援、協力を実施し

てきました。高等教育分野におけるアフリカ諸国

への協力支援については、国費留学生や私費留

学生に対する奨学金の他、大学の世界展開力強
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化事業、アフリカ諸国との大学間交流形成支援

等の取り組みを実施しているところです。留学生

交流につきましては、令和 2 年度にアフリカから

2,070 人の学生を受け入れたほか、日本からは

令和元年度に 632 人の学生がアフリカに派遣さ

れています。大学間協定についてもアフリカの大

学と協定を結んでいる日本の高等教育機関は

126 大学・機関あり、うちザンビアの大学等との

協定を結んでいる大学等は 15 ございます。 

特に、全体として外国人の入国が厳しく制限さ

れている中、留学生の日本への入国に関しまし

ては、昨年の 11 月末からオミクロン株への対応

として、特段の事情として許可された留学生の入

国に向けて調整を進めてまいりました。今月から

は 1 日の入国者数の上限を引き上げ、観光目的

以外の外国人のより円滑な入国が可能となる水

際措置が開始されたところです。一方日本人学

生の海外への派遣につきましては、海外大学の

学位取得を目的とする 1 年間の留学についての

奨学金支援はすでに昨年から再開していますけ

れども、新型コロナウイルスの終息を待っている

と一度も留学機会を得られないまま卒業する学

生が多く生じる可能性があるということなどを踏

まえ、大学間交流等に基づく 1 年未満の海外留

学プログラムについても、安全確保に万全を期し

ていただくことを前提として、本年 3月に再開をい

たしました。引き続き関係省庁および大学等と連

携しつつ、入国を待つ留学生が円滑に入国でき

るよう、また、海外留学を希望する日本人学生が

安全に活動できるよう取り組んでまいります。

また、文部科学省では 2011 年より我が国にと

って重要な国・地域の大学と質保証を伴った連携、

学生交流を戦略的に進めることで、我が国の大

学教育のグローバル展開力を強化することを目

的とし、「大学の世界展開力強化事業」として質

の高い教育プログラムを開発・実施する大学を支

援しております。アフリカは TICAD 等を通じて我

が国と友好な関係を構築してきた経緯もあり、豊

かな天然資源や人口の増加も背景に、今後も発

展が見込まれる重要な地域と考えております。こ

のような背景を踏まえて、令和 2 年度より「大学

の世界展開力強化事業-アフリカ諸国との大学間

交流形成支援」を開始いたしました。10 大学によ

る 8 プログラムを採択し、各大学における日・アフ

リカ間の教育プログラムの開発・実施への支援を

開始しており、広島大学にもご参加いただいてい

るところです。本事業を通じてアフリカにおける大

学間国際ネットワークの形成と持続可能な成長

に貢献する人材育成を図っていきたいと考えて

おります。学部・修士段階において、海外との交

流を進めることで、大学の研究力の向上にも寄

与しております。

さて、昨年 6 月に出された教育再生実行会議

第 12 次提言では、「世界的な人材獲得競争や、

その中で拡大した遠隔・オンライン教育による国

際交流等も踏まえ、ポストコロナ期を見据えた質

の高い国際流動性を実現していくため、より具体

的かつ戦略的な目標の設定に向けた検討」を行

うことが求められています。文部科学省では、社

会経済の様々な分野でグローバルに活躍できる

人材の育成が求められる中、我が国の高等教育

機関には、教育・研究環境のグローバル化、学

生交流の拡大等、グローバル化の取り組みが一

層求められること、コロナ禍でウィズコロナ、ポス

トコロナを見据えた大学等のグローバル化を戦

略的に後押ししていくことが重要であると捉え、

高等教育のグローバル戦略の再構築を検討して

いるところです。特に学生の派遣・受入れの両面

で質の高い国際流動性を実現することが重要で

あることから、来日した優秀な外国人留学生の定

着に寄与する就職・起業支援や、留学経験者の

ネットワークの構築・活性化などの施策を検討し

ているところです。広島大学人間社会科学研究
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科におかれましては、これからのグローバル社

会において活躍する人材を育成するだけではな

く、グローバル人材を育成できる人材を作り上げ

る機関として、ますますその存在意義を発揮され

ることを期待しております。

最後に、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、学生教職員の直接的な交流が制限される

状況下で、教育・国際交流を停滞させないようご

尽力いただいている関係の皆様方に改めて敬意

を表します。また本日のこの報告会・シンポジウ

ムが、今後のさらなる交流の発展に資する場とな

ることを期待しまして、私のご挨拶とさせていただ

きます。

（３）JICA 青年海外協力隊事務局

小林広幸 事務局長

JICA 青年海外協力隊事務局の小林です。本

日は約 20 年間という長きにわたる広島大学と

JICA の連携にかかる本成果報告会・シンポジウ

ムを共催できることを心から嬉しく思っております。

文部科学省高等教育局主任視学官、岸本織江

様。広島大学大学院人間社会科学研究科、馬場

卓也様。東京大学大学院教育学研究科、北村友

人様。そして、本日ご参加いただいている全ての

皆様、本成果報告会・シンポジウムへのご協力と、

そして 20 年という長きにわたるそのご尽力に心

から感謝申し上げます。

JICA 海外協力隊事業は、1965 年に開始され

てから 57 年の間に約 54,000 人の方々にご参加

いただいております。他方、昨今の新型コロナウ

イルスの影響は大きく、海外協力隊事業にも、そ

の影を落としました。2020年 3月には、事業始ま

って以来初めて、全世界の隊員を一時帰国させ

る状況が生じました。2020年 11月より、ベトナム

を皮切りに協力隊員の再赴任を開始し、現時点

では約 37 の国で約 300 人の隊員が活動中です

が、我々は1日も早く事業の平常化に向け、全力

を尽くしてまいります。ザンビアにつきましては、

昨年 4 月に協力隊員の再赴任が実現し、依然と

して首都のみの限られた派遣ではありますが、コ

ロナ禍という難しい環境の中、隊員達は日々苦

労しながらも工夫をし、意欲的に活動に取り組ん

でいます。

ザンビア特別教育プログラムにおいて、隊員

の方々は派遣前から派遣中、先生方のサポート

を得ながら円滑に活動されていると理解していま

す。プログラムは研究という目的も兼ね備えてい

ますが、日々の活動で多忙な中、モチベーション

高く、研究に取り組まれています。また、広島大

学はザンビア大学との連携によりワークショップ

を例年開催され、近隣国のマラウィからの参加も

あると伺っていますが、そうした機会での発表の

機会を隊員に与えていただくことで、隊員の目線

を高めています。広島大学との連携のもとでの本

プログラムにより、専門性の高い人材を隊員とし

て安定して派遣でき、現地で隊員の目線を高め

る機会を与えていただいていることは JICA にと

って大きなメリットと感じています。

JICA は従来から大学の皆様はもちろん、

NGO、民間あるいは地方自治体の皆様等、様々

なパートナーの方々とオールジャパンとして国際

協力を推進しています。調査研究あるいは技術

協力プロジェクト、連携講座等、様々なスキーム

で連携可能な大学の皆様は JICA にとって重要

なパートナーと考えています。昨今、留学生受入、

開発大学院連携、JICA チェア等、日本の知見や

経験を活かしながら途上国の開発課題の解決を

図る取り組みを JICA は進めていますが、それら

活動において、大学との連携強化は一層重要性

が増しています。協力隊事業についても、例えば
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夏休みを利用しながら隊員活動に参加いただけ

るような柔軟な運用を少しずつ始めており、でき

るだけ内外の様々なニーズに応えながら、参加し

やすいメニューを増やしていきたいと考えており

ます。

現在までに約 34 の大学等と連携協定の締結

をしてまいりましたが、なかなか連携を継続でき

ないケースもあります。そうした中、20 周年を迎

えましたザンビア特別教育プログラムから得られ

る教訓は大きいと考えています。また、広島大学

は、研修員や留学生受入、プロジェクト研究とい

った様々なスキームや、ザンビア大学の連携を

通じ、多面的にザンビアの教育にご尽力いただ

いています。本日の成果報告会・シンポジウムを

通じ、今後の連携を一層強化するヒントを得たい

と考えております。

２．第 1 部 ザンビア特別教育プログラム 20 年

の歩みと成果調査報告

（１）成果調査報告～制度としての展開および人

材育成～

１）広島大学 馬場卓也 教授

先ほどのご挨拶で申し上げましたとおり、今後

のため、ザンビア特別教育プログラムの始まった

20 年前の状況、本プログラムの歩みを記録とし

て残しておくことが重要と考え、広島大学側では、

プログラム設立当時の国際協力研究科長であっ

た中山修一現名誉教授、プログラムの初代学生

を受け入れられた岩崎秀樹現名誉教授、当時学

生でしたがプログラム設立に尽力された栄永唯

利氏、JICA側では、JICA中国の所長を務められ

ていた駒澤彰夫氏、ザンビア事務所次長を務め

られていた大田孝治氏にそれぞれお話を伺うとと

もに、関連資料を確認いたしました。今お名前を

挙げた方々の他にも多数の方々のご協力を得て

ザンビア特別教育プログラムが設立・開始された

ことに心からお礼を申し上げます。本日 20 周年

を無事迎えることができました。

さて、国際協力や教育は相手がいて、その相

手を理解することや、愛情を持つことがとても大

事な分野であると思います。それらは当たり前に

聞こえるかもしれませんが、国を越えて理解する、

愛情を持つことは容易ではありません。ザンビア

特別教育プログラムの学生は、現地に派遣され

た当初戸惑いを感じます。20 代前半の若者が異

文化の環境に入り、戸惑いながら適応していく。

その過程はとても重要であると思います。昨今、

異文化理解や多様性の理解という言葉を聞きま

すが、その言葉の意味する理想はもちろん大事

ですが、それを理想にとどめず、実際に苦労しな

がら、かつ戸惑いながら、実践することは、現下

の国際状況を見ると大切であると思います。

昨今、大学では、とかく成果と言われます。例

えば、授業アンケートのような形でデータを収集

して事前・事後の変化を示すことは必要であると

思います。他方で、あまりに短期的成果のみにと

らわれると、国際協力分野における高度専門職

業人の育成という教育プログラムの本質を考え

ると、長期的成果を求めないといけないにも関わ

らず、その視点を妨げてしまう、あるいは注目度

を下げてしまわないか、という点が懸念されます。

そのような問題意識のもと、本日の成果報告会

では、人材育成面で 20 年の成果を示すことに挑

戦しておりますが、人材育成面での成果がザン

ビア特別教育プログラムのみによるものかといえ

ば、そうでないと思います。他方で、修了生に話

を聞いていくと、確かにキャリアにおける第一歩

はザンビア特別教育プログラムにあったのでは

ないかと感じられます。また、人材育成のために

は制度的環境を整えることも重要です。最初から
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今の制度的環境があった訳でなく、学生達ととも

に悩みながら改善・工夫する中で徐々にできあ

がっていった面があります。そのプロセスも、今

回とりまとめることに努力いたしましたので、後ほ

ど忌憚なきご意見をいただけれましたら幸いです。

２）広島大学 丸山隆央 特任准教授

ザンビア特別教育プログラムのこれまでの歩

みと成果に関し、その調査結果を報告させていた

だきます。発表において、プログラムの歩みにつ

いては、プログラム設立当時の広島大学及び

JICA 関係者へのヒアリングに加え、関係の文

献・資料調査を通じてとりまとめました。本スライ

ド上の人物の職位は、当時のものを記載してい

ますが、発表では主に現在の職位・呼称にてお

呼びする形とさせていただきます。キャリアへの

影響については、修了生へのインタビュー結果に

かかる考察をもとに、プログラムを通じて培われ

たと考えられる視点と能力を提示します。本日の

発表では考察の過程や修了生のインタビュー結

果の詳細について時間の都合上触れることがで

きませんので、予めご了承くださるようお願いい

たします。

プログラムの概要についてお話いたします。ザ

ンビア特別教育プログラムは青年海外協力隊派

遣を組み入れ、学位の取得が可能な大学院教育

プログラムとして、日本で初めてのものです。

2005年 3月にプログラム初代の学生が修了され

て以降、2022 年 2 月までに延べ 39 名の学生が

プログラムを修了されています。プログラムの標

準スケジュールとして、学生は入学後、協力隊に

応募し、派遣前訓練に参加するまでの間、広島

大学にて講義・演習科目を履修します。青年海

外協力隊の派遣前訓練に参加した後、学生はザ

ンビアに協力隊員として派遣されます。ザンビア

派遣中、学生は学校現場における協力隊員とし

ての活動とともに、研究活動に取り組み、帰国後、

学位論文を執筆します。

プログラムの歩みについてお話いたします。プ

ログラム設立の背景として、第一に 1990 年代の

国際開発分野の人材育成ニーズの高まりがあげ

られます。91年には名古屋大学に国際開発研究

科、92 年には神戸大学、94 年には広島大学に

国際協力研究科がそれぞれ設立されましたが、

それらは国際開発分野の人材育成ニーズの高ま

りを表したものと言えます。2000 年には文部省

国際協力懇談会の報告において国際教育協力

への大学の参画の重要性が指摘されました。ま

た、90 年のタイ・ジョムチエンにおける万人のた

めの世界教育会議、2000 年のミレニアム開発目

標等、開発援助における基礎教育分野重視の流

れもプログラム設立の背景として挙げられます。

中山修一現名誉教授は、98 年 4 月に国際協

力研究科長に就任し、青年海外協力隊派遣を組

み入れた連携教育プログラムにかかる検討依頼

を JICA に対して行いました。当時の中山研究科

長の問題意識として、開発援助の現場を学生が

経験する機会の不足がありました。国際開発分

野の理論と実践をきわめた人材育成のため、派

遣者への支援体制の充実した JICA 青年海外協

力隊派遣を大学院教育カリキュラムに取り入れ

ることが模索されました。

プログラム設置にかかる検討は、97 年 7 月の

当時の木谷JICA理事と、原田学長との面談を契

機として本格的に開始されました。青年海外協力

隊は、当時短期派遣の制度がありませんでした

ので、一般隊員としての 2 年間の派遣を組み入

れたプログラムの検討が行われました。広島大

学側では、当時の中山研究科長のもと、岩崎秀

樹現名誉教授が JICA 中国とプログラムの検討
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にあたりました。単純に、修士課程 2 年間と隊員

派遣 2 年間、派遣前訓練をあわせますと、4 年を

越えるプログラムとなります。長期間のプログラ

ムは学生の負担となることが懸念されましたので、

指導教員の現地出張や遠隔講義、インターンシ

ップやフィールドワーク科目の活用等によりプロ

グラムの標準期間を計 3 年半とする形で構想が

なされました。JICA 側では、学生の派遣国にか

かる検討が行われ、ガーナ、ケニア、ザンビア、

ジンバブエという候補国の中から、協力隊員とし

て派遣に求められる資格要件や、派遣先の環境

等を総合的に勘案し、ザンビアが派遣国として選

定され、2001 年 2 月から 3 月にかけて要請開拓

調査が広島大学と JICAの合同により実施されま

した。文部科学省へのプログラム設置申請の結

果、2001 年 3 月にプログラムの設置が承認され、

同年 5 月には JICA と広島大学との間で協定書

が締結され、学生の募集広報が開始されました。

2002 年 4 月にはザンビア特別教育プログラム

の学生 3 名が国際協力研究科に入学し、プログ

ラムが正式に開始されました。2002 年 12 月に

は、これら 3 名が初代の隊員としてザンビアに派

遣されました。プログラム開始後、学生指導・支

援体制の充実が図られて行きました。その一つと

して、現地における研究活動の環境整備のため

ザンビア大学との覚書の締結が行われました。

覚書により、学生は、派遣中にザンビア大学教育

学部リソースセンターの有する資料を閲覧するこ

と等が可能となりました。また指導教員体制とし

て、数学教育専門の馬場現・教授が 2003 年度

に国際協力研究科での教育・研究活動を始め、

理科教育専門の池田秀雄現・名誉教授が教育

学研究科から国際協力研究科に所属を移しまし

た。

派遣中の学生に対する研究指導は、指導教員

の試行錯誤を通じて整えられていきました。当時

のザンビアにおける通信環境の制約のもと、派

遣中の学生に対してメールによる研究指導が行

われました。本スライドでは、「メールゼミ」と呼ば

れる、メール形式でのゼミ指導の手順を示してい

ます。また、年 1 回、指導教員がザンビアに出張

し、学生への指導にあたりました。

プログラム初代の学生（修士課程）は、標準年

限である計 3 年半の学費を負担していましたが、

学生からの学費減免措置の要望をうけて学内の

検討の結果、最長 1 年半の休学措置が導入され

ました。

プログラム開始から 5年が経過した 2007年に

は馬場現・教授とプログラム修了生である内田氏

がザンビアに出張し、2007 年以降のプログラム

運営にかかる提言が行われました（報告書 80 ペ

ージ、本章資料 1 スライド 6枚目参照）。ザンビア

教育界は、国、州、郡・学校現場という層からなり、

各層において様々なアクターがありましたが、そ

れらアクターが会してザンビアの教育について議

論する場として、ザンビア大学と広島大学との共

催による合同ワークショップが提案されました。

2007 年に試行的にワークショップが開催され、

多くの参加者から好評を博したことから、ザンビ

ア大学との協議の結果、開催の継続が合意され

ました。

また、2007 年当時、ザンビアでは JICA の支

援のもと、授業研究を通じた教育改善を目的とし

たプロジェクトが実施されていました。ザンビア特

別教育プログラムの学生は、ザンビア派遣中、プ

ロジェクト専門家との交流の機会を得るとともに、

それぞれの任地での活動においてプロジェクト活

動との連携がなされていました。JICA プロジェク

トとの、さらなる連携強化を通じ、ザンビア教育開

発への貢献が目指されました。そして、ザンビア

に派遣されている教育分野の他の隊員との連携
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強化が提言されました。

2008年には、清水欽也現・教授が教育学研究

科から国際協力研究科に所属を移し、年 1 回、

池田現名誉教授、馬場現・教授、清水現・教授が

分担・交代しながらザンビアに出張し、ザンビア

大学と広島大学との合同ワークショップが開催さ

れてきました。あいにく 2020 年度及び 21年度は

新型コロナの影響により開催が見合わせとなりま

したが、これまで計 13 回の合同ワークショップが

開催されてきています。ワークショップには、ザン

ビアの国・州・郡・現場レベルの様々な教育関係

者が参加し、ザンビア大学教員、ザンビア教育省

関係者、広島大学教員、プログラム生隊員及び

一般隊員による研究発表が行われてきています。

2015 年～17 年及び 19 年にはザンビアの近隣

国であるマラウィからも参加があり、研究発表が

行われました。合同ワークショップの開催に加え、

ザンビア大学との連携強化のため、研究者招聘

も行われてきています。

ザンビアへの継続的な学生派遣を起点とし、

ザンビア大学、JICAプロジェクトとの連携を通じ、

広島大学のザンビアに対する教育分野の協力活

動は発展していきました。いくつかの代表的事例

をあげます。第一に JICA 本邦研修、専門家派遣

を通じたザンビア教育開発への貢献があげられ

ます。広島大学ではザンビア教育省関係者を研

修員としてこれまで数多く受け入れてきています

が、特に、2010 年に実施された「理数科カリキュ

ラム改訂支援」の研修員が、ザンビア帰国後、第

1 学年から 12 学年の数学・理科カリキュラムの

改訂に携わったことが特筆されます。2013 年に

は馬場教授及び池田現・名誉教授がザンビアに

出張してカリキュラム改訂にかかる技術的助言を

行いました。その結果、同カリキュラムは 2013年

にザンビア教育省により正式に採択されました。

なお、JICA 本邦研修にはザンビア特別教育プロ

グラム修了生が研修の講師としてかかわってお

り、ザンビアで学んだ学生がザンビアの教育のた

めに貢献する形での循環が生じています。

また、留学生受入を通じ、ザンビア教育界の人

材育成にも貢献してきています。2011 年には現・

ザンビア教育省国立科学センター長である、

Benson Banda 氏を修士課程で受け入れました。

Banda氏は、JICA技術協力プロジェクトのカウン

ターパートの一員であり、広島大学での学びをも

とに、キャリアをステップアップし、ザンビアの教

育界を現在リードしています。

さらに、広島大学は、研究活動を通じてもザン

ビアの教育に貢献してきています。近年では、馬

場教授により、ザンビア大学及びザンビア特別教

育プログラムの修了生とともに、ザンビアにおけ

る初等算数をテーマとした JICA プロジェクト研究

が実施されました。このように、ザンビア大学や

技術協力プロジェクトとの連携強化を通じ、ザン

ビア特別教育プログラムを起点とした活動の展

開が実現されてきています。

続いて、修了生のキャリアに対するプログラム

の影響についてお話いたします。ザンビア特別教

育プログラムは修了生にとって一つのステップで

あり、修了生のキャリアにおけるプログラムの影

響のみを抽出することは容易ではありません。他

方で、キャリアは、本スライドに示すキャリアの定

義の示唆するとおり主観的なものでもあります。

プログラムの開始から 20 年を経た今、ザンビア

特別教育プログラムでの学びが、どのような意味

をキャリアに対して持つと修了生が考えるかは、

プログラムの人材育成の効果にかかる重要な点

と考えられます。

広島大学大学院国際教育開発プログラムでは、

修了生に対するアンケート調査とインタビューを
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通じ、修了生のキャリア動向やキャリアへのプロ

グラムの影響を調査しました。この場にて改めて

アンケート・インタビューにご協力くださった修了

生の皆様に御礼申し上げます。インタビューの対

象者については、前回のプログラム成果報告会

で提示された、キャリア 4 類型をもとに選定を行

いました。キャリア 4 類型は、研究者型、国際協

力実践者型、学校教員型、民間就職者型の 4 類

型からなります。

アンケート結果から、修了後のキャリア動向に

ついてお話いたします。アンケートに回答した修

了生の約 4 割が日本の小・中・高校での教員を

務めています。続いて民間就職者型、研究者型、

国際協力実践者型の順序となっています。アン

ケート回答者 26 名のうち 24 名がプログラム参

加を通じ、専門的知識や技能が得られたと回答

しました。回答の内容は、各キャリアに関連の高

い専門的知識や技能が挙げられています。例え

ば、学校教員型では開発途上国における教育実

践の経験があげられている一方、研究者型では

途上国の教育課題にかかる理解や、研究の方法、

研究者としての姿勢があげられています。

プログラムによるキャリアへの影響について、

アンケート回答者 26 名中 25 名が影響を与えた

と回答しました。専門的知識や技能と同様、キャ

リアへの影響についても、各修了生のキャリアに

関連した回答が挙げられています。例えば、国際

協力実践者型ではキャリアにおける入口となった

ことがあげられています。ザンビアにおける協力

隊員としての活動経験と、修士課程の学位取得

は、国際協力実践者型のキャリアへの入り口と

なっています。また、民間就職者型ではザンビア

における体験がキャリア選択に影響を及ぼして

います。

では、ザンビア特別教育プログラムを通じ、ど

のような視点や能力が学生に培われてきている

のでしょうか。インタビューを通じ、各修了生の回

答に共通してみられる点をもとに、2つの視点と1
つの能力が培われてきていると考えられます。視

点の一つ目は、ザンビアの教育を全体的にとら

える視点です（報告書 83 ページ、本章資料 1 ス

ライド 12 枚目参照）。協力隊員として派遣された

学生は、配属先の学校で様々な事象を目にしま

す。配属先の教育現場における事象は、背景に

ある政策・制度、組織・ステークホルダー、社会・

文化などの影響を受けています。学生は協力隊

員として教育現場で活動しながら、その現場の事

象を研究の観点から客観的にとらえ、説明しよう

とします。その過程を通じ、ザンビアの教育を全

体的にとらえる視点が培われてきていると考えら

れます。

二つ目の視点は、ザンビアの教育を相対的に

とらえる視点です（報告書 84 ページ、本章資料 1
スライド 13 枚目参照）。ザンビアに派遣された学

生は研究の過程において、ザンビアと、日本等の

他国との比較を行います。日本等の他国の観点

からザンビアの教育をとらえることで、ザンビアの

教育の特徴が明らかになります。他方で、ザンビ

アの教育をより深く知ることは、日本の教育の特

徴の理解にもつながります。

学生にとって、ザンビアの教育を全体的、相対

的にとらえるという過程は、研究の観点から実践

の場における課題をとらえ、実践をもとに研究テ

ーマを定めて研究に取り組む、という研究と実践

を往還しながら考察を深める過程でもあります

（報告書 84 ページ、本章資料 1 スライド 13 枚目

参照）。学校現場での実践では、ある場面での問

題がクローズアップされますが、研究の過程で、

その問題はある大きな事象の一面であったり、他

国でも類似したことがあることに学生は気づきま

す。実践を通じて問題に気づき、研究によって問
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題が相対化される。問題を相対化することで整理

しても新たな問題が実践で生じ、改めて研究に取

り組むこととなります。ザンビア特別教育プログラ

ムにおいて学生は論文を執筆しますが、目に見

える論文という成果に加え、目の前の事象を全

体的にみる視点と相対的にみる視点、それらの

視点の形成とあわせて研究と実践を往還しなが

ら考察する能力が学生に培われてきていると考

えられます。

ザンビア特別教育プログラムの修了生のキャ

リアにかかる調査を通じ、一つのキャリア発展モ

デルを提示したいと思います。前ページのスライ

ドで、プログラムにおける研究と実践の往還につ

いてお話しましたが、学生は修了後、研究と実践

の往還を通じてキャリアを発展させていっている

と思われます。

キャリア発展モデルは、研究者の観点・キャリ

アと、実践者の観点・キャリアの 2 つの軸からな

ります（報告書 85ページ、本章資料 1スライド 15
枚目参照）。研究の観点から実践を見ることで実

践の課題が明らかとなる、実践の観点から研究

を見ることで研究の課題が明らかとなる、それら

の課題への対処を通じて研究と実践のそれぞれ

が向上し、キャリアアップが図られていく。ザンビ

ア特別教育プログラムは、そうした研究と実践の

往還によるキャリア発展モデルを提示していると

思われます。

本発表では、前半の歩みにおいてザンビア特

別教育プログラムを起点とした、活動の広がりや

発展を概観しました。ザンビアへの協力隊員派

遣を連携教育プログラムに組み入れることで、指

導教員は長期間にわたってザンビアの教育に関

わってきました。長期にわたるザンビア関係者と

の人間関係・協力関係の構築を通じ、様々な活

動の展開が見られましたが、それらは国際教育

協力における大学の役割や可能性を示唆してい

るように思われます。

また、本発表の後半では、主に修了生へのイ

ンタビューを通じて抽出した、ある事象を全体的、

相対的にみる視点、研究と実践の往還を通じて

考察を深める能力等についてお話しました。本日

の成果報告会・シンポジウムには、修了生の

方々を含め、有識者が登壇されますが、今後の

プログラム運営はどうあるべきか、人材育成はど

うあるべきか等について、自由に様々な意見・議

論をお願いできればと思います。ご清聴ありがと

うございました。

（２）調査報告を受けてのコメント

清水教授： 本日登壇いただいているコメンテ

ーターの皆様には、コメントの観点として、あらか

じめ二つの点をお伝えしております。一点目は、

今だからこそ振り返ってザンビア特別教育プログ

ラムからどのような影響を自身が受けたと感じて

いるのか、二点目は、今後のザンビア特別教育

プログラムあるいはプログラム生にどのようなこ

とを期待するかです。では、まず高阪先生、宜しく

お願いいたします。

１）福井大学 高阪将人 准教授（ザンビア特別教

育プログラム修了生）

まず、ザンビア特別教育プログラムからどのよ

うな影響を受けたかという点ですが、先ほど丸山

先生が発表で触れられた、研究と実践を往還し

ながら考察を深める力の点で影響が大きかった

と思います。私は、ザンビア特別教育プログラム

に参加する前、青年海外協力隊としてパプアニュ

ーギニアで活動を行っておりました。その際、子
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ども達がなぜ理科と数学で異なった解答をする

かという点に疑問を感じました。ザンビア特別教

育プログラムに参加し、その点を研究の視点から

考察することで、子ども達が理科と数学で異なっ

た解答をする背景には理科と数学の文脈依存性

（文脈が変わると、子ども達の解答が変わるとい

うこと）が影響していることが明らかとなりました。

また、理科と数学の文脈依存性を踏まえ、ザンビ

アで調査・授業を行うことで、文脈依存性と概念・

知識の繋がりが影響しているという新たな課題が

見え、研究と実践の往還の重要性に気づきまし

た。私は現在、大学教員として働いていますが、

研究と実践の往還は日々の研究活動にも役立っ

ており、研究にとどまらず、授業や業務において

も重要であると思っています。ザンビア特別教育

プログラムは、そうした汎用的な資質能力を培う

プログラムであったと思っております。

また、ザンビア特別教育プログラムへの参加を

通じ、私自身の国際協力観に変化があったよう

に思います。プログラム参加前は、理想のカリキ

ュラムを作れば教育は良くなるのではないか、と

思っていましたが、ザンビアで現地の先生方や教

育関係者と一緒に研究しながら協働で実践を行

う中で、理想のカリキュラムは社会や時代が変わ

れば異なることに気付きました。そうした中で、理

想のカリキュラムを 1 回作るのではなく、一緒に

理想のカリキュラム、求められる教育の方向性を

創り出していくことが大事であると感じました。そ

の際、研究と実践を往還しながら、現場を見なが

ら研究の視点からも捉えていくことが重要と感じ

ています。

次に、今後のザンビア特別教育プログラムに

どのようなことを期待するかという点ですが、第

一に双方向のオンライン活用の可能性があると

思います。ザンビアで活動していた当時は、イン

ターネット環境の制約から、研究室のやりとりは

メールベースで行っていました。他方で、馬場先

生が代表して行われた JICA プロジェクト研究で

は Zoom を活用し、現地の子ども達にインタビュ

ーし、さらに教授的介入を行いました。オンライン

を活用することで、例えば協働で授業研究を行う、

共同研究を行う、といったように活動の幅が広が

っていくのではないでしょうか。

第二に、ザンビア特別教育プログラムのコミュ

ニティの活性化が挙げられます。オンライン活用

とも関連しますが、例えば 1 カ月に 1 回程度、公

開セミナーのような形でプログラムの修了生と参

加中の学生が活動内容や取り組んでいることを

共有する場を設け、その場に国際協力に興味を

持つ学生や JICA の方、またはコンサルタントや

NGO の方といった国際協力に従事している方々

が参加し、意見交換・議論する。学生にとっては

国際協力のキャリア形成を知る場になり、大学に

とっては新しい共同研究を構築する場になります。

また、コンサルタントの方々にとっては優秀な人

材確保の場になると思いますし、学校教員にとっ

ては学校間の取組みを始める場になるのではな

いでしょうか。そのようなオンラインの活用により、

ザンビア特別教育プログラムのコミュニティを活

性化していけるのではないかと思います。

第三に、ザンビア特別教育プログラムの他分

野や他国への広がりに関して、プログラムを通じ

て培われた力は必ずしも理数科や研究に限定さ

れるものでないと思います。後ほどシンポジウム

において齊藤先生から体育教育との関連につい

てお話があるかと思いますが、理数科に限らず、

他分野に広げていくことができるのではないかと

思います。

２）アイ・シー・ネット株式会社 小林恭子氏（ザン

ビア特別教育プログラム修了生）
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ザンビア特別教育プログラムから、どのような

影響を受けたかという点ですが、私はザンビアで

青年海外協力隊員として授業を行い、その隊員

派遣の終了後、ザンビア特別教育プログラムに

入り、再度、協力隊員としてザンビアで授業を行

いました。一回目のザンビアにおける隊員活動

の際は、自らの教育活動や授業に関心をよせて

いましたが、プログラム参加後は、子どもがどの

ように変わっていくか、現地の教師はどのように

教え、また教えるにあたり、どのようなことを考え

ているのか、さらに教育や社会の仕組み、子ども

や教育を取り巻く環境といった点に関心が大きく

変わっていきました。このようなプログラム参加

後のものの見方が、私が教育分野の専門家やコ

ンサルタントとして技術協力を行っていく上で自

身に定着していると考えており、プログラムから

最も影響を受けた点と感じています。

次に、今後のザンビア特別教育プログラムま

たはプログラム参加生への期待ですが、ザンビ

ア特別教育プログラムの取組みはとても良いも

のと思いますので、ザンビア特別教育プログラム

の参加者やプログラムで蓄積されている研究が

今後も増え、広がっていくとよいと思います。その

ため、ザンビア特別教育プログラムには海外協

力隊の短期派遣スキームができるとよいと思い

ます。また、これまでのザンビア特別教育プログ

ラムにおける研究の中で、例えば小学校に入学

する前の就学前教育の段階からの問題、クラス

の中で算数の学習障害、境界知能等の発達障

害を持つ生徒も実はいるのではないかという点

が出てきています。理数科教育の分野の他に、

そうした就学前や特別支援の分野で関心のある

方や先生方が参加できる形、あるいは言語や文

化人類学等の分野に広げていくと参加者が増え

るように思います。

海外協力隊員の派遣期間に関連し、私はザン

ビア特別教育プログラム参加時に 30 歳を超えて

おりまして、3 年半を修士課程で過ごすことに勇

気が必要でした。海外協力隊の短期派遣を取り

入れることで、私のように社会経験を積んでから

国際協力分野に入ろうとする人材にとって、さら

に魅力的なプログラムになるのではないかと思

います。また、研究の分野が限られていることで

見えていなかったものが、研究の分野が広がる

ことで見えていくという参加者側にとってメリット

があり、またプログラムにとってもメリットが十分

にあると思います。

そして、これまでのザンビア特別教育プログラ

ムの蓄積が書籍のような形であるとよいかと思い

ます。研究という形だけでなく、もう少し柔らかい

形でもあるとよいかと思いました。2007 年位に

『ザンビアの教育』という書籍がまとめられたこと

がありましたが、そのような形で何かできたらよ

いのではないかと期待しています。

３）高等学校教諭、神奈川県高等学校国際教育

研究協議会事務局長 木村 光宏 氏（ザンビア

特別教育プログラム修了生）

まずは、丸山先生、馬場先生、ザンビア特別

教育プログラムの 20 年間の歩みをまとめてくだ

さりありがとうございました。大変興味深く、そし

て様々な苦労の上に我々の活動があったという

ことを改めて感じました。

私は現在、神奈川県の公立高校で教員として

働いております。学部卒業後、ザンビア特別教育

プログラムに参加しました。2013 年のプログラム

修了後、神奈川県で働き始めましたが、最初の

キャリアとして外国人生徒の多い地域で教員とし

て働くことになりました。内なる国際化、日本がど
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のように外国人の子どもたちを高校に受け入れ

ていくかは、とても大きな課題・テーマになってお

り、そうした場に身を置いたことで大きな学びにな

ったと感じております。

ザンビアでは英語で数学を教えていたこともあ

り、その後、国際バカロレアというカリキュラムに

関わるようになりました。現在、国際バカロレアの

カリキュラムに基づいて数学を教えています。神

奈川県は国際バカロレアの取組みを 2019 年に

始め、今年初めて学生が卒業する段階です。取

組みの設計段階から関わる機会を得て、挑戦を

する場に身を置けて、充実した教員生活を送るこ

とができたと思っています。

私は国際バカロレアのプロジェクトを日本で立

ち上げる事業に関わってきましたが、ザンビア特

別教育プログラム参加中も現地で様々なプロジェ

クトに関わりました。広島県出身ですのでザンビ

アにて原爆展を開催しましたし、現地の先生を学

校に招いて研修を実施する等のプロジェクトをい

たしました。ザンビアにおける多くの挑戦が、日

本でのプロジェクトの立ち上げや実施に繋がって

いることをひしひしと感じています。ザンビアで

様々な挑戦をする機会をいただいたことに本当

に改めて感謝しております。

今後のザンビア特別教育プログラムへの期待

ですが、高阪先生のお話にありました、オンライ

ン活用による活性化に私も大変注目しておりま

す。国際バカロレアカリキュラムでは、論文執筆

等、学習内容がかなり高度になっているところが

あります。ぜひ、オンラインで大学の先生方とつ

ながって知見等をお借りできれば、さらに面白く

なるのではないかと考えています。また、高校生

の国際協力が最近盛んになってきています。コロ

ナ禍で難しいところはありますが、高校生に国際

協力への参加を促すような刺激を与える発信が

ザンビア特別教育プログラムからなされるとよい

のではないかと思います。今後の発展をお祈りし

ています。

４）西尾直也 氏（ザンビア青年海外協力隊 OB、

元高校教諭）

私が青年海外協力隊としてザンビアで活動し

ておりました2005年から2007年にかけての頃、

現地には理数科教師隊員が 30 名から 40 名派

遣されており、そのうち 7 名から 8 名程がザンビ

ア特別教育プログラムの参加者でした。当時の

プログラム参加者の様子を思い浮かべると、苦し

そうな印象が強い感じですね。協力隊員としての

活動だけでも大変なのに大学院の研究も、という

二刀流を異国の地でするのは本当に大変であっ

ただろうと思います。

現地では理数科教師隊員による教師会という

グループがありましたが、その教師会の横の繋

がりに比べても、ザンビア特別教育プログラムの

隊員間の横の繋がりは強固でした。2006 年、ザ

ンビアの現職教員に対して講義を行うワークショ

ップに、私も講師として参加しましたが、そうした

プロジェクトはザンビア特別教育プログラムの隊

員なくしては成り立たなかったのではないかと思

います。

また、ザンビア特別教育プログラムには、横の

繋がりだけでなく縦の繋がりもあります。私は、前

任者がおらず、後任者は電話で 1回話したことが

ある位で会ったことはありません。他方で、ザン

ビア特別教育プログラムに参加すると、先輩隊員

や後輩隊員との交流、縦の繋がりができます。そ

の縦の繋がりは生涯非常に貴重な財産になるの

ではないか、また繋がりの強固さを羨ましく思っ

ていました。
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ザンビア特別教育プログラムに今後に期待す

ることですが、私はザンビアにおりましたのでザ

ンビア特別教育プログラムを知っていますが、こ

のプログラムについて高校の現場には届いてこ

ないんですね。高校生は国際協力に興味がある

というと国際関係学部に行こうか等と考えがちで

す。教員もそのように考えがちですが、実際に協

力隊員として現地に行ってみると、教育や医療、

農業等、どちらかというと文系でなく理系に進ん

だ方が協力できる範囲が広く、ピンポイントで

様々な協力ができます。ザンビア特別教育プロ

グラムを高校教員に広報する、学生だけでなくて

教員にアプローチする、国際関係に関わる大学・

大学院の共同の進路説明会を開催する等の取

組みがなされるとよいのではないかと思います。

（３）質疑応答

清水教授： 

ありがとうございました。皆様から何かお気づき

の点や質問がございましたら、ぜひこの機会にお

受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。

会場参加者： 

教育協力における実践と研究の往還を高いレベ

ルで実践されてこられたのが、馬場先生を中心と

した広島大学の研究グループと理解しております。

ザンビア特別教育プログラムは人材育成の側面

がもちろんありますが、先生方、広島大学の研究

グループの活動を支えた基礎となっていた側面

もあるのではないかと、お話を伺って感じました。

質問が二点あります。第一に、広島大学で 20
年間にわたってザンビア特別教育プログラムを

行ってこられた一方、なぜ他の大学でこのような

プログラムが生まれてきていないのでしょうか。

次に、実践と研究の往還が難しい中、広島大学

ではザンビア特別教育プログラムを行われてき

ていますが、その実践と研究の往還の取組みに

対し、JICA は何ができるのでしょうか、また実践

と研究から生まれる活動を JICA はどのように活

かせるのでしょうか。

清水教授： 

一点目の質問について馬場先生、いかがでしょう

か。

馬場教授： 

過去 2 回の成果報告会でも同様の質問がありま

したが、ザンビア特別教育プログラムに関し、他

大学の先生方から大変ですねと何度か言われま

した。プログラムの運営として例えば現地への出

張やメールゼミ等がありますが、他大学の先生

方からの大変ですねと。その言葉の背景を読み

解くと、一点目の質問の解答になるように思いま

す。つまり、日本で目の前に多くの学生がいる一

方、ザンビア特別教育プログラムの学生の人数

が限られている時、どこまでザンビア特別教育プ

ログラムにエネルギーをかけられるかという点が

最も大きい点かなと思います。

清水教授： 

高阪先生、いかがでしょうか。

高阪准教授： 

今、福井大学でも国際協力に力を入れようとして

おり、福井大学でもザンビア特別教育プログラム

のようなことをできないかと少しずつ模索しており

ます。ただ、取り組もうとすればするほど、広島大

学のこれまでの歴史、知見が本当に大きいと感

じております。広島大学では、先生方に JICA の

個別専門家としてのご経験がある、海外で調査

をされている、というような基盤の上で、ザンビア

特別教育プログラムが成り立っていると感じてお

ります。今、福井大学で取り組もうと調整していま
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すが、例えば、国際協力をフィールドとして持って

いる教員はあまりおりません。また、今年度から

少しずつ体制を整えておりますが、その中で広島

大学の先生方の国際協力への思いや歴史の重

みを感じております。ザンビア特別教育プログラ

ムのようなことを始めるのは容易ではないですが、

5 年程後には、福井大学で開始できることを目指

して今活動を行っています。

清水教授： 

高阪先生のお話にありました、歴史の重みという

点は示唆的かと思います。ザンビア大学との合

同ワークショップ等の取組みを一つずつ丁寧に

進めた結果として今があるように思います。丸山

先生いかがでしょうか。

丸山特任准教授： 

JICA としてザンビア特別教育プログラムにおけ

る実践と研究の往還の取組みをいかに活かすか

という点ですが、ザンビア特別教育プログラムの

事例からも明らかなとおり、大学は JICA との連

携において長期間にわたって留学生の受入や専

門家派遣、研究を積み重ねていくことができるか

と思います。ザンビア特別教育プログラムにおい

ては隊員派遣から始まり、技術協力プロジェクト

との連携において研究や留学生受入に広がって

きています。ある国を対象として一つのスキーム

から始め、そこから取組みが広がっていく発展的

な事業のあり方がザンビア特別教育プログラム

から示されており、JICA にとって示唆のある点か

と思います。また、これまでの取組みをもとに、今

後については、5 年後、10 年後をどのように展開

していきたいかを広島大学の方から JICAに提案

していく中で、JICA として取組みも定まってくるよ

うに思います。

清水教授： 

小林事務局長お願いいたします。

小林事務局長： 

一点目のご質問についてですが、大学にとって

のボランティア事業との連携の意義や価値、効

果が十分に明らかになっていなかったように思う

のですが、近年、徐々にグローバル人材の育成

ニーズが日本社会全体で高まってきています。そ

のような社会の変化の中で、大学の側からボラン

ティア事業に徐々に関心をお持ちいただき、お声

かけいただいているところです。

 二点目のご質問については、ザンビア特別教

育プログラムを修了された方々と今後も繋がり、

プログラムを通じて得られた知見を国内・海外で

どのように活かせるか、一緒に何ができるか等、

今後の展開について話し合っていけるとよいかと

思っています。

清水教授： 

小林事務局長ありがとうございました。第 1 部は

以上で終了いたします。

３．第 2 部 基調講演・シンポジウム 
（１）基調講演「国際教育協力における大学の役

割～グローバル人材の育成と「知識外交」への

貢献～」 東京大学 北村友人教授

ただ今ご紹介にあずかりました、東京大学の

北村です。広島大学の先生方、職員の皆様、関

係者の皆様、このような貴重な機会に講演の場

をいただき、本当にありがとうございます。そして、

20 周年本当におめでとうございます。本日は、国

際教育協力における大学の役割をテーマとして、

グローバル人材の育成と「知識外交」を概念的に

整理しながら、なぜザンビア特別教育プログラム

のような教育プログラムが大事かを考えてみたい

と思います。
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カナダのトロント大学に、ジェーン・ナイト（Jane
Knight）という高等教育の国際化に関する研究

者がいます。5、6 年程前からジェーン・ナイト先

生と様々な議論をする中で、知識外交という概念

が大事ではないかと考えました。知識外交という

言葉は、1990 年代位から国際関係論では、知的

財産権にかかる国際競争等について使われるこ

とがありましたが、教育分野ではあまり使われて

きていませんでした。

知識外交に似た概念として、ソフトパワーとい

う概念があります。ジョゼフ・ナイ（Joseph Nye）
が、軍事力や経済力というハードパワーに対し、

文化や教育を含めてソフトパワーが外交的な力

を考える上で大事だと主張しました。ジェーン・ナ

イト先生とソフトパワー論について研究する中で、

教育を議論する上でパワーを論じることに違和感

がありました。ソフトパワーやスマートパワーは覇

権主義的なところがあり、どちらが勝つかという

観点が強いのに対し、教育の国際連携はお互い

に高め合います。我々は、教員、研究者、学生等

の教育関係者達が、ある種の文化の外交官とし

て交流する中でお互いを高め合い、その交流の

中心に「知」があると考え、教育の国際連携を論

じる上では、ソフトパワーよりも知識外交という概

念が大事ではないかと考えました。

教育が国際化を進めていく中で、知識外交を

通じ、お互いにどのような形で協力しあえるかを

考えていく必要があります。知識外交は外交です

ので、国を越えた様々な交渉の側面もあります

が、その結果として最も期待されるのは異文化理

解ではないかと考えています。つまり、異なる背

景の人達が共に学び、あるいは共に研究する中

でお互いの理解を深めていく。また、「知」は、日

本、ザンビア等、欧米に限らず様々なところで生

み出されていますが、その「知」をどのように広め

るかという点でも外交という要素を入れることの

意味があると思います。つまり、生み出した「知」

をどのように実際の現場で活かしていくか、ザン

ビア特別教育プログラムは、まさにそのフロントラ

ンナーの一つではないかと思います。

高等教育の国際教育協力においては、知識外

交を通じ、協調や連携が進み、「知」の共有化が

重要になってきます。日本が 1980 年代から 90
年代初頭にかけて ODA 供与額世界第一位にな

る中で、資金面とは異なる形で国際社会に貢献

しなければいけないのではないかという議論があ

りました。知識外交という言葉は当時知られてい

なかったかもしれませんが、実はその頃の関係

者の方々が考えていたことではないかと思いま

す。名古屋大学、神戸大学、広島大学をはじめと

した国際開発協力系の大学院が 1990 年代に生

まれた背景には、実はそうした認識があったので

はないかと考えています。

国際開発協力系の大学院へのニーズが高ま

った一方で、日本国内に目を向けた時、積極的

に海外に出ていく学生達と、いわゆる内向き志向

の学生達との格差がありました。若者達の二極

化が進む中、どのようにしてグローバル人材を育

てられるか。経済界をはじめ、グローバル人材育

成の重要性の認識・社会的要請が高まる中、

2000年代後半にグローバル人材という言葉が文

部科学省により使われるようになりました。私は、

文部科学省からの依頼で実施した調査研究を通

じ、日本の様々な大学のプログラムを調査する

中で、ザンビア特別教育プログラムは本当に素

晴らしく、報告書の中で取り上げることを馬場先

生にご相談しました。

他方で、大学の側から見た時、グローバル人

材の育成の持つ意味も、2000 年代にかなり議論

されました。日本の大学の国際的プレゼンスをど

のように高めるか、また日本の持つ様々な可能



67 

性、例えばアフガニスタンやイラク等の中東地域

等で紛争が生じる中、中東やアフリカに侵略した

ことのない日本だからこそできることがあるので

はないか、そうした議論も高まりました。また、日

本の大学や学術界は、おそらく非欧米の国々の

中で最も母語を使って学術を発展させた国と言

えると思います。これだけの学術の成果・知見を

自分たちの言葉で語れる社会は、実はほとんど

ない。日本の大学は、そうした優位な立場に実は

立っていることも考えながら、大学がもっと役割を

果たしてほしいということが出てきました。

大学では、日本の社会にいる若者を育てるだ

けでなく、開発途上国をはじめとした海外の人材

も育てます。海外の人材を育てる際、頭脳流出

（ブレーン・ドレーン）がよく問題になりますが、最

近の議論では、優秀な人材は自国との繋がりを

常に保ちながら還元をしています。開発途上国

の人達を日本に招き、その人達が開発途上国に

帰っていくといった頭脳還流（ブレーン・サーキュ

レーション）を活発化させられる大学の一つが、

国際開発協力系の大学院であると思います。

国際開発協力系の大学院がそうした特徴を持

っている理由として、プロフェッショナルスクール

である（卒業後のキャリアが具体的であり、求め

られる資質・能力が明確である）ことが挙げられ

ます。開発は必ずしも答えが一つではない分野

ですが、その困難に国際開発協力系の大学院の

学生は挑戦して、迷い、戸惑い、悩む中で道を見

つけていきます。知識外交を推進する上で、国際

開発協力系の大学院は大きな役割を担っていま

す。

知識外交として貢献する中で、我々は国際教

育協力を行います。国際教育協力には、大きく分

けると2種類のスタイル、形があると思います（報

告書 94 ページ、本章資料 2 スライド 18 枚目参

照）。一つは、ドナーとレシピエントという関係性

のもと、限られた期間の中で、ODA 予算を用い

て JICA が主導して行う開発援助です。それに対

し、知的交流という、大学が長年にわたって互い

の信頼関係、対等な関係の中で行ってきている

ものがあります。知的交流において、予算は、多

くの場合、先進国側の大学が多く出すことになり

ますが、必ずしも先進国側の大学のみが負担す

るわけではありません。大学間の交流では、先

進国側の大学から開発途上国側の大学に知識

や技術移転が起こり、経済成長に伴って関係が

対等になっていくという考え方がありますが、そう

したことを我々は今でも本当に続けているのでし

ょうか。今まで類型では捉えられない国際教育協

力、国際協力のあり方があるのではないか。そ

れを知的交流と開発援助を合わせて知的開発協

力と名付けたいと思っています（報告書 96 ペー

ジ、本章資料 2 スライド 21 枚目参照）。 

知的開発協力を推進する上で知識外交が重

要ですが、日本における SATREPS、アメリカに

おける PEER のように知的開発協力に近い例は

あると思います。SATREPS は、日本の研究者と

開発途上国の研究者、文部科学省と外務省や

JICA と JST という研究関係者と開発援助関係者

がパートナーシップを組んで研究を行いながら、

研究から明らかになってきたことを開発援助とい

う形で展開します。まさに研究と実践の往還を一

つ のプロ ジ ェ ク トの中で行っ てきたのが

SATREPS のような事業であると思います。

SATREPS のような事業では、開発途上国の研

究者や生活者、専門家に必ず「知」があると考え

ます。先進国や日本の有する「知」だけでは、特

に地球規模課題と言われる課題に対処できない。

ザンビア特別教育プログラムを見ていますと、こ

うした事を感じさせられます。

ザンビア特別教育プログラムの今後の可能性
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や課題としまして、修了生の方達のネットワーク

のさらなる活用や、外部資金の活用、新たなパー

トナーの開拓、日本国内の高校のみならず行政

や産業界も含めた広報が挙げられると思います。

さらに、学生達の研究倫理にかかる指導も今後

の課題としてあるかと思います。今後、もしもザン

ビア特別教育プログラムの対象分野が広がる場

合、日本の持つ「知」を安易に海外に開放できな

い分野もあるかもしれません。今後のプログラム

の発展においては、人間社会科学研究科内にお

ける連携や研究科全体、大学全体としてのサポ

ート体制も課題として挙げられるかと思います。

知識外交のさらなる促進という観点からは、現在

のザンビア特別教育プログラムの逆のパターンと

して、ザンビアの先生が日本に来て研究をしなが

ら日本で教員養成にあたるという形も考え得るか

もしれません。

ザンビア特別教育プログラムは、アフリカと日

本の二つの大学を中心にしながら、多くの関係

者を巻き込み、そして JICA と連携しながら、知識

外交を活発化させていると思います。このことは、

日本の大学における多様性や包摂性を促進して

いく上でも大事なことだと思いますし、今後、様々

な領域でプログラムの修了生を求める業界や分

野があるのではないかと思います。修了生のキ

ャリアパスの開発も、プログラムの可能性として

挙げられるかと思います。

知識外交における教育や国際教育協力の重

要性を考える上で、UNESCO の憲章の前文に

「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、

人の心の中に平和の砦を築かなければならない」

という一節があります。1945 年、二度と大きな戦

争をしてはいけないと い う決意のも とで

UNESCO が作られた時、人の心に平和の砦を

築くのが教育ということが強調されました。今まさ

にウクライナに限らず、ミャンマー、アフリカ、中東、

中南米等、様々なところで紛争があります。この

ような世界において、知識外交への大学の貢献

の一つの道筋を示しているのがザンビア特別教

育プログラムであると思います。益々のプログラ

ムの発展を祈念し、私の発表を終えたいと思い

ます。ありがとうございました。

（２）シンポジウム

中矢准教授： 

北村先生、ご講演ありがとうございました。それ

では続いてシンポジウムに移ります。シンポジウ

ムは前半と後半に分け、5名の登壇者から、前半

では主にザンビア特別教育プログラムの成果と

課題についてお話していただき、後半ではプログ

ラムの持続性や可能性についてお話いただきた

いと思います。

北村先生、既に基調講演でお話いただいてい

ますが、端的にザンビア特別教育プログラムの

成果は何であったか、お話いただけますでしょう

か。

北村教授： 

ありがとうございます。ザンビア特別教育プログ

ラムにおける最も大きな成果は、修了生の方々

であると思います。修了生の方々が、まさに知識

外交官として、海外に限らず今活躍されている場

で周りの人々に色々な影響を及ぼしていると思

います。

中矢准教授： 

小林事務局長、ザンビア特別教育プログラムに

おける、広島大学との連携を通じ、JICA あるい

は協力隊事業として得られたものがあればご紹

介いただけますでしょうか。

小林事務局長： 

ご質問ありがとうございます。まず、ザンビア特別

教育プログラムにおける広島大学との連携を通
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じ、専門性の高い人材を協力隊員として派遣でき

ていることが挙げられます。修了生の方々からの

お話が先ほどありましたが、ザンビア特別教育プ

ログラムで派遣される協力隊員の方々は、現地

で研究を通じて新たな発見を見出されながら、活

動を通じて信頼関係を築かれて課題解決を図ら

れています。その結果、隊員やカウンターパート

自身にとっても視点や意識の変容が生じてきて

いるのではないかと思います。

次に、私はルワンダでプログラムの修了生の

方と仕事をご一緒しましたが、その方は現地で素

晴らしい活動、仕事をされました。プログラムを通

じ、実践と研究の両方の観点を習得し、また多様

性・違いを尊重しながら現地の関係者とコミュニ

ケーションをとれる人材が多数育てていただいて

いることが JICA、海外協力隊事業として得られ

たものとして挙げられます。

中矢准教授： 

ありがとうございました。それでは続きまして、小

林恭子様、ザンビア特別教育プログラムへの参

加がご自身のキャリアにどのような影響を与えた

かについてお話いただけますでしょうか。

小林恭子氏： 

ザンビア特別教育プログラムに参加していた頃、

JICAによる技術協力プロジェクトが現地で実施さ

れていました。技術協力プロジェクトでは、先生

方が実践する授業を振り返り、授業を改善する、

授業研究と呼ばれる取り組みを推進していました。

プロジェクトの様子を見ながら、私自身もそのプ

ロジェクトに関連して現職教員に対する講義等の

活動を行いました。また、広島大学の先生方が

現地に来られた際、ザンビア大学との連携の様

子や、技術協力プロジェクトとの連携の様子をつ

ぶさに見ることができました。そうした現場に自分

の身を置いていたことで、その後、国際協力の世

界で専門家として活動していく際に、ザンビア特

別教育プログラムでの経験を振り返って活用でき

ました。ザンビア特別教育プログラムは国際協力

の世界への入口として大きな意味があったと考

えております。

また、研究と実践の往還に関し、数学教育が

私の専門分野ですが、その関連のコンサルタント

業務に従事する際には、研究の視点や専門的な

根拠を隣に必ず置いて、その視点を並行させな

がら、計画を遂行していくことを忘れないようにし

ています。さらに、専門分野の研究について知識

を得られるよう、研究者の方々と繋がりを持ち続

けていくことに気をつけています。

中矢准教授： 

ありがとうございました。では、池田先生、プログ

ラム設立当初に目指されたことがあったと思いま

すが、どの程度実現できたとお考えでしょうか。

池田名誉教授： 

私は国際協力研究科に務めておりましたが、6年

前に定年で退官いたしました。私は国際協力研

究科におりまして、ザンビア特別教育プログラム

が教育・研究・社会貢献に合致しましたので、プ

ログラムに没頭できたように思います。

プログラムの開始から 20 年間かけ、多くの修

士論文や博士論文が執筆され、ザンビアの教育

における問題点が明らかになり、また日本の教

育における問題点と比較し、そして日本の教育に

おける良い点も見えてきたかと思います。例えば、

ザンビア固有の問題点として、これはザンビアだ

けでなく、近隣国のマラウィにも関係しますが、地

方言語と教授言語を媒介する共通言語がないた

め、特に子どもの初等教育の開始時点からの支

援が必要であろうということが見えてきました。

また、日本の教育における良い点や悪い点も

明確になってきたと思います。良い授業は、生徒

が主体的に創造する授業、生徒中心の授業です

が、これは JICA のケニアにおける技術協力プロ
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ジェクトの標語の一つです。ケニアの教員はよく

生徒中心と言いますが、授業を行ってみると教師

中心になるんですね。では、具体的にどのように

変えたらよいかということで、日本の良い先生が

どのような授業を行っているか、といった比較も

行いました。そうした研究を通じ、アフリカの授業

をどのように変えたらよいかという点も、少しずつ

分かってきたのではないかと思います。また、教

育改善のための国際協力のあり方については、

ボトムアップでの改善とトップダウンの改善を同

時に行う必要があるのではないかと思います。

JICA の技術協力プロジェクトには期限があり

ます。では、どうしたらよいかですが、例えば、ザ

ンビア大学と広島大学の連携があり、ザンビア大

学には広島大学で学位を取られた方達がおられ

ますので、この連携をぜひ継続いただきたいと思

います。ケニアの技術協力プロジェクトの杉山隆

彦リーダーが常に言われてきたことですが、主体

者は被援助国の人々であって、我々援助国側は

黒子です。私もそれに同感であります。

中矢准教授： 

ありがとうございました。続いて、齊藤教授はス

ポーツ教育協力のご専門です。ザンビア特別教

育プログラムは理数科教育分野ですが、スポー

ツ教育における取組みと比較しての特徴や成果、

共通点や相違点についてお願いいたします。

齊藤教授： 

ありがとうございます。私は、2020 年 4 月から人

間社会科学研究科・国際教育開発プログラムに

関わることになりました。私は青年海外協力隊の

OB、国際協力研究科のOB ですが、国際協力研

究科にいた時から開発途上国の体育やスポーツ

の国際協力にかかる研究を続けてきました。

理数科教育と同様、スポーツ教育分野でも青

年海外協力隊派遣は行われてきており、スポー

ツ教育分野の国際協力として青年海外協力隊派

遣はプレゼンスの高い事業と思っています。例え

ば、東京オリンピック・パラリンピックの招致の際

の安倍前首相のプレゼンテーションにおいて、

3,000 人に及ぶ日本の若者が 80 カ国以上で活

動していることが報告されました。

しかしながら、理数科教育に比べますと、スポ

ーツ教育分野の取組みについては、ザンビア特

別教育プログラムのような発展形には至っていな

いと感じています。その背景として一つには、教

科の重要性にかかる認識の相違が挙げられるか

と思います。例えば、スポーツと言いますと贅沢

品のように理解されてしまいがちです。道具や施

設等が必要というイメージが先行して結果的に優

先順位が下がってしまう。第二に、協力の成果を

数値で測りにくいという面もあるかと思います。例

えば、識字能力や計算能力、あるいは学力テスト

で数値化できるものに比べますと、体育では体力

テストはありますが、それが体育の成果かという

と違うと思います。体育は、いわゆる非認知能力

のような人間の内面・土台に効果があると思いま

すが、そうした面はエビデンスベースで測りにくい

ことも一つの課題と思っています。その他に三点

目として、2000 年代に入って欧米諸国や国連に

おいて、スポーツを社会開発のツールとして活用

する動きが広まっていきましたが、日本ではスポ

ーツの普及や、競技力の向上に重点が置かれが

ちであったこともあります。他方で、東京オリンピ

ック・パラリンピックを通じ、スポーツの価値やス

ポーツを通じた社会開発が日本でも盛んに議論

されるようになり、スポーツ教育分野の国際協力

は、これからの課題と私は考えています。

ザンビア特別教育プログラムのように、大学と

JICAの連携、研究と実践の往還の中で実施する

取組みは本当に素晴らしいと思います。特に同じ

国を対象として実施していきますので、知見が共

有される。プログラム関係者の間で共有され、時

系列としても共有できていくことは素晴らしいと思

います。
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私のゼミに所属する大学院生は、JOCVのOB
あるいは JOCV として派遣中、または JOCV へ

の参加希望を持っています。ザンビア特別教育

プログラムではありませんので、大学院を休学し

てJOCVとして派遣という形をとっていますが、ザ

ンビア特別教育プログラムは、期間やフォローア

ップの仕方も相当異なると感じました。また、派遣

国は特定の国に定まっていませんので、国によ

って事情が様々です。ザンビア特別教育プログラ

ムのように一つの国に長期間にわたり、関わり続

け、情報や知見を共有・蓄積していくことの重要

性を改めて強く感じました。今後、体育スポーツ

分野でも、協力隊参加希望の学生に対し、どの

ような形でザンビア特別教育プログラムのような

フォローアップができるかを、私自身もしっかり考

えていきたいと感じています。

中矢准教授： 

5 名のシンポジストの方々から、それぞれ成果と

課題についてお話いただきましたが、シンポジス

トの方々の間でご質問はございますでしょうか。

北村教授： 

先程、池田先生から、ザンビアの教育について

研究し、日本と比較する中で、日本の教育におけ

る課題、良い点、悪い点に気づくというお話があ

りました。私自身、海外の教育に関わる過程を通

じ、合わせ鏡のように、自分達が普段見えない、

日本の教育の側面が見える。新しいレンズを通し

て日本の教育を見ることができると感じています。

ザンビア特別教育プログラムを通じ、日本の教育

にどのように貢献してきたのかという点について、

池田先生、小林恭子様、いかがでしょうか。

池田名誉教授： 

ありがとうございます。授業で生徒にあまり考え

させていないとすると、生徒に考えさせるような授

業にするにはどうしたらよいかという基本的な点

が知識として集積されると思います。そのような

点を、アフリカ向けの JICA による本邦研修に反

映する等の形で活かせるのではないかと思いま

す。

小林恭子氏： 

ザンビア特別教育プログラムの参加者が見たも

のや感じたことは、面白く、示唆に富んでいます

ので、それらを参加者自身が日本の教育関係者

や子ども達に伝えていくことが大事ではないかと

思います。

北村教授： 

ありがとうございます。昨日、文部科学省の進め

る EDU-Port、日本型教育の海外展開プロジェク

トのシンポジウムがありました。日本の教育を海

外に展開する過程で、日本と展開先の国との間

で水平的で双方向的な学びがあり、日本の先生

達の気づきとなる等の日本側への波及効果が大

きいということを感じました。ただ、それが、単な

る経験や知見の共有で終わり、組織化、構造化

されていません。単なる経験や知見の共有をこえ

て、日本が学ぶべきことを構造化し、組織的なも

のにしていくことが大切であると感じました。

中矢准教授： 

ありがとうございました。ザンビア特別教育プログ

ラム成果と課題をふまえた今後についてのお話

を伺っていきたいと思います。

コロナ禍のもと、ザンビア特別教育プログラム

でザンビアに派遣中であった学生は2020年3月

に全員が帰国し、2021年6月から再派遣や新規

派遣が始まっています。徐々に現地派遣の再開

しつつある中、今後、ザンビア特別教育プログラ

ムが、どのような形で進むことがより望ましいの

でしょうか。これまで成果を活かしつつ、課題を克

服し、どのような方向性に向かったらよいのでしょ

うか。北村先生から知的開発協力という概念の
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提示がありました。単なる経験の共有でなく、日

本側の学びとしての体系化を、ザンビア特別教

育プログラムでどのように実現できるのでしょう

か。まず、北村先生、それらの点についていかが

でしょうか。

北村教授： 

先程の池田先生の言葉に尽きる気がします。今、

新しい学習指導要領の中で、主体的・対話的で

深い学び、探究的な学び、協働的な学習を、日

本は推進しています。本当の意味で探究をする、

主体的に学ぶ、協働するということを考える時、

おそらく日本と文脈の違う教室場面や学校文化

の中の子ども達と接することにより、ザンビア特

別教育プログラムに参加された先生方は、日本

の教室だけで教えていたら気づけなかったことを

たくさん気付かれていると思うんですね。ただ、そ

れはどこまで言語化されているのでしょうか。参

加された先生方、それぞれの個々の経験、体験、

知見でとどまっているのではないでしょうか。

ザンビア特別教育プログラムに参加された先

生方が、教室場面の中で感じたことや考えたこと

を言語化する。おそらく各参加者の修士論文等

の中に記されていると思いますが、それらは個々

の修士論文のレベルにとどまっていてザンビア特

別教育プログラムの知見として体系化された形

にはまだなっていないように思います。その点で、

研究のさらなる進化が、教育実践の更なる質の

向上に直結していくのではないかと思います。

中矢准教授： 

ありがとうございます。続いて、小林事務局長、

ザンビア特別教育プログラムを JICA として今後

どのように活かしていけるでしょうか。

小林事務局長： 

ありがとうございます。ここ 2 年程、新しい時代の

協力隊事業のあり方をテーマとして検討する過

程で念頭に置いたのは日本国内の大きな変化で

す。1990 年の入管法改定以降、多文化共生社

会の実現のため、我々の経験・知見を活かせる

かが大きな課題になってきていると考えています。

多文化共生社会の実現に向け、教育分野は最も

重要な分野と認識しており、日本の将来を担う子

ども達を育てる現場で多様性の大切さが伝えら

れることが重要です。

現職教員の方々向けの海外協力隊参加制度

があります。同制度を通じ、経験のある先生に協

力隊員として現地に活動いただける一方、その

先生方が日本に帰国されて現地での経験を日本

の教育現場で活かされることが非常に大きいと

思っています。現職教員の協力隊経験者による

OB 会がありますが、派遣前の方々への準備等

の面での助言や、帰国後の社会還元の取組み

の紹介や助言を行っていただいています。同様

の取組みを既にザンビア特別教育プログラムで

は既に行われていますが、海外協力隊員の帰国

後の社会還元を JICA としてどのように一層後押

しできるかを考えています。

帰国隊員には現場での実践経験をお持ちの

方が多数おられますので、やはりネットワークが

とても重要かと思っています。帰国隊員の方々の

お話を伺いますと、帰国後に熱い思いをお持ちな

のですが、その思いを行動に変えて実践していく

ことは容易ではありません。その時、ネットワーク

の中で情報を共有する、課題を共有する、そして

力を共有することが重要かと思います。変化を起

こすことが容易ではない社会の中で、じわりじわ

りと多文化共生や多様性を育んでいく、その中で

海外の方に選ばれる日本になっていく社会をつく

っていく。その原点として帰国隊員の方々のネッ

トワークがあり、そのネットワークへの応援として

JICA が何をできるかを考えています。

中矢准教授： 
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ありがとうございました。北村先生から、ザンビア

特別教育プログラムの参加者が現場で気づいた

こと、学んだことを言語化して広めるというお話が

ありました。また、小林事務局長からは、帰国後

の活動におけるネットワークの重要性の指摘が

ありました。小林恭子様、大学や JICA が今後具

体的に取り組むべきことについて、いかがでしょ

うか。

小林恭子氏： 

ありがとうございます。JICA や専門家、コンサル

タントの方々は、ザンビア特別教育プログラムを

制度としてはご存知ですが、その内容、例えばプ

ログラムの学生がどのようなことを見ているか、

ということは知られていないように感じています。

また、コンサルタントは、プロジェクトの実施面で

大学と連携していますが、その大学が他にどの

ような取組みをしているかをあまり把握できてい

ないように思います。以上の事情から、ザンビア

特別教育プログラムがどのような取組みを行って

いるか、学生達がどのような活動・研究を行って

いるかを外部に伝える仕組みを作った方がよい

と思っています。

例えば、オンラインセミナーのような形で、少人

数でお話する形でもよいと思いますし、そうしたセ

ミナーをシリーズ化していくことも考えられるかと

思います。それにより、例えば、コンサルタント側

にとっては良い人材の確保の機会になりますし、

JICA 側にとっては人事異動に関わらずザンビア

特別教育プログラムのことを知る場になると思い

ます。ザンビア特別教育プログラムについて伝え

る場があることで、様々な方からの意見をいただ

いてプログラムをさらによいものとしていけるプラ

ットフォームがあるとよいのではないかと感じてい

ます。

中矢准教授： 

ありがとうございました。池田先生、いかがでしょ

うか。

池田名誉教授： 

私は、ケニアにおける JICA のプロジェクトに 15
年関与しましたけども、JICA の担当者が変わる

毎に、担当の方に再度話をしなければならないと

いうことが続いておりました。JICA にはサステナ

ビリティを保っていただきたいというのが私の切

実なお願いです。

中矢准教授： 

ありがとうございます。スポーツの観点から、齋

藤先生いかがでしょうか。

齊藤教授： 

ありがとうございます。本日様々なお話をお聞き

しながら、体育・スポーツ分野でもザンビア特別

教育プログラムに少しでも近づけるよう、体育・ス

ポーツ分野で何ができるかをしっかり考えていき

たいと思いました。

私も昨年度から国際教育開発プログラムの学

生を受け入れ始めまして、出口の問題、就職の

問題を考えています。大学院に在籍してる間に

経験したことや学んだことをどのように活かすか。

本日多数のザンビア特別教育プログラム修了生

の活躍を伺い、今後の人材育成について考えさ

せられました。

私は常に学生にダブルメジャーを目指すように

言っています。国際協力研究科等にいますと、国

際協力には詳しくなるのですが、もう一方、例え

ば私達の領域では、スポーツ教育学やスポーツ

社会学といった領域があります。それらの既存の

領域でも十分に通用する実力や知識をつける必

要があります。蓄積された既存の領域の知識を

学ぶことで、新しい領域の挑戦にも繋がると思い

ます。就職においても同様で、例えば大学でスポ

ーツと国際協力を専門に研究できるポストは限ら

れています。スポーツと国際協力に取組みつつ、
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既存の領域の中でも一定の経験やネットワーク

がないといけません。国際協力の現場に出る際

も、体育教育学といった分野における、しっかりと

した知見がないと、なかなかパフォーマンスを発

揮できないと思います。既存の領域の知識をしっ

かりと身に着けることを学生によく伝えています

が、そのための環境整備が私にとっての課題で

あると思っています。

大学院の改組により、いくつかの研究科をもと

に人間社会科学研究科ができましたので、分野

間の融合に取り組みやすい状況になってきてい

ると思います。例えば、理数科と体育の教育につ

いて異なる教科間で融合しながら研究する、ある

いは教育を越えて異なる分野間で融合しながら

研究するということがこれからますます求められ

てきますし、それが国際協力の実践の場でも力

になると考えています。ダブルメジャーと分野間

の融合のできる環境整備に努めていきたいと考

えています。

（３）質疑応答

中矢准教授： 

ありがとうございました。今から参加されている皆

様からコメントや質問をいただきたいと思います。

参加者： 

ありがとうございます。2018 年末頃に外国人材

受入れのための総合的対応策を国が打ち出しま

して、今、日本国内での外国人の受入れが大きく

動いていると思います。地域の国際化を私は仕

事としていますが、単なる国際交流でなく、社会

福祉に近いような観点で、外国人を地域の構成

員として受け入れていくという動きがあるように思

います。私の仕事では、例えば、外国人の日本

語教育や、日本の社会に外国人が生活者として

入っていくことについて、地域の住民、行政、国

際交流協会が一緒に考えるところで、苦労してい

るように思います。

これまで、それぞれの組織の違いがありなが

ら、それぞれの強みを出すことによって、より良い

ものを作ってきたのであれば、今後は、それぞれ

立場が異なる人達が、一緒になって対等な立場

で共に考えていく、考え続ける、考えようとするこ

とが求められる社会になってきていると考えてい

ます。ザンビア特別教育プログラムにおいても、

JICA、大学といった組織や立場の違いをこえて、

それぞれの強みを融合し、ともに考えていくという

ことで、何か次のステップに繋がっていくように感

じました。

中矢准教授： 

ありがとうございました。小林事務局長、お願い

いたします。

小林事務局長： 

ありがとうございます。地方の方々、外国人の

方々と共に新しい社会を作っていると感じること

があります。それら関係者がともに同じテーブル

でパートナーとして議論をしていくことが重要だと

思いますが、私は、ある意味で「よそもの」として

入り、地域の人々と信頼関係を築きながら新しい

気づきを与えていけるような存在が必要とされて

いるのではないかと思います。

協力隊員向けの派遣前プログラムとして、3 カ

月間、地方創生に取り組むプログラムを昨年から

開始いたしました。その派遣前プログラムは、ボ

ランティア活動を日本国内で行うことを通じ、実践

的なノウハウを得るとともに、日本の地方におけ

るグローバル化、多様化している状況を派遣前

の隊員によくご覧いただき、隊員として求められ

るもの、帰国後の社会還元において自分が発揮

できるものを知っていただくことを目的としていま

す。また、地方で派遣前の隊員を受け入れて下さ

った方々にお話を聞くと、隊員が来ることで今ま

で気付けていなかった地域の価値に気付くことが

できた、あるいは非常に元気や活力をいただい
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たという声がありました。

地域の方々が、協力隊員という「よそもの」の

目線を入れて隊員とコミュニケーションをとられる。

隊員は地域の方々と信頼を築きながら、隊員の

視点から地域の新しい価値を提案し、互いに相

談してともに作り上げていくといった役割を果た

せないか。開発途上国で同様の取組みをしてい

た帰国隊員が、日本各地で、そうした取組みを実

践できる仕組み作りができないかと考えています。

現在、協力隊事務局は無料職業紹介事業のラ

イセンスを取得しまして、地方自治体等からの要

望にそって帰国隊員を紹介する取組みを始めて

います。日本の地域社会を共創するパートナーと

して帰国隊員を紹介するシステムです。そうした

貢献を隊員 OB の方々と一緒に出来たらいいな

と考えています。

中矢准教授： 

ありがとうございます。他の先生方、何かコメント

ございませんでしょうか。はい。馬場先生、お願

いいたします。

馬場教授： 

オンラインで質問がありましたので、代読いたし

ます。一点目は、JICA は、このような大学院と

JOCV のプログラムを他国に積極的に広げる予

定でしょうか、という質問です。次に、私からの質

問として、北村先生にお伺いしたいのですが、お

話にございました、体系化・言語化に関し、具体

的に何かお考えがございましたら、ご教示いただ

けませんでしょうか。

小林事務局長： 

ありがとうございます。一点目のご質問に関し、

大学・大学院とのプログラムの他国への展開を

積極的に考えたいと思っています。その理由は

二つあり、第一に日本国内では少子高齢化や人

口減少の中で派遣者の確保が徐々に難しくなっ

ている中、専門性の高い方を協力隊員として派

遣するため、大学・大学院との連携は重要と認識

しています。また、大学とグローバル人材の育成

といった視点を共有し、グローバル化する社会の

中で多様性を支援する人材を養成していくことは、

社会にとっても重要であろうと思っています。

北村教授： 

ありがとうございます。体系化・言語化について

は、いわゆる教育方法論的な研究や、カリキュラ

ム研究的なものをイメージしています。また、授

業研究にかかる研究のような形で、研究枠組み

を作る形もあると思います。また、先程の池田先

生からご指摘のありました、英語と母語を媒介す

る言語のない国での子どもたちの数的理解にお

けるつまずきは何か、子どもたちにとって英語と

母語を媒介する言語がないことで理解できないこ

とは何か、ということを整理し、提示することが挙

げられます。

他方で、日本の子ども達の学びについても、検

討できるのではないでしょうか。例えば、論理的

に物事を考える子どもや、直感的に考える子ども

等、それぞれの個性があります。ザンビアの授業

場面の中で、日本の教育現場においても参考に

なるようなアプローチ、教授法があるのではない

かと想像します。私の大学の学生達が馬場先生

の授業から学んだと言っていたことの一つとして、

日本の子ども達であればしないようなミスや間違

いの仕方、概念の捉え方について、実はそれら

を日本の子ども達がしていないのでなく、気づい

てないのではないか。日本の先生達や学生達が

気づいてないだけで、どこの国の子ども達にも、

実は似たような間違いや認識の仕方をしている

かもしれない。そういったことを調べていくことで、

新しい授業のあり方を考えられるのではないか

なと強く思います。

私が在籍しております、東京大学の学校教育
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高度化専攻では、事例研究と実地研究という授

業があります。様々な授業をビデオで見て議論し

た上で、学生達に実際の授業現場で 10 時間授

業を見て自分なりの視点で分析をさせるというこ

とをやっています。その時、いつも学生から、授

業の分析枠組みになるもので、実用的なものは

思っているほど多くないと言われます。

ザンビア特別教育プログラムでは理数科教育

になると思いますが、理数科の授業を見る視点

や分析する枠組みを提示いただけるのではない

かと期待しています。そういった意味での体系化、

あるいは言語化した上での体系化。おそらく、既

に修士論文等の中に、様々な視点は提示されて

いると思いますが、それを類型化・整理した上で、

場面毎、子ども毎、単元毎等のような形で、これ

までの 20 年間の成果を整理いただけると、とて

も勉強になるのではないか、使える分析枠組み

になるのではないかという意味で申し上げました。

JICA研究所あるいは JICAが上記の点を体系

化するための研究費を先生方に提供し、広島大

学として開発する、JICA の研究プロジェクトとし

て実施する。それはまさに JICA の成果でもあり

ます。JICA 研究所のプロジェクトとして実施いた

だけたらよいなと思いました。

馬場教授： 

体系化・具体化に関し、具体的なイメージをいた

だきました。北村先生のお話を伺いながら、私達

自身、各学生の指導に追われていますが、それ

らの論文をメタ的に見ることの価値をご指摘くだ

さり、ありがとうございます。

ザンビアの現地語は五進法、五が一つの塊な

のですが、その点が活かされていません。こうし

た点を最近、研究データで確認できてきています

が、北村先生のご指摘は、現地のデータを使い

ながら、ザンビアならではの数学教育体系の構

築のようなことを考えておられるように思いました。

ご指摘の点について、これまでのザンビア特別

教育プログラムにおける研究を横断的に見れば

何かできるように思いました。

北村教授： 

ありがとうございます。おそらくザンビア特別教育

プログラムに限らず、広島大学では学生の方々

が他の国についても様々な研究をされている中

で、異なるアプローチや捉え方の知見が多くある

と思います。今のお話を伺う過程で、私達は子ど

も達の学びを一つの観点で見ていることに気づ

かされます。学びのあり方の常識を問い直すとい

った取組みやメッセージが、広島大学の国際教

育開発プログラムからなされていくことをとても期

待しています。

中矢准教授： 

本日はありがとうございました。とても実りのある

シンポジウムであったのではないかと思います。

（４）閉会の辞 広島大学 清水欽也教授

本日は、皆様長時間、ご参加くださり、ありがと

うございました。第一部ではザンビア特別教育プ

ログラムの成果と課題、特に本プログラムをどの

ように広げていけるかといった点が議論されまし

た。第二部では、北村先生から知識外交という視

点が提示され、知識外交の観点からザンビア特

別教育プログラムの発展可能性をどのように考

えられるかという点は特に興味深かったと思いま

す。

科学的リテラシーや科学技術の公衆理解とい

う概念がありますが、これら 2 つは、いわゆる欠

損モデルです。大衆は～が足りない、だから～す

べきといった考え方です。2000年代には、大衆と

科学者がどのようにコミュニケーションをとってい

くかっていうことが中心になり始めました。同じこ

とが国際教育協力にも言えるのではないか。北

村先生のお話を伺い、我々自身欠損モデルのマ
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インドで国際協力を行ってきているのではないか、

という点に気づかされました。欠損モデルのもと

での国際教育協力をパブリックコミュニケーション

の形にするにはどうすればよいのか。我々の行

っていることの言語化、構造化が必要なように思

います。

言語化・構造化の必要性は、我々国際協力に

関係する者だけでなく、日本の教育学全体の問

題かと思います。私がカンボジアのプロジェクトに

関わっていた際、あまりに授業が改善されないの

で、しびれを切らして、実際に授業のモデルを見

せました。カンボジアの先生は私の授業を見て素

晴らしいと言ってくれましたが、続いて「どうやっ

たらそのような授業ができるのかが分からない。

それを教えてほしい。」と言われた際、私にはそ

の質問に答えて語る言語がなかったんですね。

自分としてはできるけれども言語化できていない。

日本の教育技術は素晴らしく、また精緻な授業を

作り上げているのですが、言語化・構造化ができ

ていないのではないでしょうか。ザンビア特別教

育プログラムにおける研究や実践を俯瞰的に見

ながら、言葉を生み出す作業に我々が取り組む

必要があると思います。

キ ャ サ リ ン ・ ル イ ス が 「 授 業 研 究 」

を”lesson study”という言葉に言い換えられ、日

本の教育と外国の教育との対話が始まるように

なってきました。同様に、我々が普段、実践でき

ているけれども、言葉にしきれていないものを言

語化していく上では、おそらくザンビア人あるいは

カンボジア人、バングラデシュ人が我々の教育を

見る視線が大事になってくるのではないかと思い

ます。

本日の成果報告会・シンポジウム全体を通じ、

ご協力いただいた文部科学省や国際協力機構、

関係者の皆様、本当にどうもありがとうございま

した。今後とも宜しくお願いいたします。
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ザンビア特別教育プログラム20年の歩みと成果調査報告 
〜制度としての展開および⼈材育成〜

広島⼤学⼤学院⼈間社会科学研究科
国際教育開発プログラム

⾺場卓也、丸⼭隆央

2022年3⽉5⽇
1

発表の流れ

1. ザンビア特別教育プログラムの概要

2. ザンビア特別教育プログラムの歩み
※本スライドでは⼈物の職位は当時のものを記載しています。

3. ザンビア特別教育プログラム修了⽣のキャリアに対するプログラムの影
響

2

第4章　資料１
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1. ザンビア特別教育プログラムの概要

図1. ザンビア特別教育プログラムの標準スケジュール

• ⻘年海外協⼒隊派遣を組み⼊れ、学位（修⼠号または博⼠号）の取得が可能な教育プログラムとして、ザン
ビア特別教育プログラムは⽇本で初めてのもの（加藤・⾺場 2010）。

• 学⽣の受⼊を2002年4⽉に開始し、2022年2⽉までに延べ39名がプログラムを修了。そのうち5名はザンビア
特別教育プログラムにて修⼠課程修了後に博⼠課程に進学して博⼠号を取得していることから修了⽣は34名。

• プログラムにおいて学⽣は⼊学後、協⼒隊員に応募し、派遣前訓練に参加するまでの間、広島⼤学にて講義・
演習科⽬を履修。派遣前訓練参加後、学⽣はザンビアに⻘年海外協⼒隊員として2年間派遣され、帰国後、
論⽂執筆に取り組む。

• 学⽣はザンビア派遣中、学校現場における協⼒隊員としての活動とともに、研究活動に取り組む。
3年6カ⽉

6カ⽉

⼤学院
講義履修・
研究準備

訓練所
派遣前訓練

3カ⽉

ザンビア
JOCV活動・研究活動 ⼤学院

論⽂執筆

2年間 9カ⽉

3

2. ザンビア特別教育プログラム開設の背景・経緯
（〜2002年）

(1) プログラム設⽴の背景（1990年代〜2000年初頭）
- 国際開発分野の⼈材育成ニーズの⾼まり。
- ⼤学の国際教育協⼒活動参画への期待の⾼まり。
- 開発援助における基礎教育分野重視の流れ。

(2) 中⼭修⼀教授（現 名誉教授）が1998年4⽉に国際協⼒研究科⻑に就任し、連携教育プログラムの設置に
ついてJICAに検討を依頼。
- 国際開発分野の理論と実践を究めた⼈材育成のため、開発援助の現場を学⽣が経験する機会を⼤学院

のカリキュラムに導⼊することを構想。
- 派遣者への⽀援体制の充実していたJICA⻘年海外協⼒隊事業との連携が模索。

(3) 1999年7⽉の⽊⾕隆JICA理事と広島⼤学の原⽥学⻑の⾯談を契機として両機関間で本格的に検討が開
始される。
- JICAと広島⼤学の合同によるザンビアでの協⼒隊派遣要請開拓調査（2001年）（岩崎秀樹助教授

（現 名誉教授）及び栄永唯利⽒が広島⼤学から参団。）
- 2001年3⽉、プログラムの設置が承認される。
- 2001年5⽉、JICAと広島⼤学の間でプログラムにかかる協定書が締結される。

4
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2. ザンビア特別教育プログラム開始期における体制整備
（2002〜2007年）

• 2002年4⽉にプログラムの学⽣3名が国際協⼒研究科に⼊学し、プログラムが正式に開始。

• 学⽣指導・⽀援体制の充実。
- ⾺場卓也助教授（現 教授）が2003年度に国際協⼒研究科での教育・研究活動を始め、2004年度に

池⽥秀雄教授（現 名誉教授）が教育学研究科から国際協⼒研究科に所属を移す。
- 数学教育開発論や理科教育開発論等の科⽬を通じ、派遣前の学⽣指導。
- 広島⼤学とザンビア⼤学との覚書の締結（2002年12⽉）。

• 派遣中の学⽣に対する研究指導の⼯夫。
- メール形式でのゼミ指導例（研究報告を⾏う当番学⽣がメールで教員及び他のゼミ⽣に発表資料を送付。

教員及びゼミ⽣からコメントがあり、当番学⽣がコメントへの回答を返信という三段階の流れによる実施）。
- 年1回、指導教員がザンビアに出張し、現地で学⽣に指導。

• 休学措置の導⼊。
- 学⽣は3年半（プログラム標準期間）のうち最⻑で1年半の休学申請が可能。

5

2. ザンビアにおける教育開発関係者との連携強化
（2007年〜）

図2.  ザンビア特別教育プログラムの展開イメージ図（加藤・⾺場 2010）
注︓ 図中のSMASTEはJICAがザンビアで実施中であった教育分野の技術協⼒

プロジェクトの略称。

• ザンビア⼤学との連携強化。両⼤学による
合同ワークショップの開催。

• JICA技術協⼒プロジェクトとの連携強化。
ザンビア教育省、カリキュラム開発センター、
ザンビア試験評議会などの連携。

• 教育分野の他の協⼒隊員との連携強化。

⾺場准教授（現 教授）と内⽥豊海⽒に
よる合同調査でのプログラム運営にかかる提
⾔（2007年）。

6
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2. ザンビア⼤学・広島⼤学による合同ワークショップの開催
（2007年〜）

• 2007年以降、広島⼤学の教員のザンビア出張時に、
年1回計13回の合同ワークショップの開催（2020年及
び2021年は新型コロナの影響により開催⾒合わせ）。

- 国・州・郡レベルの様々な教育省関係者の参加。

- ザンビア⼤学教員、教育省関係者、広島⼤学教
員、プログラム⽣隊員、⼀般隊員、マラウィ国参加
者による研究発表。

- 開催にかかる現地費⽤はザンビア⼤学、広島⼤学
で分担。

• 合同ワークショップ開催の他、ザンビア⼤学から研究者を
招聘。

- Nkhata Bentry⽒（2016年）等。

2017年に開催された合同ワークショップの模様

7

2. ザンビア特別教育プログラムを起点とした活動の広がりの
代表的事例

• JICA本邦研修・専⾨家派遣を通じた貢献

- 本邦研修「理数科カリキュラム改訂⽀援」（2010年）、カリキュラム改訂⽀援（数学・理科）調査
（2013年）等。
帰国研修員の携わる数学・理科カリキュラム（第1〜12年⽣）の改訂を⽀援。改訂された数学・理
科のカリキュラムが2013年にザンビア教育省により採択。

• 留学⽣受⼊を通じた貢献

- Benson Banda⽒（現 ザンビア教育省国⽴科学センター⻑）（2011年に国際協⼒研究科で
修⼠号を取得）等。

• 研究活動を通じた貢献

- JICAプロジェクト研究「初等算数課題分析」（2017〜2021年）等。
8
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3. 修了⽣のキャリアに対するプログラムの影響

9

• 本調査におけるキャリアの定義、焦点
- 「⼈が、⽣涯の中で様々な役割を果たす過程で、⾃らの役割の価値や⾃分と役割との関係を⾒出してい

く連なりや積み重ね」という中央教育審議会の定義(2011年)のもと、職業・仕事の側⾯に焦点をあてる。

• 調査の⽅法

- 修了⽣に対するアンケート調査︓ 匿名性を担保するためウェブサイトへの記⼊形式にて実施。修了⽣
34名中、連絡可能な33名に2021年9⽉に送付し、26名（回答率78.8%）から回答が得られた。

- 修了⽣に対するインタビュー調査︓
- インタビュー対象者は、⾺場・下⽥（2015）の提⽰した修了⽣のキャリア4類型（研究者型、国際

協⼒実践者型、学校教員型、⺠間就職者型）をもとに、各キャリア類型から2名計8名を選定。対
象者毎にオンラインにて2021年10⽉に実施。

- 対象者からの事前回答や提出されたアンケート結果をもとにしつつ、対象者の回答に応じて追加質
問や質問の順序を変更する半構造化インタビューにより、聞き⼿を株式会社WAVEに委託して実施。

3. 修了⽣アンケート結果概要

10

キャリア類型 該当者数 アンケートに記⼊された職業・所属先
国際協⼒実践者型 4名 コンサルタント（2名）、JICA（1名）、個⼈事業(1名)

研究者型 5名 ⼤学教員（4名）、国⽴研究所（1名）
学校教員型 10名 ⼩学校教員（1名）、中学校教員（2名）、⾼等学校教員（5名）、教員（2名、ア

ンケートにおいて教育段階の区別の記載無し）
⺠間就職者型 7名 教育系⺠間企業（3名）、製造業（2名）、商社（1名）、ソフトウェア企業（1名）

• 修了後のキャリアの動向（⾺場・下⽥（2015）のキャリア類型をもとに、アンケートに回答したプログラム修了⽣26名を分類。）

• プログラムにより得られた専⾨的知識・技能

- アンケート回答者26名のうち24名（92.3%）が、プログラム参加を通じ、専⾨的知識や技能を得られたと回答。

主な回答の例

- 国際協⼒や理数科教育にかかる知識やスキル（⺠間就職者型を含めてキャリア類型に共通）
- ⼈脈やネットワークといった⼈間関係の側⾯、現地の状況をもとに活動を組み⽴てて展開する対処能⼒（国際協⼒

実践者型）
- 開発途上国における教育実践の経験等（学校教員型）
- 開発途上国の教育課題にかかる理解や、研究の⽅法や研究者としての姿勢（研究者型）
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3. 修了⽣アンケート結果概要

11

• 修了後のキャリアへのプログラムの影響

- アンケート回答者26名のうち25名（96.2%）が、プログラムは修了後のキャリアに影響を与えている、と回答。

主な回答の例

- キャリアにおける⼊⼝となったこと（国際協⼒実践者型）
- 研究における視点の重要性や修了⽣間のネットワークを得られたこと（研究者型）。
- ⽇本の教育現場における⽣徒達への還元ができること、国際交流や国際教育との関係がもてたことや国際協⼒の視

点を教育現場に携わることができること（学校教員型）
- ザンビアにおける体験をもとにしたキャリア選択への影響等（⺠間就職者型）。

3. プログラムでの実体験を通じて培われる視点:
ザンビアの教育を全体的にとらえる視点

12

ザンビアの教育現場に
おける、ある事象

社会・⽂化組織、ステー
クホルダー

学⽣

派遣中の
研究報告

派遣中の
研究指導・ゼミ⽣
との意⾒交換

政策・制度

視野の
広がり

視野の
広がり

派遣中の協⼒隊員と
の意⾒交換

ザンビア

図3. 政策・制度・⽂化等の背景要因を含め、ザンビアの教育を全体的に
とらえる視点

「ザンビア特別教育プログラムでの国際協⼒の
研究は幅広いですね。授業レベルでは、先⽣の
発問から指導の仕⽅や⼦どもの記述から学び
⽅を⾒たりします。また、学級経営、学校運営、
地域と学校との関係、中央政府で教育予算が
どれ位どこについているか、そういったことを全部
含めて国際協⼒の分野では教育の改善を考え
ていきます。」（A⽒、研究者型）
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13

3. プログラムでの実体験を通じて培われる視点:
ザンビアの教育を相対的にとらえる視点

ザンビア⽇本を含む
他国

⽇本を含む他国の
視点からザンビア
の教育を理解する。

ザンビアの教育の
視点から、⽇本を
含む他国の教育の
特徴を理解する。

「ザンビア特別教育プログラムでは⼀⽅で、⼤学院⽣と
して研究をしていましたので、ザンビアのシラバス（⽇本
の学習指導要領にあたるもの）と⽇本やイギリス等を⽐
較する中で、⽇本の教育のよい⾯（体系的なところ）
や、ザンビアの教育へのイギリスの影響、ザンビアの教育
で独⽴後変わっていない⾯等が分かりました。ザンビア
特別教育プログラムでは、様々な視点から、ザンビアと、
⽇本やイギリス等とを⽐較することを通じ、⾃⾝の専⾨
性が⾼まったように思います。」（E⽒、学校教員型）

図4. 他国からザンビア、ザンビアから他国を⾒る視点
（国を相対的にとらえる視点）

3.プログラムでの実体験を通じて培われる⼒:
研究と実践を往還しながら考察を深める⼒

14

理数科教育
等にかかる
研究

ザンビアにおけ
る実践

実践をもとにザンビア
の教育にかかる研究
設問を設定する。

研究の観点からザンビア
の教育やザンビアにおける
実践を相対的、客観的
にとらえる。

• 研究の観点から実践の場における課題をとらえる、またザンビア
における実践をもとに研究設問を定めて研究に取り組む、という
関係は左図のとおり表される。

• 研究と実践は、研究が実践の課題を明らかにする⼀⽅で、実
践が研究の課題を提⽰するという、緊張関係にある。

図5. ザンビアの教育にかかる実践と研究の往還

全体的視点、相対的視点の内⾯化
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3. ザンビア特別教育プログラムの提⽰する、
研究と実践の往還によるキャリア発展モデル

15

実践者の観点・
キャリア

研究者の観点・
キャリア

実践者の観点・
キャリア

研究者の観点・
キャリア

実践者の観点・
キャリア

研究者の観点・
キャリア

①研究の視点から
実践を⾒る。

②実践の視点から
研究を⾒る。

③実践の視点から
研究を⾒る。

• 研究の視点から実践を⾒ること
で実践の課題が⾒えてくる（図
6①）。

• 実践の視点から研究を⾒ること
で研究の課題が⾒えてくる（図
6②）。

• それらの課題に取り組む過程で
研究、実践の⼒がそれぞれ向上
し、向上を通じて新たな課題が
⾒えてくる（図6③）。

• 研究と実践の往還を通じ、社会
における⾃⾝の役割を発揮し、
社会の課題解決に貢献していく。

図6. 研究と実践の往還を通じたキャリアの発展

参考⽂献

16

加藤雅春, ⾺場卓也 （2010） 「第6章 広島⼤学⼤学院国際協⼒研究科 ザンビア・プログラム「IDEC-JICA連携融
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プログラムの成果と課題II』 広島⼤学⼤学院国際協⼒研究科.
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国際教育協力における大学の役割

ʷグローバル人材の育成と「知識外交」への貢献ʷ

東京大学大学院教育学研究科

教授 北村友人

広島大学「ザンビア特別教育プログラム」
20周年記念成果シンポジウム（2022年3月5日）

1

１．高等教育の役割と「知識外交」

2

第4章　資料２
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• グローバル化

• 経済や政治のみならず、今回の感染症の世界的流行などを含め

•地域ブロック化

• ナショナリズム

•民族的・宗教的対立

•学術に求められる独立性

• 政治、経済、宗教などとの距離を、大学がどのように取っていくか

変容する国際社会と高等教育の役割

3

知識外交（Knowledge Diplomacy）

• これまで「知識外交」という概念で捉えられてきたのは、主に知的財産権

をめぐる国際競争と交渉であった

• しかし、すべての教育段階、ならびに、さまざまな教育的営みにおいて、

「知」をめぐる国際的な連携や共有の重要性は、ますます高まっている

• とりわけ高等教育と研究で生産される知識は、人類にとって共通の財産

であることが理解されてきている

• では、どうすれば国際化された教育セクターを、知識の共有とグローバ

ルな調和強化の手段として考えることができるのか？

4
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知識外交の4本柱
• 教育

• フォーマルな面とノンフォーマル／インフォーマルな面

• すべての教育段階

• 研究

• 新しい知識を創出し、国境を越えて共有する

• イノベーションと応用

• 新しい知識を駆使して、グローバル・コミュニティに利益をもたらす

• 文化

• 基本的価値へのアプローチ方法は様々にあることを認識する

• 複数の「知る方法」を正しく評価する （Knight、2015）5

「高等教育」の国際競争とソフトパワー開発

• 世界各地の政府ならびに大学が学生と研究活動の国際化競争を繰り広

げるなか、競争に参加する学生や研究者の「文化の外交官」としての役

割が益々重要になりつつある。

• 知識セクターにおける国際競争はしばしば「ソフトパワー」の多寡によって

争われる → 「ソフトパワーとは、強制的にではなく、魅力によって、国の

アジェンダ達成を推進するために高等教育を使用することである」（Nye,

2004）

6
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相互関係に向けて

• 教育の国際化についての議論

• 知識外交を相互に促すことができる方法

• 全てのステークホルダーにとっての持続可能性と長期的影響

• 学際的協力により社会に利益をもたらす方法

• 「外交的影響」の検討

• 教育や研究が社会／世界に積極的に貢献するとすれば、どのように貢献す

るのか

• イノベーションが学問の世界を超えた協力につながるのであれば、どのように

つながるのか

• 異文化理解が進むとすれば、どのように進むのか 7

異文化理解

• グローバル化した教育セクターにおいて、学生や研究者たちは「知識外交官」

として知識の共有や創出に参加することによって、異文化理解を発展させ促

すことができる

• 他の国や社会で勉強したり、他の国や社会について勉強することは、異文化

理解を深め、感受性、コミュニケーション能力を高める

• 文化的に多様な個人間の組織化された相互作用なしには、異文化理解の潜

在力が完全には発揮されない

• 「欧米モデル」の文化や知を相対化し、多様な文化や知のあり方を尊重する
8
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ナショナリズムを緩和？

• 異文化理解を促すための国際協力の呼びかけは、しばしば、ナショナリズムの

台頭や国際的で過激な暴力の増加に反応するものである

• グローバルな教育セクターがこの問題に取り組むためには、（ソフトパワーだけ

ではない）「知識外交」が主たる目的でなければならない

• 目的がより明確で組織化された異文化相互作用も教育プログラムに組み込ん

で、個人が国境を越えて思考できるような支援を行うことは可能か

9

高等教育分野の国際教育協力における「知識外交」とは

• 個人や組織、さらには国家の間の「競争（competition）」ではなく、「協調

（cooperation）」や「連携（collaboration）」が重要である

• 「知」の共有化の重要性（＝論文等の「オープン・アクセス」も含めて）

• 高等教育における「公正さ（equity）」と「質（quality）」を高める

• 開かれた「知の共同体」を創出することが必要である

⇒ 1980年代後半から高まった国際開発分野の人材育成ニーズや大学の国際

協力活動参画への期待に、国際開発協力系大学院は応えることで、「知識

外交」の担い手としての役割を果たしてきた。
10
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２．「知識外交官」としてのグローバル人材

11

• 「内向き」志向＝「安定」志向

• 若者の志向性の変化とともに、長引く経済不況からくる就職難の影響

• 留学先の変化 ⇒ 厳しい環境で耐え忍ぶような留学を嫌い、無理なく楽しく過ごせる学

習環境を希望する傾向

（例：ニュージーランドへの留学生の増加、「競争が厳しい」印象のアメリカよりも「のんびり」した印象の

カナダやオーストラリアへの留学、英語が母国語でない北欧、等）

• 中国、韓国、東南アジア諸国など、アジアの若者たちの留学熱（＝英語力向上への期

待） ⇒ 日本の学生たちにも、「より安定的な方向に流されず、たとえ困難な選択肢で

あってもあえて挑戦する」意欲を求める社会的な認識の広がり

• 20代前半の若者たちの間の「内向き」志向は明確にみられるが、「国際」的な視野をもっ

た若者たちも確実に存在する

二極化する若者たち？

12
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• 高等教育の国際化に関する合理的動機

【国家レベル】 人的資源開発（頭脳の獲得）、国家の戦略的連携への貢献、収益

の獲得、国家建設、社会文化的相互理解の促進、国民アイデン

ティティの醸成

【大学レベル】 国際的威信の向上、国際水準での教育の質向上、学生・教職員

のニーズへの対応、収益の獲得、大学の戦略的連携、研究の促

進と知識の創造

• 日本の大学による国際貢献・国際的プレゼンスを高める可能性

• 日本が有する可能性:非欧米としての歴史的背景・社会文化的な蓄積

高等教育の国際化とグローバル人材の育成

13

• 学生の現代的学習ニーズへの対応と国際水準での教育の質向上

• より実践的な教育プログラムの開発

• 頭脳還流（brain circulation）の促進

• 日本人学生のみならず、多くの留学生を受け入れることで、国際社会で活躍する人材育成に新

しい道を拓いている

• 国際連携の活発化 （海外の大学や国際機関との連携）

• 大学や学問研究の国籍性に左右されにくい、グローバルな課題に対する連携の可能性

• 国際機関における日本および日本の大学のプレゼンスの増大

• 研究能力の向上

• 実践的なオリエンテーションを有する研究者の育成につながる

国際開発協力系大学院におけるグローバル人材育成

14
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• 中・長期的な視点からのメリットを明確に認識し、学生たちにとっての意義が

明確であり、身につけられる資格や技能が具体的で、キャリアパスを明確に

描けるような教育カリキュラムになっている

• 例：国際開発や国際協力の仕事という、修了後の目標が明確

• 単に英語を用いて国際社会で仕事ができるようになるという漠然としたイ

メージではなく、さまざまな困難に対して学生たちが「挑戦」するという気持ち

や意欲をサポートするような取り組みが多くみられる

国際開発協力系大学院の特長

15

３．「知的開発協力」としての国際教育協力

16
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途上国側から日本に対する積極的な関与

戦後日本の
社会・経済・外交の在り方

2000年代

日本の比較教育学者による積極的な取り組み

1990年代半ば

欧米主導の
教育開発研究

植民地主義の遺産を継承するなかで発展

日本の比較教育学研究
（地域研究に軸足を置いてきた）

戦前・戦中の皇国民教育の反省に基づく
途上国の教育への関与を自重

・教育の効率性
・人的資本の開発
・国際的な規範形成

途上国社会で教育が普及し、より多くの人が教育機会
を得るようになるなかで、どのような人間観にもとづき、
教育を行なっていく必要があるか

万人のための教育（EFA）

グローバルシティズンシップ教育

持続可能な開発のための教育（ESD）

＜教育分野における国際規範＞

高度経済成長期

アジアにおける日本に対する警戒感
（日本の教育援助：学校建設、理数科教育）

国際教育開発への向き合い方の変遷

17

知的交流
Intellectual Exchange

開発援助
Development Assistance

知の伝達
（Knowledge Transfer）

-双方向 -基本的に一方向

財源
（Funding）

-非ODA型
-しばしば先進国の大学等
によって提供されるが、途
上国の機関との協働などに
よって財源を確保するケー
スもみられる

-政府開発援助(ODA)
-先進国からの援助資金が
中心となるが、先進国と途
上国の大学・機関が協働し
て財源を確保するケースも
みられる

アクターの関係
（Relationship of Actors）

-対等（Equal partnership） - ドナーと被益者（Donor-
Recipient）

一般的な期間
（General Period）

-中期から長期 -短期から中期

国際教育協力の類型化－伝統的モデル－

18
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EU

パ
ー
ト
ナ
ー
に
対
し
て
よ
り
便
益
を
供
与

パートナーからより便益を授受

中進国

中国、インド

日本
シンガポール
韓国

米国、英国

出典：金児・木村・山岸（2002）を参照のうえ作成

途上国

国際教育協力の段階的変化のイメージ

19

•誰が責任の主体か?

•誰が利益を得るのか?

•利害関係者（ステークホルダー）の多様性

⇒ 大学、研究機関、政府、二国間・多国間援助機関、市民社会
組織、企業、等

• 「知的交流（Intellectual Exchange）」あるいは「開発援助
（Development  Assistance）」?
⇒目的、アクター、財源などによって異なる

国際教育協力における論点

20
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2つの類型を融合させた新しい国際協力の形を、「相互努力（mutual 
efforts）」の中から構築することが重要である。

⇒ -地球規模課題対応国際科学技術協力
（Science and Technology Research Partnership for

Sustainable Development: SATREPS）
独立行政法人科学技術振興機構（JST）

独立行政法人国際協力機構（JICA）

- Partnerships for Enhanced Engagement in Research （PEER）
米国開発援助庁（USAID）

国立科学財団（NSF）

国立衛生研究所（NIH）

知的開発協力（Intellectual Development Cooperation）－新たなモデル－

21

•日本政府が資金を拠出するイニシアチブ

•日本と発展途上国の研究者の協力を促して、

環境、医療、その他グローバルな問題を調査

•研究トピックは発展途上国のニーズに基づく

• 「土着知」や「伝統知」の活用

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

22
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途上国が創出する「知」
－Reverse Innovation－

https://www.tuck.dartmouth.edu/people/vg/

Prof. Vijay Govindarajan
(Dartmouth College)

http://ajayswamy.com/2013/08/21/reverse-innovation-and-the-role-mobile/

４．ザンビア特別教育プログラムのさらなる発展

24
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ザンビア特別教育プログラムの特長

• 日本における国際開発協力系大学院としての役割

• 1990年代の学生たちと、2000年代以降の学生たちの背景の違い、等

• 国際協力機構（JICA）との密接な連携

• 教育と実務の相乗効果

• より分野横断的な視点の強調（とりわけ人間社会科学研究科として）

• ザンビア側のカウンターパート（ザンビア大学、教育省、現地の学校、等）と

の連携体制に見られる水平的関係

• 知的開発協力の一つのモデルとしてのザンビア特別教育プログラム
25

これからのザンビア特別教育プログラム可能性と課題

• 国際機関や国際NGOなど、多様なパートナーとの連携

• 修了生たちの国内外におけるネットワークの活用

• 学内外／国内外における外部資金の獲得

• グローバル人材育成に高く貢献している実績を、行政や産業界からのさらなる

評価に結びつける

• 本プログラムが積み上げてきた教育実績を活かせる、多様なキャリア・パスのあり方を、

より明確に発信する

• ポスト・コロナ時代における、環境面も含めたコストの捉え方

• 今後はCO2対応も相まり、渡航にかかるコストが増大し、渡航機会が制限されることも想

像される
26
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研究倫理の遵守に加えて、研究インテグリティの観点へと広げる

海外で研究活動を行う学生たちへの指導

出典：文部科学省ホームページ
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/integrity/index.html

27

ザンビア特別教育プログラムのさらなる発展へ向けて

• 研究科内における位置づけ

• 一部の教員に偏ってしまっていないか？ 幅広いバックグラウンドの教員たちが有する

豊かなリソースを、いかにして組織的に再統合するか？

• 全学的な連携体制

• 理系の研究科との連携はあるのか？ 文理融合型の教育プログラムの可能性？

• 渡航前、滞在中、帰国後の各過程における、オンライン教育のさらなる活用

• 知識外交のさらなる促進を見据えて、ザンビアの人材育成のためにプログラ

ムを反転させる可能性はあるか？

• ザンビア人教師の専門職性の向上へ向けた、日本での教育実践経験、等
28
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ザンビア特別教育プログラムへの期待

•開かれた「知の共同体」を創出し、国内外の他大学や他機関・組

織との連携も活発化させることで、知識外交にさらに貢献する

•広島大学、そして日本の大学における「多様性（diversity）と包摂

性（inclusion）」を、さらに促進していく

•高度専門職としてのグローバル人材のさらなる育成と、キャリア

パスのさらなる多様化と深化

29

教育を通した平和の実現

Since wars begin in the minds of men, it is in the minds of men 

the defenses of peace must be constructed. 

戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人の心の中に

平和のとりでを築かなければならない。

～国際連合教育科学文化機関憲章（ユネスコ憲章）前文～

30
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ご清聴、どうもありがとうございました。

東京大学大学院教育学研究科

北村友人

31



成果報告会シンポジウムご挨拶・登壇者一覧（敬称略、登壇順、肩書等 2022年 3月 5日時点）

ご挨拶 

岸本 織江 

（きしもと おりえ） 

文部科学省 

高等教育局主任視学官・高等教育国際戦略ＰＴリーダー 

ご挨拶 ＆ 第 2部シンポジスト 

小林 広幸 

（こばやし ひろゆき） 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

青年海外協力隊事務局長 

ご挨拶（開会の辞）＆ 第１部成果報告 

馬場 卓也  

（ばば たくや） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

副研究科長・教授 

第 1部 

第１部司会 ＆ 閉会の辞 

 清水 欽也 

（しみず きんや） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

教授 

成果報告 

 丸山 隆央   

（まるやま たかお） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

特任准教授 

参加者他からのコメント（調査報告を受けて） 

高阪 将人   

（こうさか まさと） 

派遣：2009年から 2011年、ザンビア理数科教師 

福井大学 教育・人文社会系部門 准教授 

参加者他からのコメント（調査報告を受けて）＆ 第 2部シンポジスト 

 小林 恭子   

（こばやし きょうこ） 

派遣：2008年から 2010年、ザンビア理数科教師 

アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント

参加者他からのコメント（調査報告を受けて） 

木村 光宏    

（きむら みつひろ） 

派遣：2009年から 2011年、ザンビア理数科教師 

高等学校教諭、神奈川県高等学校国際教育研究協議会事務局長 

参加者他からのコメント（調査報告を受けて） 

西尾 直也

（にしお なおや） 

現職派遣：2005から 2007年ザンビア理数科教師 

元高校教諭（静岡県）４月よりアブダビ日本人学校勤務予定 

第２部 

第２部司会 

中矢 礼美   

（なかや あやみ） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

准教授 

基調講演 ＆ シンポジスト 

北村 友人 

（きたむら ゆうと） 

東京大学大学院教育学研究科 

教授 

シンポジスト

池田 秀雄 

（いけだ ひでお） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

名誉教授  

シンポジスト

 齋藤 一彦   

（さいとう かずひこ） 

広島大学大学院人間社会科学研究科 

教授 

第4章　資料3
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付
属
資
料

1
 
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
関
連
年
表

 

年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

1
9

9
4

（平
6
） 

4
月
：
 
広
島
大
学
大
学
院
国
際
協
力
研
究
科
（
以

下
、
「国
際
協
力
研
究
科
」と
い
う
。
）新
設
。

 

1
9

9
6

（平
8
） 

国
際
協
力
研
究
科
と
青
年
海
外
協
力
隊
事
業
と
の

連
携
に
つ
い
て
、
山
下
前
研
究
科
長
が
検
討
。

 

1
9

9
8
年

（平
1
0
） 

2
月
：
 
中
山
研
究
科
長
が
山
下
前
研
究
科
長
の
意

志
を
引
き
継
ぎ
、

J
IC

A
に
対
し
て
検
討
を
要
請
。

 

1
9

9
9

（平
1
1
） 

3
月
： 
第

8
回
国
際
開
発
関
係
大
学
院
研
究
科
長

会
議
等
に
お
い
て
、

J
IC

A
が
「高
等
教
育
機
関
に
よ

る
青
年
海
外
協
力
隊
活
動
経
験
者
の
受
け
入
れ
等

の
可
能
性
に
つ
い
て
」を
提
案
。

 

2
月
： 
前
年
同
様
、
中
山
研
究
科
長
が

J
IC

A
に
対

し
て
連
携
に
つ
い
て
検
討
を
要
請
。

 

7
月
： 

J
IC

A
木
谷
前
理
事
が
広
島
大
学
原
田
学
長

を
表
敬
訪
問
。
中
山
研
究
科
長
に
対
し
て
「
広
島
大

学
と
青
年
海
外
協
力
隊
の
協
力
（案
）」
を
提
示
。

 

1
0
月
： 
第

9
回
国
際
開
発
関
係
大
学
院
研
究
科
長

会
議
の
「青
年
海
外
協
力
隊
事
業
と
大
学
院
教
育
の

連
携
に
つ
い
て
」の
中
で
、

ID
E

C
は
「I

D
E

C
型
試
案

の
構
想
と
課
題
」を
説
明
。

 

1
2
月
：
 
国
際
協
力
研
究
科
が
「青
年
海
外
協
力
隊

と
広
島
大
学
の
協
力
に
よ
る
教
育
開
発
共
同
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
企
画
原
案
」を

J
IC

A
中
国
国
際
セ
ン
タ
ー

所
長
に
提
出
。
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

2
0

0
0
年

（平
1
2
） 

1
1
月

 
「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
時
代
に
求
め
ら
れ
る
高
等

教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」（
大
学
審
議
答
申
） 

「国
際
開
発
協
力
懇
談
会
報
告
」（
文
部
科
学
省
） 

2
月
： 
第

1
回

ID
E

C
-J

IC
A
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
準

備
委
員
会
を
開
催
。

 

4
月
： 
第

2
回

ID
E

C
-J

IC
A
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
準

備
委
員
会
を
開
催
し
、
今
後
の
検
討
課
題
を
め
ぐ
り

協
議
。
こ
の
回
か
ら

J
IC

A
中
国
国
際
セ
ン
タ
ー
所
長

に
準
備
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
加
を
要
請
。

 

6
月
： 
第

3
回

ID
E

C
-J

IC
A
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
準

備
委
員
会
を
開
催
。
今
後
の
検
討
課
題
を
め
ぐ
り
協

議
し
た
。

 

中
山
研
究
科
長
は
事
務
長
と
同
行
し
、

J
IC

A
青
年

海
外
協
力
隊
事
務
局
と
の
会
議
に
出
席
し
、
検
討
課

題
に
つ
い
て
協
議
を
行
っ
た
。
協
議
の
結
果
、
プ
ロ
グ

ラ
ム
対
象
国
を
、
ザ
ン
ビ
ア
と
す
る
こ
と
が
了
承
さ

れ
、
調
査
に
入
る
こ
と
が
決
定
。

2
0

0
1

（平
1
3
） 

2
～

3
月

 
「ザ
ン
ビ
ア
国
理
数
科
教
育
分
野
に
お
け

る
広
島
大
学
大
学
院
と
青
年
海
外
協
力
隊
と
の
連
携

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
か
か
る
調
査
」を
実
施
。

 

4
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
参
加
者

募
集
を
開
始
。
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

1
2
月
： 
「国
際
開
発
協
力
懇
談
会
・中
間
報
告
」（
文

部
科
学
省
） 

4
月
： 

ID
E

C
-J

IC
A
連
携
事
業
委
員
会
を
国
際
協

力
研
究
科
に
設
置
。

 

5
月
：
 
国
際
協
力
研
究
科
と

J
IC

A
と
の
間
で

「I
D

E
C

-J
IC

A
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
実
施
に
つ
い
て

協
定
書
「広
島
大
学
大
学
院
国
際
協
力
研
究
科
と
国

際
協
力
事
業
団
青
年
海
外
協
力
隊
事
務
局
と
の
連

携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関
す
る
協
定
書
」を
署
名
交
換
。

 

2
0

0
2
年

（平
1
4
） 

3
月
： 
「第

2
次

O
D

A
改
革
懇
談
会
最
終
報
告
」

（外
務
省
） 

7
月
： 
「国
際
教
育
協
力
懇
談
会
報
告
」（
文
部
科
学

省
） 

1
月
： 
ザ
ン
ビ
ア
共
和
国
（第

1
次
）・
南
ア
フ
リ
カ
共

和
国
現
地
調
査
（ア
フ
リ
カ
第

1
次
調
査
）
を
実
施
。

中
山
研
究
科
長
が
ザ
ン
ビ
ア
大
学
を
訪
問
し
て
ザ
ン

ビ
ア
大
学
の
副
学
長
と
面
談
。

 

4
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
学
生

3

名
が
参
加
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
開
始
。

 

9
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム
専
門
部
会
を
国
際
協

力
研
究
科
に
設
置
。

 

1
2
月
：
 
国
際
協
力
研
究
科
と
ザ
ン
ビ
ア
大
学
教
育

学
部
と
の
間
で
学
術
・
教
育
交
流
に
関
す
る
協
定
書

を
締
結
。

 

学
生
の
青
年
海
外
協
力
隊
派
遣
を
開
始
。
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

2
0

0
3
年

（平
1
5
） 

1
0
月
： 

J
IC

A
が
独
立
行
政
法
人
化
。

 

8
月
： 
指
導
教
員
に
よ
る
現
地
巡
回
指
導
を
開
始
。

（以
降
、
年

1
回
同
時
期
に
実
施
。
） 

2
0

0
4
年

（平
1
6
） 

4
月
： 
国
立
大
学
が
独
立
行
政
法
人
化
。

 

1
2
月
： 
広
島
大
学
と

J
IC

A
が
包
括
連
携
協
定
を

締
結

 

2
0

0
5
年

（平
1
7
） 

1
0
月
： 
ザ
ン
ビ
ア
に
て

J
IC

A
が
技
術
協
力
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
「
理
科
研
究
授
業
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
開

始
。

 

3
月
： 
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
学
生
が
修
士
課
程
を
初
め
て

修
了
。

 

2
0

0
6
年

（平
1
7
） 

8
月
： 
「国
際
教
育
協
力
懇
談
会
報
告
」（
文
部
科
学

省
） 

2
0

0
7
年

（平
1
9
） 

8
月
：
 
プ
ロ
グ
ラ
ム
指
導
教
員
の
現
地
出
張
、
ザ
ン

ビ
ア
大
学
と
の
合
同
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
始
（以
降
、

合
同
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
例
年

8
月
に
実
施
）
。

 

2
0

0
8
年

（平
2
0
） 

2
月
： 
ザ
ン
ビ
ア
に
て
、

J
IC

A
が
技
術
協
力
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
「S

M
A

S
T

E
授
業
研
究
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・フ

ェ
ー
ズ

2
」を
開
始
。

 

2
0

0
9
年

（平
2
1
） 

4
月
：
 
広
島
大
学
内
に
国
際
理
数
科
技
術
教
育
実

践
協
力
研
究
セ
ン
タ
ー
（S

M
A

T
E

C
）を
設
立
。

 

1
2
月
：
 
第

1
回
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
成

果
報
告
会
・シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
。

 

1
2
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「
授
業
研
究
改
善
」（
ザ
ン

ビ
ア
対
象
）実
施
。
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

2
0

1
0
年

 

（平
2
2
） 

3
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
、
文
部

科
学
省
の
委
託
調
査
と
し
て
実
施
さ
れ
た
「
グ
ロ
ー
バ

ル
人
材
育
成
の
た
め
の
大
学
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関

す
る
実
証
的
研
究
」に
お
い
て
取
り
上
げ
ら
れ
る
。

1
1
～

1
2
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「理
数
科
教
育
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
改
訂
能
力
向
上
支
援
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）

実
施
。

2
0

1
1
年

 

（平
2
3
） 

3
月
： 
東
日
本
大
震
災
が
起
こ
る
。

 

1
0

 
月
： 
ザ
ン
ビ
ア
に
て
、

J
IC

A
が
技
術
協
力
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
「
S

M
A

S
T

E
授
業
研
究
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

フ
ェ
ー
ズ

2
」を
開
始
。

2
0

1
2
年

 

（平
2
4
） 

1
1
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
に
お
け
る
授
業
研
究
の
実
践
が
、

世
界
授
業
研
究
大
会
（

W
o

rl
d

 A
s
s
o

c
ia

ti
o

n
 
fo

r 

L
e

s
s
o
n

 S
tu

d
y
）
で
取
り
上
げ
ら
れ
る
。

 

1
1
～

1
2
月
： 

J
IC

A
国
別
研
修
「初
等
・
中
等
学
校

に
お
け
る
教
材
研
究
手
法
（
数
学
Ⅰ
）
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対

象
）
実
施
。

 

2
0

1
3
年

 

（平
2
5
） 

4
月
：
 

J
IC

A
専
門
家
派
遣
（理
数
科
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

改
訂
支
援
） 

1
0
～

1
1
月
： 

J
IC

A
国
別
研
修
「初
等
・
中
等
学
校

に
お
け
る
教
材
研
究
手
法
（
理
科
Ⅰ
）
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対

象
）
実
施
。
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

2
0

1
4
年

 

（平
2
6
） 

1
1
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「
初
等
・
中
等
学
校
に
お

け
る
教
材
研
究
手
法
（
数
学
Ⅱ
）
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）

実
施
。

 

2
0

1
5
年

 

（平
2
7
） 

1
月
： 
第

2
回
ザ
ン
ビ
ア
特
別
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
成

果
報
告
会
・シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
。

 
1

0
月
： 

J
IC

A
国
別
研
修
「
初
等
・
中
等
学
校
に
お

け
る
教
材
研
究
手
法
（
理
科
Ⅱ
）
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）

実
施
。

 

2
0

1
5
年
、
ザ
ン
ビ
ア
に
お
け
る
授
業
研
究
活
動
が
経

済
開
発
協
力
機
構
（
O

E
C

D
）
の
開
発
援
助
委
員
会

（
D

A
C
）
賞
フ
ァ
イ
ナ
リ
ス
ト
と
し
て
入
賞
。

 

2
0

1
6
年

 

（平
2
8
） 

1
 
月
： 
ザ
ン
ビ
ア
に
て
、

J
IC

A
が
技
術
協
力
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
「
教
員
養
成
校
と
学
校
現
場
と
の
連
携
に
よ
る

教
育
の
質
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」を
開
始
。

 

7
月
：
 
ザ
ン
ビ
ア
に
お
け
る
授
業
研
究
の
実
践
が
、

米
国
ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究
所
に
よ
り
世
界
の
教
育

開
発
の
優
良
事
例
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
る
。

 

9
月
～

1
0
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「教
員
養
成
課
程

と
附
属
学
校
の
連
携
に
よ
る
理
数
科

P
C

K
 
の
促

進
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）実
施
。

 

2
0

1
7
年

 

（平
2
9
） 

1
0
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「
P

C
K
を
踏
ま
え
た
理
数

科
授
業
実
践
技
能
の
向
上
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）
実

施
。

 

1
1
月
：
 

J
IC

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
究
「初
等
算
数
課
題

分
析
」開
始
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年
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
・実
施
の
背
景
等

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
直
接
関
連
す
る
出
来
事

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
派
生
す
る
出
来
事

 

2
0

1
8
年

 

（平
3
0
） 

1
0
～

1
1
月
：
 

J
IC

A
国
別
研
修
「P

C
K
を
踏
ま
え
た

理
数
科
授
業
実
践
技
能
の
向
上
」
（
ザ
ン
ビ
ア
対
象
）

実
施
。
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付属資料 2 　ザンビア特別教育プログラムにかかる各種実績資料 

表 1. ザンビア特別教育プログラム修了生 博士論文題目等の一覧 

提出年月 題目 著者名 

2009年 3月 ザンビアの理科教育に関する状況分析と授業分析法の開発 

A Study on Situational Analysis of Zambian Science Education 

and Development of Lesson Analysis Designed to the Science 

Classes 

松原 憲治 

2011年 3月 ザンビア共和国における本質的学習環境の実践に基づく数学の授

業開発研究 

Lesson Development in Mathematics based on Substantial 

Learning Environment (SLE) in the Republic of Zambia 

中和 渚 

2012年 3月 ザンビア数学教師の教授的力量形成における省察の役割に関す

る研究 —授業日誌を用いた質的分析を中心にー 

A Study on Role of Reflection in the Pedagogical Competence 

Development of Zambian Mathematics Teachers: Focusing on 

Qualitative Analysis Using Lesson Diary 

木根 主税 

2012年 3月 ザンビア基礎教育における計算能力に関する研究 —妥当性と弁

別性に注目した診断的評価を通してー 

Study on Pupils' Calculation Ability at Basic Education in Zambia 

-Through the Diagnostic Evaluation Focusing on Validity and

Discriminability- 

内田 豊海 

2015年 3月 理科と数学を関連付けるカリキュラム構成原理に関する研究―ザ

ンビア共和国中等理数科教育の事例を通してー

Principles of Curriculum Development for Connecting Science 

and Mathematics: Through the Case of Secondary Education in 

Zambia 

高阪 将人 

表 2. ザンビア特別教育プログラム修了生 修士論文 

提出年月 題目 著者名 

2005年 3月 理科教育開発における授業研究の意義と役割－生徒中心を目指

すザンビアの基礎教育を事例として－ 

THE ROLES AND SIGNIFICANCE OF LESSON STUDY IN 

SCIENCE EDUCATIONAL DEVELOPMENT IN THE CONTEXT 

OF THE BASIC EDUCATION OF ZAMBIA 

松原 憲治 

2006年 3月 ザンビアにおける Zone Education Support Teamの現状と可能性 

The Present Status and Possibilities of “Zone Education Support 

内田 豊海 
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Team” in Zambia 

2006年 3月 国際教育協力としての教員センターに関する研究―ザンビア共和

国南部州の事例からの検討― 

A CASE STUDY OF TEACHERS CENTRE AS 

INTERNATIONAL EDUCATIONAL COOPERATION IN SOUTH 

PROVINCE, ZAMBIA 

谷口 正明 

2006年 3月 ザンビア基礎学校における数学的活動に基づく授業展開の現状と

可能性 

The present status and possibilities of the mathematics “Activity-

based” approach in Basic School of Zambia 

木根 主税 

2007年 3月 ザンビア共和国における HIV/AIDS に関する情報量の多寡が予防

行動に及ぼす影響 

The Issues and actual situation of HIV/AIDS in Sub-Sahara 

Africa - Role of information about HIV/AIDS in Zambia- 

田辺 有治 

2007年 3月 ザンビア基礎教育の図形学習における困難性に関する研究 

Difficulty in Learning Geometrical Concepts in Zambian Basic 

Education 

石田 真美 

2008年 3月 ザンビア後期基礎教育における生徒のおかれている文化的状況に

ついての研究 

Research concerning Pupils' Cultural Situation in Upper Basic 

Education in Zambia 

辻本 温史 

2008年 3月 ザンビア後期基礎教育における分数理解に向けた授業実験 

Teaching Experiments for Understanding Fraction in Upper 

Basic Education in Zambia 

有馬 祥英 

2008年 3月 ザンビアにおける『本質的学習環境（SLE）』に基づく数学科授業開

発研究 

Research on Lesson Development in Mathematics Education 

Based on ‘Substantial Learning Environment (SLE)’ in Zambia 

澁谷 渚 

2008年 9月 ザンビア後期基礎教育における数学科授業分析の研究―教師・生

徒の言語活動を中心に― 

A case study of mathematics lesson analyses in the basic 

education of Zambia - Focusing on linguistic aspect of 

interaction between teacher and students- 

池谷 拓人 

2009年 3月 ザンビア共和国の基礎教育における効果的な学校経営 

Effective School Management at Basic Schools in Zambia 

福田 景子 

2009年 3月 ザンビアにおける基礎算数能力の獲得過程に関する研究 

Acquisition Process of Basic Mathematics Competency in 

Zambia 

佐々木 愛 
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2010年 9月 ザンビア児童の乗除法理解における社会的文脈の役割 

The Role of Social Context in Pupils’ Understanding of 

Multiplication and Division in Zambia 

山田 恭子 

2012年 3月 ザンビア後期基礎教育における数学と文化をつなげる教材開発研

究－図形領域に焦点をあてて－ 

Research on geometry education applying ethnomathematics in 

upper basic education in Zambia 

木村 光宏 

2012年 3月 ザンビア後期基礎教育における比例的推論の指導教材に関する

研究  Research on Teaching Materials about Proportional 

Reasoning in Upper Basic Education in Zambia 

島本 史也 

2012年 3月 スモールステップアプローチを用いた物理の指導と学習―ザンビア

中央州の学校を事例として― 

Teaching and Learning Physics through Small Step Approach : 

A Case of A School in Central－Zambia 

中里 春菜 

2012年 3月 ザンビア基礎学校における学校改善プロセス 

SCHOOL IMPROVEMENT PROCESS OF BASIC SCHOOLDS 

IN ZAMBIA 

渋谷 至 

2012年 3月 ザンビア中等教育における物理との関連を意識した関数授業に関

する研究―文脈依存性に着目して― 

Connecting function lesson with physics at high school level in 

Zambia: Focusing on context dependency 

高阪 将人 

2013年 3月 ザンビア基礎学校における数学の効果的発問に関する研究 

The Aspect of Understanding on Mathematical Words Problems 

in upper Basic Education in Zambia 

原田 朋枝 

2013年 3月 ザンビア基礎教育数学科における「学習者中心」の再構築 

The Reconstruction of “Learner – Centered” in Mathematics at 

Basic Education level in Zambia 

野中 俊和 

2014年 3月 ザンビア初等学校における基礎学力の学校間格差 

The differences of basic literacy and numeracy skills among 

primary schools in Zambia 

山中 裕太 

2015年 3月 Factors behind School Girls’ Pregnancy and Reasons of Their 

Return or Non-return to School in Kabwe, Zambia: 

From the Perspectives of Pregnant Girls, Parents, Teachers, 

Students and Ministry of Education 

樺島 純子 

2016年 3月 ザンビア数学教育カリキュラムにおける表現様式による分析法の

開発 —関数概念を事例にしてー 

Development of Method to Analyze the Mathematics Curriculum 

in Zambia in terms of Representational Modes -A Case of 

益子 聡 
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Concept of Function - 

2016年 9月 ザンビアの高校生におけるモル概念理解関する研究 －量的関係

に着目して－ 

Research about students’ understanding of mole concept in high 

school -Focus on quantitative relationship- 

渡辺俊一朗 

2017年 3月 ザンビア共和国の算数・数学教育おける Number Sense 獲得に

関する研究 

Research on Acquisition of Number Sense in Zambian 

Mathematics Education 

東 達也 

2018年 3月 ザンビア共和国の理科教育現場における粒子概念理解に対する

映像教材の効果の研究 

Study of the effect of visual materials for the particle concept 

understanding in the science classroom in Zambia 

高橋 裕 

2018年 9月 ザンビア共和国初等教育における操作から見た児童の数概念獲

得の実態に関する研究 

Examining the Number Concept Through Operating Numbers at 

Primary School in Zambia 

高木 梓 

2019年 3月 ザンビア共和国の基礎計算能力の獲得における言語的影響に関

する研究 

Linguistic Effects in Acquiring Calculation Ability in Zambia 

畑 美咲子 

2019年 9月 ザンビア中等学校教員の他者とのかわりを通じた信念形成―エス

ノグラフィー的手法を手掛かりに―

Secondary School Teachers’ Belief Formation through 

Interaction with Teachers and Students in Zambia: Using an 

Ethnographic Approach 

薄田 孝誠 

2021年 3月 ザンビアにおける STEM リテラシー育成に関する研究 

Research on Nurturing STEM Literacy in Zambia 

鶴留 守 

2021年 3月 ザンビア数学教師による生活経験の数学授業への使用に関する

研究 

Teacher’s Use of Life Experience in the Mathematical Lesson in 

Zambia Secondary School 

高橋 由哲 

2021年 3月 ザンビア小学生の数概念習得段階に関する研究  

A Study on the Stage of Acquisition of the Decimal Number 

Concept of Zambian Primary School Students 

瀬下 岳 

2021年 9月 ザンビア中等理科教科書における教科書分析-教材機能、学習材

機能的側面から- 

Analysis about Zambia secondary science textbook-Perspective 

from learning material function and teaching material function- 

小川 翔生 



115

2022年 3月 ザンビア中等学校理科におけるグラフ作成能力の調査 

The development of graphing skills in the science classes of 

Zambia’s secondary school 

原 悠 

表 3. ザンビアへの巡回指導調査団派遣 

派遣期間 派遣者 

2003年 8月 24日～9月 1日 田畑佳則 

2006年 8月 4日～8月 14日 馬場卓也 

2007年 8月 6日～8月 13日 

2007年 8月 1日～18日 

馬場卓也 

内田豊海 

2008年 7月 29日～8月 7日 馬場卓也、清水欽也 

2009年 8月 8日～8月 19日 清水欽也 

2010年 8月 7日～8月 15日 池田秀雄、馬場卓也 

2011年 8月 7日～8月 13日 馬場卓也 

2012年 8月 池田秀雄 

2013年 8月 18日～8月 23日 清水欽也 

2014年 8月 16日～8月 24日 馬場卓也 

2015年 8月 17日～8月 26日 清水欽也、牧貴愛 

2016年 10月 21日～8月 30日 清水欽也 

2017年 8月 18日～8月 24日 馬場卓也 

2018年 8月 13日～8月 23日 池田秀雄 

2019年 8月 13日～8月 23日 清水欽也 

表 4. 青年海外協力隊（教師会）を対象としたザンビアにおける講演の実績 

年 講師名 講義名 

2007 内田  豊海 

馬場 卓也 

ザンビアの基礎学校における生徒の実情 

教師・教材の側面からザンビアにおいて質の高い授業の実施について 

2008 馬場 卓也 授業改善について 「（１）何が授業で問題なのか、（２）授業を分析的に見

る、（３）授業実践の再構成」 

2009 清水 欽也 2 日間の教師会で隊員と寝食を共にし、隊員の活動報告や課題発表に答え

る形で双方向性を意識した講義を実施 

2010 池田 秀雄 一般隊員への事前要望調査を行い、ザンビアの授業改善提言として 26項目

をあげ、それぞれについて講義 

2011 馬場 卓也 「学生を振り返りながら考えたこと、教育研究から見えること、授業改善のた

めに必要なこと」3部構成 

2012 池田 秀雄 

2013 清水 欽也 Scientific literacy in developed and developing countries 
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（注）2006年以前の記録は残っていない。 

表 5. 青年海外協力隊としてのザンビア特別教育プログラム学生の派遣実績 

派遣年度（注 1） 長期派遣 短期派遣 インターンシップ

2002（平成 14）年度 3 

2003（平成 15）年度 2 

2004（平成 16）年度 1 

2005（平成 17）年度 6 

2006（平成 18）年度 0 

2007（平成 19）年度 1 3 

2008（平成 20）年度 4 1 2 

2009（平成 21）年度 3 2 1 

2010（平成 22）年度 0 

2011（平成 23）年度 1 

2012（平成 24）年度 2 

2013（平成 25）年度 3 

2014（平成 26）年度 0 2 

2015（平成 27）年度 2 1 

2016（平成 28）年度 2 

2017（平成 29）年度 1 

2018（平成 30）年度 2 

2019（平成 31）年度 3 

2020（令和 2）年度 (1) 注 3

2021（令和 3）年度 3 

合計 39(1) 注 3 6 6 

（注 1）年度区分は、派遣開始日をもととしている。 

（注 2）長期派遣、短期派遣は JICA協力隊スキームに基づく。 

（注 3）カッコ内の数は、他国に再派遣された人数を指す。 

2014 馬場 卓也 Restructuring of lesson practice 

2015 清水 欽也 クラスマネジメント・途上国の発展に必要なこと・日米初等教育の比較考察

2016 清水 欽也 世界の理科教育のトレンド：高次思考力の育成について 

2017 馬場 卓也 他国の取り組みで印象に残ったもの、講演「STEM社会とリテラシー」 

2018 池田 秀雄 理数科教育において日本が行う国際協力の現状と課題 

2019 清水 欽也 

3 つのテーマ①科学的な思考を育成する授業のあり方（考える授業）、②もの

づくりを取り入れた授業、③実験等のグループワークの導入の仕方、につい

て講演 



117

表 6. ザンビア大学からの客員教授招聘 

時期 氏名 

2005年度 Nkhata Bentry 講師（科研による招聘） 

2006年 4月～9月 Christopher Haambokoma 外国人研究員（客員教授） 

2007年度 Nkhata Bentry 講師（科研による招聘） 

2016年 1月～3月 Nkhata Bentry 外国人研究員（客員教授） 

表 7. JICA国別研修（ザンビア）受入実績（技術協力プロジェクトとの連携） 

時期 コース名 受入人数 

2009年 12月 授業研究改善 3名 

2010年 11月～12月 理数科教育カリキュラム改訂能力向上支援 5名 

2012年 11月～12月 初等・中等学校における教材研究手法（数学Ⅰ） 6名 

2013年 10月～11月 初等・中等学校における教材研究手法（理科Ⅰ） 6名 

2014年 11月 初等・中等学校における教材研究手法（数学Ⅱ） 9名 

2015年 10月 初等・中等学校における教材研究手法（理科Ⅱ） 9名 

2016年 9月～10月 教員養成課程と附属学校の連携による理数科 PCK の促進 10名 

2017年 10月 PCK を踏まえた理数科授業実践技能の向上 20名 

2018年 10月～11月 PCK を踏まえた理数科授業実践技能の向上 12名 

表 8. JICA課題別研修受入実績（ザンビア） 

時期 コース名 受入人数 

2018年 11月～12月 学校ベースの学習の質改善と教育行政の支援 2名 

2019年 5月～6月 初等算数カリキュラム開発 2名 

2019年 10月～11月 学校ベースの学習の質改善と教育行政の支援 2名 

2020 年 10 月～2021

年 2月 

初等算数カリキュラム開発（遠隔研修） 4名 

2021年 10月～12月 学校ベースの学習の質改善と教育行政の支援（遠隔研修） 2名 

表 9. JICA短期専門家派遣（ザンビア） 

時期 指導科目/プロジェクト 派遣者 

2013年度 理数科カリキュラム改訂支援 池田･馬場 

2013年度 授業実践能力強化プロジェクト 前田･神原 

2014年度 授業実践能力強化プロジェクト 清水 
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付属資料３ 

ザンビアプログラム関連記事 
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広島大学ホームページ ニュース 2017 年より 
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2010 年 2 月号 JICA クロスロードより 

2009 年 10 月 4 日ザンビア南部州地方

紙「GUARDIAN」記事より 
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本冊子は、令和 4（2022）年 3月 5日（土）に東京都千代田区にある JICA竹橋で開

催された、ザンビア特別教育プログラム 20 周年成果報告会＆シンポジウムの記録およ

び 20年の記録を残すことを目的として作成された。 

 第 4章の発表資料等および議論をなるべくそのままのかたちで書き起こしたものを掲

載した。 

 本冊子に掲載されている意見は基本的に個人の立場で発表したものであり、必ずしも

それぞれが所属する組織の公式見解とみなされるものではありません。 
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